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【届出の対象とした募集

（売出）内国投資証券に

係る投資法人の名称】 

マリモ地方創生リート投資法人 

   

【届出の対象とした募集

（売出）内国投資証券の

形態及び金額】 

形態：投資証券 

発行価額の総額：一般募集        2,283,000,000円 

売出価額の総額：オーバーアロットメントによる売出し 

                     118,000,000円 

(注1) 発行価額の総額は、2019年12月13日（金）現在の株式会社東京

証券取引所における本投資法人の投資口の普通取引の終値を基

準として算出した見込額です。 

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額にて買取引受

けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行価格）で一般募集

を行うため、一般募集における発行価格の総額は上記の金額と

は異なります。 

(注2) 売出価額の総額は、2019年12月13日（金）現在の株式会社東京

証券取引所における本投資法人の投資口の普通取引の終値を基

準として算出した見込額です。 

   

安定操作に関する事項 1.今回の募集及び売出しに伴い、本投資法人の発行する上場

投資口について、市場価格の動向に応じ必要があるとき

は、金融商品取引法施行令第20条第1項に規定する安定操

作取引が行われる場合があります。 

2.上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場

を開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所で

す。 

   

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町2番1号） 

 



第一部【証券情報】
第１【内国投資証券（新投資口予約権証券及び投資法人債券を除く。）】

１【募集内国投資証券（引受人の買取引受けによる一般募集）】

（１）【投資法人の名称】

マリモ地方創生リート投資法人 

（英文表示：Marimo Regional Revitalization REIT, Inc.） 

（以下「本投資法人」といいます。） 

(注)  本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。以下「投信

法」といいます。）に基づき設立された投資法人です。 

 

（２）【内国投資証券の形態等】

本書に従って行われる募集（以下「一般募集」といいます。）又は売出しの対象である有

価証券は、本投資法人の投資口（以下「本投資口」といいます。）です。本投資口は、社

債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。その後の改正を含みます。以下「振

替法」といいます。）の規定の適用を受ける振替投資口であり、振替法第227条第2項に基づ

き投資主が発行を請求する場合を除き、本投資法人は、本投資口を表示する投資証券を発行

することができません。本投資口は、投資主の請求による投資口の払戻しが認められないク

ローズド・エンド型です。 

本投資口について、本投資法人の依頼により、信用格付業者から提供され若しくは閲覧に

供された信用格付、又は信用格付業者から提供され若しくは閲覧に供される予定の信用格付

はありません。 

(注)  投信法上、均等の割合的単位に細分化された投資法人の社員の地位を「投資口」といい、その保有者を「投資主」とい

います。本投資口を購入した投資家は、本投資法人の投資主となります。 

 

（３）【発行数】

19,371口 

(注)  一般募集に当たり、その需要状況等を勘案した上で、一般募集とは別に、一般募集の主幹事会社であるＳＭＢＣ日興証

券株式会社が、指定先（後記「(16) その他 ⑤」に定義されます。）から969口を上限として借り入れる本投資口（以

下「借入投資口」といいます。）の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」といいます。）を行う場合

があります。 

オーバーアロットメントによる売出しに関連する事項については、後記「第5 募集又は売出しに関する特別記載事項 

1 オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照ください。 

 

（４）【発行価額の総額】

2,283,000,000円 

(注)  後記「(13) 引受け等の概要」に記載のとおり、発行価額の総額は、後記「(13) 引受け等の概要」に記載の引受人（以

下「引受人」といいます。）の買取引受けによる払込金額の総額です。発行価額の総額は、2019年12月13日（金）現在

の株式会社東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準として算出した見込額です。 

 

（５）【発行価格】

未定 

(注1)  発行価格等決定日（後記「（13）引受け等の概要」で定義します。以下同じです。）の株式会社東京証券取引所におけ

る本投資口の普通取引の終値（当日に終値のない場合には、その日に先立つ直近日の終値）に0.90～1.00を乗じた価格

（1円未満切捨て）を仮条件として需要状況等を勘案した上で決定します。 
今後、発行価格等（発行価格、発行価額、各引受人の引受投資口数、売出価格及び引受人の手取金をいいます。以下同

じです。）が決定された場合には、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総

額、一般募集における手取金、一般募集と同日付をもって決議された第三者割当による新投資口発行の手取金上限、オ

ーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいいます。

以下同じです。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて、発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発

行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の本

投資法人ウェブサイト（［URL］https://www.marimo-reit.co.jp/ja/news/index.html）（以下「新聞等」といいま

す。）において公表します。なお、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場

合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に

伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付され、

新聞等による公表は行いません。 
(注2)  上記仮条件により需要状況等を勘案した上で、2020年1月14日（火）から2020年1月17日（金）までの間のいずれかの日

（発行価格等決定日）に一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（本投資法人が本投資口1口当

たりの払込金として引受人から受け取る金額）を決定します。 
(注3)  後記「(13) 引受け等の概要」に記載のとおり、発行価格と発行価額（引受価額）とは異なります。発行価格の総額と

発行価額の総額との差額は、引受人の手取金となります。 
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（６）【申込手数料】

該当事項はありません。 

 

（７）【申込単位】

1口以上1口単位 

 

（８）【申込期間】

2020年1月15日（水）から2020年1月16日（木）まで 

(注)  申込期間は、上記のとおり内定していますが、発行価格等決定日において正式に決定します。なお、上記申込期間は、

需要状況等を勘案した上で、繰り下げられることがあります。当該需要状況等の把握期間は、2020年1月10日（金）か

ら、最短で2020年1月14日（火）まで、最長では2020年1月17日（金）までですが、実際の発行価格等決定日は、2020年

1月14日（火）から2020年1月17日（金）までの間のいずれかの日です。 

したがって、申込期間は、 
①  発行価格等決定日が2020年1月14日（火）の場合、「2020年1月15日（水）から2020年1月16日（木）まで」 
②  発行価格等決定日が2020年1月15日（水）の場合、「2020年1月16日（木）から2020年1月17日（金）まで」 
③  発行価格等決定日が2020年1月16日（木）の場合、「2020年1月17日（金）から2020年1月20日（月）まで」 
④  発行価格等決定日が2020年1月17日（金）の場合、「2020年1月20日（月）から2020年1月21日（火）まで」 
となりますので、ご注意ください。 

 

（９）【申込証拠金】

申込証拠金は、発行価格と同一の金額です。 

 

（１０）【申込取扱場所】

引受人の本店及び全国各支店並びに営業所で申込みの取扱いを行います。 

 

（１１）【払込期日】

2020年1月20日（月） 

(注)  払込期日は、上記のとおり内定していますが、発行価格等決定日において正式に決定します。なお、上記払込期日は、

需要状況等を勘案した上で、繰り下げられることがあります。当該需要状況等の把握期間は、2020年1月10日（金）か

ら、最短で2020年1月14日（火）まで、最長では2020年1月17日（金）までですが、実際の発行価格等決定日は、2020年

1月14日（火）から2020年1月17日（金）までの間のいずれかの日です。 
したがって、払込期日は、 
①  発行価格等決定日が2020年1月14日（火）の場合、「2020年1月20日（月）」 
②  発行価格等決定日が2020年1月15日（水）の場合、「2020年1月21日（火）」 
③  発行価格等決定日が2020年1月16日（木）の場合、「2020年1月22日（水）」 
④  発行価格等決定日が2020年1月17日（金）の場合、「2020年1月23日（木）」 
となりますので、ご注意ください。 

 

（１２）【払込取扱場所】

株式会社三井住友銀行 本店営業部 

東京都千代田区丸の内一丁目1番2号 

(注)  上記払込取扱場所では、本投資口の買付けの申込みの取扱いを行いません。 

 

（１３）【引受け等の概要】

以下に記載する引受人は、2020年1月14日（火）から2020年1月17日（金）までの間のいず

れかの日（以下「発行価格等決定日」といいます。）に決定される発行価額（引受価額）に

て本投資口の買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行価格）で一般募集を行い

ます。本投資法人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。ただし、引受人は、払込

期日に発行価額の総額を本投資法人に払い込むものとし、一般募集における発行価格の総額

と発行価額の総額との差額は、引受人の手取金とします。 
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引受人の名称 住所 引受投資口数 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目3番1号 

未定 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目9番1号 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目5番1号 

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号 

合 計 19,371口 

(注1)  本投資法人及び本投資法人が資産の運用に係る業務を委託しているマリモ・アセットマネジメント株式会社（以下「本

資産運用会社」といいます。）は、発行価格等決定日に引受人との間で新投資口引受契約を締結します。 
(注2)  上記引受人は、引受人以外の金融商品取引業者に一般募集の対象となる本投資口の販売を委託することがあります。 
(注3)  主幹事会社は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。 
(注4)  各引受人の引受投資口数は、発行価格等決定日に決定します。 

 

（１４）【振替機関に関する事項】

株式会社証券保管振替機構（以下「保管振替機構」といいます。） 

東京都中央区日本橋茅場町二丁目1番1号 

 

（１５）【手取金の使途】

一般募集における手取金（2,283,000,000円）については、後記「第二部 参照情報 第2

参照書類の補完情報 3 取得予定資産の個別不動産の概要」に記載の本投資法人による新た

な特定資産（投信法第2条第1項における意味を有します。以下同じです。なお、当該特定資

産を本書において総称して「取得予定資産」といいます。）の取得資金及びその取得に関連

する諸費用の一部に充当します。なお、一般募集と同日付をもって決議された第三者割当

（詳細については、後記「第5 募集又は売出しに関する特別記載事項 1 オーバーアロット

メントによる売出し等について」をご参照ください。）による新投資口発行の手取金上限

（114,000,000円）については、手元資金とし、将来の特定資産の購入又は借入金の返済に充

当します。 

(注1)  上記の各手取金は、2019年12月13日（金）現在の株式会社東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準と

して算出した見込額です。 
(注2)  調達する資金については、支出するまでの間、金融機関に預け入れる予定です。 

 

（１６）【その他】

① 申込みは、前記「(8) 申込期間」に記載の申込期間内に前記「(10) 申込取扱場所」に

記載の申込取扱場所へ前記「(9) 申込証拠金」に記載の申込証拠金を添えて行うものと

します。 

② 申込証拠金には利息をつけません。 

③ 申込証拠金のうち発行価額（引受価額）相当額は、前記「(11) 払込期日」に記載の払

込期日に新投資口払込金に振替充当します。 

④ 一般募集の対象となる本投資口の受渡期日は、払込期日の翌営業日です。 

   したがって、受渡期日は、 

(イ)  発行価格等決定日が2020年1月14日（火）の場合、「2020年1月21日（火）」 

(ロ)  発行価格等決定日が2020年1月15日（水）の場合、「2020年1月22日（水）」 

(ハ)  発行価格等決定日が2020年1月16日（木）の場合、「2020年1月23日（木）」 

(ニ)  発行価格等決定日が2020年1月17日（金）の場合、「2020年1月24日（金）」 

となりますので、ご注意ください。 

一般募集の対象となる本投資口は、上記受渡期日から売買を行うことができます。 

振替法の適用により、本投資口の売買は、保管振替機構又は口座管理機関における振替

口座での振替により行われます。 

⑤ 引受人は、本投資法人が指定する販売先として、本資産運用会社の株主である株式会社

マリモ（本「第一部 証券情報」において以下「指定先」といいます。）に対し、一般

募集の対象となる本投資口のうち、2,081口を販売する予定です。 
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２【売出内国投資証券（オーバーアロットメントによる売出し）】

（１）【投資法人の名称】

前記「1 募集内国投資証券（引受人の買取引受けによる一般募集） (1) 投資法人の名

称」と同じです。 

 

（２）【内国投資証券の形態等】

前記「1 募集内国投資証券（引受人の買取引受けによる一般募集） (2) 内国投資証券の

形態等」と同じです。 

 

（３）【売出数】

969口 

(注1)  オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集に当たり、その需要状況等を勘案した上で、一般募集とは別に、一

般募集の主幹事会社であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が指定先から969口を上限として借り入れる本投資口の売出しで

す。上記売出数は、オーバーアロットメントによる売出しの売出数の上限を示したものであり、需要状況等により減少

し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。 
(注2)  オーバーアロットメントによる売出しに関連する事項については、後記「第5 募集又は売出しに関する特別記載事項 

1 オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照ください。 

今後、売出数が決定された場合には、発行価格等（発行価格、発行価額、各引受人の引受投資口数、売出価格及び引受

人の手取金）及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、一般募集における手取金、一般

募集と同日付をもって決議された第三者割当による新投資口発行の手取金上限、オーバーアロットメントによる売出し

の売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代え

て、発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から

申込期間の末日までの期間中のインターネット上の本投資法人ウェブサイト（［URL］https://www.marimo-

reit.co.jp/ja/news/index.html）（新聞等）において公表します。なお、発行価格等が決定される前に有価証券届出

書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価格等の決定に際

し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が行われる場合に

は、目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。 

 

（４）【売出価額の総額】

118,000,000円 

(注)  売出価額の総額は、2019年12月13日（金）現在の株式会社東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準と

して算出した見込額です。 

 

（５）【売出価格】

未定 

(注)  売出価格は、前記「1 募集内国投資証券（引受人の買取引受けによる一般募集） (5) 発行価格」に記載の発行価格と

同一の価格とします。 

 

（６）【申込手数料】

該当事項はありません。 

 

（７）【申込単位】

1口以上1口単位 

 

（８）【申込期間】

2020年1月15日（水）から2020年1月16日（木）まで 

(注)  申込期間は、前記「1 募集内国投資証券（引受人の買取引受けによる一般募集） (8)申込期間」に記載の申込期間と

同一とします。 

 

（９）【申込証拠金】

売出価格と同一の金額です。 

 

（１０）【申込取扱場所】

ＳＭＢＣ日興証券株式会社の本店及び全国各支店で申込みの取扱いを行います。 

 

（１１）【受渡期日】

2020年1月21日（火） 

(注)  受渡期日は、前記「1 募集内国投資証券（引受人の買取引受けによる一般募集） (16)その他 ④」に記載の受渡期日

と同一とします。 
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（１２）【払込取扱場所】

該当事項はありません。 

 

（１３）【引受け等の概要】

該当事項はありません。 

 

（１４）【振替機関に関する事項】

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋茅場町二丁目1番1号 

 

（１５）【手取金の使途】

該当事項はありません。 

 

（１６）【その他】

① 申込みは、前記「(8) 申込期間」に記載の申込期間内に前記「(10) 申込取扱場所」に

記載の申込取扱場所へ前記「(9) 申込証拠金」に記載の申込証拠金を添えて行うものと

します。 

② 申込証拠金には利息をつけません。 

③ オーバーアロットメントによる売出しの対象となる本投資口は、前記「(11) 受渡期

日」に記載の受渡期日から売買を行うことができます。 

振替法の適用により、本投資口の売買は、保管振替機構又は口座管理機関における振替

口座での振替により行われます。 
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第２【新投資口予約権証券】

 

該当事項はありません。 

 

第３【投資法人債券（短期投資法人債を除く。）】

 

該当事項はありません。 

 

第４【短期投資法人債】

 

該当事項はありません。 
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第５【募集又は売出しに関する特別記載事項】

1 オーバーアロットメントによる売出し等について 

一般募集に当たり、その需要状況等を勘案した上で、一般募集とは別に、一般募集の主幹事会

社であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が指定先から969口を上限として借り入れる本投資口の売出

し（オーバーアロットメントによる売出し）を行う場合があります。オーバーアロットメントに

よる売出しの売出数は、969口を予定していますが、当該売出数は上限の売出数であり、需要状

況等により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合が

あります。 

なお、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、ＳＭＢＣ日興証券株式会社に借入投

資口の返還に必要な本投資口を取得させるため、本投資法人は2020年1月6日（月）開催の本投資

法人の役員会において、ＳＭＢＣ日興証券株式会社を割当先とする本投資口969口の第三者割当

による新投資口発行（以下「本第三者割当」といいます。）を、2020年2月17日（月）を払込期

日として行うことを決議しています。 

また、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申

込期間の終了する日の翌日から2020年2月13日（木）までの間（以下「シンジケートカバー取引

期間」といいます。(注)）、借入投資口の返還を目的として、株式会社東京証券取引所（以下

「東京証券取引所」といいます。）においてオーバーアロットメントによる売出しに係る口数を

上限とする本投資口の買付け（以下「シンジケートカバー取引」といいます。）を行う場合があ

ります。ＳＭＢＣ日興証券株式会社がシンジケートカバー取引により買い付けた全ての本投資口

は、借入投資口の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、ＳＭＢ

Ｃ日興証券株式会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメン

トによる売出しに係る口数に至らない口数でシンジケートカバー取引を終了させる場合がありま

す。 

さらに、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しに

伴って安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により買い付けた本投資口の全部又

は一部を借入投資口の返還に充当することがあります。 

オーバーアロットメントによる売出しに係る口数から、安定操作取引及びシンジケートカバー

取引によって買い付け、借入投資口の返還に充当する口数を減じた口数について、ＳＭＢＣ日興

証券株式会社は、本第三者割当に係る割当てに応じ、本投資口を取得する予定です。そのため本

第三者割当における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本第

三者割当における最終的な発行数がその限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合

があります。 

なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントに

よる売出しが行われる場合の売出数については、発行価格等決定日に決定されます。オーバーア

ロットメントによる売出しが行われない場合は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社による指定先からの

本投資口の借入れは行われません。したがって、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、本第三者割当に

係る割当てに応じず、申込みを行わないため、失権により本第三者割当における新投資口発行は

全く行われません。また、東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引も行われません。 

(注) シンジケートカバー取引期間は、 
①  発行価格等決定日が2020年1月14日（火）の場合、「2020年1月17日（金）から2020年2月13日（木）までの間」 
②  発行価格等決定日が2020年1月15日（水）の場合、「2020年1月18日（土）から2020年2月13日（木）までの間」 
③  発行価格等決定日が2020年1月16日（木）の場合、「2020年1月21日（火）から2020年2月13日（木）までの間」 
④  発行価格等決定日が2020年1月17日（金）の場合、「2020年1月22日（水）から2020年2月13日（木）までの間」 

   となりますので、ご注意ください。 
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2 売却・追加発行の制限 

(1) 一般募集に関し、指定先に対し、ＳＭＢＣ日興証券株式会社との間で、発行価格等決定日

から一般募集の受渡期日以降180日を経過する日までの期間、ＳＭＢＣ日興証券株式会社

の事前の書面による承諾を受けることなしに、指定先が一般募集前から保有する本投資口

13,950口及び指定先が一般募集により取得することを予定している本投資口2,081口の売

却を行わない旨を約するよう要請する予定です。 

 上記の場合において、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、その裁量で、当該制限を一部若し

くは全部につき解除し、又はその制限期間を短縮する権限を有する予定です。 

 

(2) 本投資法人は、一般募集に関し、ＳＭＢＣ日興証券株式会社との間で、発行価格等決定日

から一般募集の受渡期日以降90日を経過する日までの期間、ＳＭＢＣ日興証券株式会社の

事前の書面による承諾を受けることなしに、本投資口の発行（ただし、本第三者割当及び

投資口の分割による本投資口の発行を除きます。）を行わない旨を合意します。 

 上記の場合において、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、その裁量で、当該制限を一部若し

くは全部につき解除し、又はその制限期間を短縮する権限を有します。 
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第二部【参照情報】
第１【参照書類】

金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）（以下「金融商品取引法」

といいます。）第27条において準用する金融商品取引法第5条第1項第2号に掲げる事項について

は、以下に掲げる書類をご参照ください。 

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

計算期間 第6期（自 2019年1月1日 至 2019年6月30日） 2019年9月26日関東財務局長に

提出 

 

２【半期報告書】

該当事項はありません。 

 

３【臨時報告書】

該当事項はありません。 

 

４【訂正報告書】

訂正報告書（上記1の有価証券報告書の訂正報告書）を2020年1月6日に関東財務局長に提出 
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第２【参照書類の補完情報】

本書の参照書類である2019年9月26日付の有価証券報告書（2020年1月6日付の有価証券報告書の

訂正報告書により訂正済み。以下「参照有価証券報告書」といいます。）に関して、本書の日付現

在までに補完すべき情報は、以下に記載のとおりです。 

以下の文中に記載の事項を除き、参照有価証券報告書に記載されている事項については、本書の

日付現在、変更がないと判断しています。 

なお、以下の文中における将来に関する事項は、別段の記載のない限り、本書の日付現在におい

て本投資法人が判断したものです。 

(注)  以下の文中において記載する数値は、別途記載する場合を除き、単位未満の金額については切り捨てて記載し（ただし、単

位未満の金額を切り捨てた結果0となる場合、単位未満の数値を記載します。）、比率については小数第2位を四捨五入した

数値を記載しています。したがって、各項目別の金額又は比率の合計が全体の合計と一致しない場合があります。 

 

1 本投資法人の概要 

(1) 基本理念 

わが国は、人口減少・超高齢化社会・東京圏への人口一極集中などの大きな課題に直面してお

り、本投資法人は、その解決のためには地方において「まち・ひと・しごと」を創出して当該地

域を活性化する「地方の創生」(注1)が必要であると考えています。そして、本投資法人は、本投

資法人が地方において魅力的なレジデンス、商業施設、ホテル、オフィス及び駐車場に投資し、

地域社会へ貢献することにより、人が動き、経済が動き、都市そのものが動きだし、地域活性化

に繋がるものと考えています。 

この点、政府においても、上記の課題に関し、2014年9月3日の閣議決定によって内閣に「ま

ち・ひと・しごと創生(注2)本部(注3)」を設置し、地方が成長する活力を取り戻し、人口減少を

克服するという基本目標の下、①東京一極集中の是正、②若い世代の就労・結婚・子育ての希望

の実現、③地域の特性に即した地域課題の解決という3つの基本的視点から人口・経済・地域社会

の課題に対して一体的に取り組むものとし、様々な取組みを推進しています。そして、まち・ひ

と・しごと創生法に基づき策定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「創生総合戦

略」といいます。）においては、「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」が掲げられ、

「しごと」と「ひと」の好循環を支えるためには、人々が地方での生活やライフスタイルの素晴

らしさを実感し、安心して暮らせるような、「まち」の集約・活性化が必要とされています。 

本投資法人は、地方において不動産開発事業や市街地再開発(注4)事業を数多く手掛けてきた実

績を有するスポンサーである株式会社マリモ（以下「マリモ」又は「スポンサー」ということが

あります。）のノウハウ及び地域金融機関等のサポート会社（本投資法人及び本資産運用会社と

の間でサポート協定を締結している者をいいます。以下同じです。）による物件情報の提供を活

用しながら、資本市場より調達した資金を有効に活用し、主として地方に所在する総合型収益不

動産（賃料等の収益の創出を見込むことができる、レジデンス、商業施設、ホテル、オフィス及

び駐車場の総称をいいます。以下同じです。）に投資することで、地域活性化の一翼を担い、

「まち・ひと・しごとの創出」の好循環を確立させ、「地方の創生」に貢献し、“地方から日本

を強くしていく”ことを基本理念としています。 

本投資法人は、地方の不動産への投資による「まちの活性化」から、「地域経済の活性化」及

び「雇用の創出」を実現し、「地方の創生」の実現を目指します。 
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(注1)  本投資法人は、「地方の創生」を、「「東京一極集中」を是正し、日本全国に住む人々が自らの地域の未来に希望を持ち、

個性豊かで潤いのある生活を送ることができる地域社会を創生すること」と定義しています。 
(注2)  「まち・ひと・しごと創生」とは、政府が掲げる地方の創生の推進に係る長期ビジョンであり、国民一人一人が夢や希望を

持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及

び地域における魅力ある多様な就業の機会の創出を一体的に推進することをいいます（まち・ひと・しごと創生法（平成26

年法律第136号。その後の改正を含みます。以下「まち・ひと・しごと創生法」といいます。）第1条参照）。 
(注3)  「まち・ひと・しごと創生本部」とは、まち・ひと・しごと創生法第11条に基づき、人口急減・超高齢化という我が国が直

面する大きな課題に対し政府一体となって取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生する

ことを目指して内閣に設置された組織です。以下同じです。 
(注4)  「市街地再開発」とは、市街地内の土地の合理化と健全な高度利用、都市の機能更新を図る再開発をいいます。以下同じで

す。 
(注5)  株式会社みちのく銀行（以下「みちのく銀行」といいます。）、株式会社中国銀行（以下「中国銀行」といいます。）、株

式会社広島銀行（以下「広島銀行」といいます。）及び株式会社足利銀行（以下「足利銀行」といいます。）については、

各行の判断により、任意で、物件情報の提供を行うものとされています。各サポート会社による物件情報の提供の詳細につ

いては、後記「(7) 地域に根付き、「地方の創生」を実現するサポート体制を構築 (イ) サポートの概要 d. 物件情報の

提供」をご参照ください。 

 

(2) インベストメント・ハイライト 

本投資法人は、「地方の創生」に貢献することを基本理念とし、地方を中心とした、レジデン

ス、商業施設、ホテル、オフィス及び駐車場に投資し、全国分散・用途分散を図った総合型ポー

トフォリオを構築することにより、「収益性」と「安定性」の確保を目指した運用を行います。

また、実際の投資に当たっては、本投資法人の定める投資基準を踏まえつつ、目利き力に基づく

物件取得を行うことにより、収益性の維持を目指します。さらに、スポンサーであるマリモ並び

にサポート会社である地域金融機関及び株式会社リビタ（以下「リビタ」といいます。）からの

サポートを活かした外部成長による全国分散及び用途分散を図った運用資産の確実な成長を志向

し、状況に応じて利益を超える金銭の分配（出資の払戻し）などの運用を行うことにより、投資

主価値の継続的な向上を目指します。 

 

① 地方を中心とした、相対的に利回りの高い地方物件への重点投資による「収益性」の確保 

(イ) 本投資法人及び本資産運用会社は、魅力的な投資エリアになり得ると期待される地方への

投資によって、東京圏(注1)中心のポートフォリオより相対的に高い収益性の確保を目指

します。 
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(ロ) 本投資法人及び本資産運用会社は、償却後インプライドキャップレート(注2)を意識した

一貫した目利き力に基づく物件取得により、収益性の維持を目指します。 

 

具体的には、同時期に取得を予定している複数の物件に係る償却後平均鑑定NOI利回り(注3)

が、本投資法人の償却後インプライドキャップレートを上回ることとなるような、収益性の高い

物件への重点投資による相対的に高い利回りでの物件取得を目指します。本募集（本書に基づく

一般募集及び本第三者割当を総称していいますが、これらに伴う取得予定資産の取得及びこれら

と並行して実施予定の新規借入れ（以下「新規借入れ」といいます。）も併せて「本募集」とい

う場合があります。以下同じです。）においても、2019年11月末時点の本投資法人の償却後イン

プライドキャップレートが4.3%であるところ、取得予定資産の償却後平均鑑定NOI利回りは4.7％

となる予定です。このように、取得予定資産の償却後平均鑑定NOI利回りが本投資法人の償却後

インプライドキャップレートよりも高いことは、本投資法人の既存のポートフォリオに対して投

資家が要求していると考えられる不動産利回りよりも高い利回りで取得予定資産を購入すること

を意味しており、その結果、本投資法人のポートフォリオの価値の向上、ひいては投資主価値の

向上につながるものと考えています。 

また、本投資法人は、より高いNOI利回りでの取得となるよう、鑑定評価額に対して相応のデ

ィスカウントを実現した価格での物件取得を目指します(注4)。 

上記のように、本投資法人の償却後インプライドキャップレートとの関係で、相対的に高い利

回りでの物件取得を実現させることにより、高い収益性と1口当たり分配金の継続的な成長を実

現させ、ひいては投資主価値の向上に寄与することができるものと本投資法人は考えています。 

 

 

 

(注1)  「東京圏」の定義については、後記「③ スポンサー及びサポート会社からのサポートを活用した外部成長の実現＜用途別

投資比率・地域別投資比率＞」(注2)をご参照ください。 
(注2)  「償却後インプライドキャップレート」とは、投資口価格をベースに、保有資産の減価償却費を加味して算出される投資家

の不動産要求利回りであり、2019年11月末時点の「償却後インプライドキャップレート」は、以下の計算式により算出して

います。 
2019年11月末時点の「償却後インプライドキャップレート」 
＝（第6期（2019年6月期）末時点の本投資法人の保有資産に係るNOIの合計（年換算）（1,718百万円）－2019年6月末時点

の本投資法人の保有資産に係る減価償却費（221百万）÷（2019年11月末時点の本投資法人の時価総額（17,707百万円）＋

第6期（2019年6月期）末時点の有利子負債（13,787百万円）＋第6期（2019年6月期）末時点の預り敷金・保証金（1,289百

万円）－（第6期（2019年6月期）末時点の現預金（1,086百万円）＋第6期（2019年6月期）末時点の信託現預金（1,935百万

円））） 
(注3)  「（平均）鑑定NOI利回り」の定義については、後記「③ スポンサー及びサポート会社からのサポートを活用した外部成長

の実現」(注4)をご参照ください。 
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(注4)  物件の取得価格は、売主との協議により決定されますので、必ず鑑定評価額に対して相応のディスカウントとなる価格で取

得できる保証はありません。 
(注5)  （仮称）ＭＲＲいちはら（底地）の取得予定価格は、地代の周辺相場等を考慮して算定しておりますが、鑑定評価額につい

ては、事業用借地契約の満了時点において第三者へ更地として売却することを想定した算定方式を、評価方法の一部として

採用しております。通常は、評価時点における更地価格は地代の相場等も考慮に入れて形成されることになるため、地代の

周辺相場に基づいて算定された価格と更地価格に大きな差は生じませんが、本件事例では、評価時点における更地価格に対

して地代の周辺相場が特に低いという特殊性があるため、鑑定評価額が取得予定価格を上回るかたちで、両者の価格が大き

く乖離しています。なお、本書の日付現在、本土地を契約満了時点に売却する予定はありません。 

 

② 全国分散を図った総合型ポートフォリオの構築による「安定性」の確保 

(イ) 本投資法人及び本資産運用会社は、全国分散・用途分散を図った総合型ポートフォリオを

構築することによって、安定したキャッシュフローの創出を目指します。 

 

(ロ) 本投資法人及び本資産運用会社は、スポンサー開発による新築又は築浅レジデンス物件の

供給を受けて、ポートフォリオの更なる質的向上を目指します。 

 

詳細は、後記「(5) ポートフォリオ構築方針」をご参照ください。 

 

③ スポンサー及びサポート会社からのサポートを活用した外部成長の実現 

(イ) 本投資法人及び本資産運用会社は、本投資法人のスポンサーであるマリモからの開発物件

の提供、優先的物件情報の提供、優先的売買交渉権の付与、ウェアハウジング機能(注)等

を活かした長期安定的な外部成長を目指します。 

 

(注)  「ウェアハウジング機能」とは、将来における本投資法人による物件の取得を目的として、マリモ又はマリモが出資する特

別目的会社が、第三者により保有されている物件の取得及び一時的な保有を行い、その後当該物件を本投資法人に売却する

機能をいいます。 

 

(ロ) 本投資法人及び本資産運用会社は、スポンサーに加え、各地の地域金融機関等のサポート

会社からの各地の物件情報の提供を活用し、更なる外部成長を目指します。 

 

詳細は、後記「(7) 地域に根付き、「地方の創生」を実現するサポート体制を構築」をご参照く

ださい。 

 

本投資法人は、本募集の手取金を取得資金の一部として取得予定資産を取得する予定です。取得

予定資産は、スポンサー開発・保有物件を主軸とし、取得予定資産の取得により、地方への投資に

よる「収益性」と「安定性」の確保を目指します。 

取得予定資産6物件の取得予定価格(注1)合計は4,950百万円、鑑定評価額(注2)合計は5,727百万

円、含み益率(注3)は15.7%、平均築年数(注4)は9.2年、平均鑑定NOI利回り(注5)は5.6％、償却後

平均鑑定NOI利回り(注5)は4.7％です。 

取得予定資産のうち、アルティザ鶴舞及びアルティザ淡路駅東については、スポンサーが開発し

た物件を取得するものです。また、（仮称）アルティザ松本、（仮称）ＭＲＲあきたⅡ及び（仮

称）ＭＲＲいちはら（底地）については、スポンサーのウェアハウジング機能を活用し、スポンサ

ーが一時的に保有している物件を取得するものです。（仮称）MRRきたもと（底地）は、運用会社

独自の取得ルートにより取得するものです。 

 

(注1)  「取得(予定)価格」とは、保有資産又は取得予定資産に係る各不動産売買契約又は信託受益権売買契約書に記載された各不

動産又は不動産信託受益権の売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含みません。）を、百万円未

満を切り捨てて記載しています。以下同じです。 
(注2)  「鑑定評価額」とは、保有資産については2019年6月30日、取得予定資産については2019年11月30日を価格時点とする各不

動産鑑定評価書に記載された鑑定評価額をいいます。以下同じです。 
(注3)  「含み益率」とは、当該時点の含み益を帳簿価額の総額で除した比率をいいます。また「含み益」とは、各取得予定資産に

係る2019年11月30日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載された不動産鑑定評価額の合計額から、取得予定価格の合計

額を控除したものをいいます。必ずこの含み益が実現されることが保証されているわけではないことにご留意ください。 
(注4)  「平均築年数」とは、2019年11月30日現在の築年数を取得価格に基づいて加重平均して算出しています。また、1つの物件

において本投資法人が保有している建物が複数存在する場合、延床面積が最大の建物の築年数を、当該建物の築年数として

計算しています。以下同じです。 
(注5)  「（平均）鑑定NOI利回り」とは、不動産鑑定評価書に記載された直接還元法における運営純収益（以下「鑑定NOI」といい

ます。）（の合計）の、取得（予定）価格（の合計）に対する比率をいいます。また、「償却後（平均）鑑定NOI利回り」

とは、鑑定NOIからそれぞれの資産に係る減価償却費の実績値又は見込額を控除した金額（の合計）の、各時点における取

得（予定）価格（の合計）に対する比率をいいます。かかる数値は、いずれも本資産運用会社が算出したものであり、不動
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産鑑定評価書に記載されている数値ではありません。償却後（平均）鑑定NOI利回り算出の前提となる減価償却費の見込額

も本資産運用会社が算出したものです。以下同じです。 

 

本募集後、本投資法人が保有することになる資産の物件数は31物件、取得（予定）価格合計は

29,955百万円、鑑定評価額合計は35,003百万円、平均築年数は13.5年となる見込みです(注1)(注

2)。また、平均鑑定NOI利回りは6.5%、平均償却後鑑定NOI利回りは4.9%をそれぞれ達成する見込み

であり、「高い収益性」を有することに加え、物件を適切に選別することによって、平均稼働率

(注3)(注4)は98.8%を達成する見込みです。 

また、取得予定資産の取得に伴い、本募集後における本投資法人のポートフォリオの全国分散は

より一層進展することとなります。具体的には、2019年6月期末の時点で本投資法人の保有資産が

最も多く存していた九州エリアの投資比率（取得（予定）価格ベース）については、2019年6月期

末の39.6％から、本募集によって33.3％まで減少する見込みである一方、北海道・東北エリア、近

畿エリア、甲信越・北陸・関東（東京圏を除く）エリア及び東京圏エリアにおける投資比率はいず

れも上昇する見込みです。このような全国分散を図った総合型ポートフォリオの構築により、安定

したキャッシュフローの創出が図られるものと本投資法人は考えています。 

本投資法人は、スポンサー及び全国各地に位置するサポート会社からの物件情報取得機会を活か

し、今後も高い収益性と安定したキャッシュフローを両立させた物件取得を目指します。 

 

 

(注1)  本募集後の各数値は、一定の仮定の下、既存ポートフォリオに係る第6期末又は2019年11月末日時点の数値と取得予定資産

に係る数値から算出したものであり、実際の数値と一致するとは限りません。以下同じです。 
(注2)  本投資法人は、保有資産であるセブンイレブン甲府相生１丁目店（底地）を2019年12月27日付で譲渡しており、上記の本募

集後の数値は、同物件の譲渡を踏まえた数値を記載しています。以下同じです。 
(注3)  「平均稼働率」とは、2019年11月末日の稼働率（総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合）をいいます。各物件の

「総賃貸可能面積」及び「総賃貸面積」の定義については、後記「2 取得予定資産取得後のポートフォリオの状況 (1) 

取得予定資産の概要 ② 本募集後の本投資法人のポートフォリオ一覧」をご参照ください。以下同じです。 
(注4)  取得予定資産のうち、アルティザ淡路駅東については、2019年10月に竣工しており、本書の日付現在未だ竣工後のリースア

ップ中です（2019年11月末時点の稼働率は14.3％）。アルティザ淡路駅東については、2020年1月21日から同年6月末日まで
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の間、当該物件の信託受託者とマリモとの間で、マリモがエンドテナントから受領する賃料に関わらず満室時の想定賃料収

入の95％相当の賃料をマリモが信託受託者に対して支払うこと等を内容とする賃料固定型マスターリース契約を締結する予

定であることから、本物件については稼働率を95％とみなして「取得予定資産の平均稼働率」及び「本募集後の平均稼働

率」を算定しています。以下アルティザ淡路駅東を含む平均稼働率の数値について同じです。なお、当該マスターリース契

約の詳細については、後記「3 取得予定資産の個別不動産の概要」に記載されている本物件の「特定資産の概要」や、「賃

貸借の概要」の注記をご参照ください。 

 

 

(注1)  各比率は、取得（予定）価格を基準に算出し、少数第2位を四捨五入して記載しています。したがって、比率の合計が全体

の合計と一致しない場合があります。 
(注2)  「東北」とは、青森県、岩手県、秋田県、宮城県、福島県及び山形県を指します。 

「関東（東京圏を除きます。）」とは、茨城県、栃木県及び群馬県を指します。 
「東京圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県を指します。 

「甲信越」とは、山梨県、長野県及び新潟県を指します。 
「北陸」とは、富山県、石川県及び福井県を指します。 
「東海」とは、静岡県、愛知県、岐阜県及び三重県を指します。 
「近畿」とは、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県及び兵庫県を指します。 
「中国」とは、岡山県、広島県、山口県、鳥取県及び島根県を指します。 
「四国」とは、香川県、高知県、徳島県及び愛媛県を指します。 
「九州」とは、福岡県、大分県、宮崎県、鹿児島県、熊本県、長崎県及び佐賀県を指します。 
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＜取得予定資産マップ＞ 

 

 

(注)  「物件番号」は、本投資法人の保有資産及び取得予定資産について、「投資対象」及び「地域別投資比率」の分類を組み合

わせて物件ごとに番号を付したものであり、「投資対象」については、Rはレジデンス、Cは商業施設、Hはホテル、Oはオフ

ィスを表し、pは地方、tは東京圏を表します。なお、複数の用途を有する複合施設の場合、満室稼働想定時の賃料収入割合

が最も高い施設に帰属させて投資対象を記載しています。以下同じです。 

 

また、上記のような全国分散を図った総合型ポートフォリオは、キャッシュフローの創出という

観点のみならず、災害リスクの軽減という観点からも、より安定性を高める効果を有するものと本

投資法人は考えています。本投資法人による全国分散を図ったポートフォリオの構築により、ポー

トフォリオPML値(注)は1.3％となっており、他REITと比較して低い水準を維持しています。 
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(注1)  「PML値」とは、地震による予想最大損失率をいいます。PMLには個々の建築物に関するものと、ポートフォリオに関するも

のがあります。PMLについての統一的な定義はありませんが、本書においては、「PML」とは想定した予定使用期間（50年＝

一般的建物の耐用年数）中に、想定される最大規模の地震（475年に一度起こる大地震＝50年間に起こる可能性が10％の大

地震）によりどの程度の被害を被るかを、損害の予想復旧費用の再調達価格に対する比率（％）で示したものをいいます。

なお、PML値と地震PML値は同義です。各物件の「PML値」及び「ポートフォリオPML値」の詳細については、後記「2 取得予

定資産取得後のポートフォリオの状況 ⑥ 地震リスク分析等の概要」をご参照ください。 
(注2)  「J-REIT全体単純平均」は、本投資法人以外は、2019年12月23日時点の各上場不動産投資法人が公表する直近資料に基づき

算出しています。公表資料にポートフォリオPML値の記載がない上場不動産投資法人については除外して計算しています。

本投資法人以外の各投資法人の個別のPML値についても同様です。 
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(3) オファリング・ハイライト 

本投資法人は、マリモからのスポンサーサポートを活用した外部成長を企図して本募集を行い

ます。本募集の効果及び今後の目標は以下のとおりです。 

 

① 上場以降の投資口価格の推移 

本投資法人の投資口価格は、2016年7月29日の上場以降、騰落はあるものの順調に上昇を続

けており、上場時に81,500円であった投資口価格は、2019年6月期末の時点で117,000円（上場

時対比43.6％増）、2019年11月末の時点で133,800円（上場時対比64.2％増）を記録していま

す。2019年6月期末の時点における1口当たりNAV(注1)は125,547円であり、また本募集後の1口

当たりNAV(注2)は128,993円となる見込みであるところ、上記2019年11月末の時点における投

資口価格133,800円は、これらをいずれも上回る水準となっています。この間、東証REIT指数

も騰落はあるものの上昇傾向にはありましたが、総じて本投資法人の投資口価格の上昇は東証

REIT指数の上昇を上回っていると評価することができます。このような順調な投資口価格の推

移は、上場後初となる前回の公募増資（以下「第1回公募増資」又は「第1回PO」ということが

あります。）をはじめとするこれまで行ってきた本投資法人による投資主価値のための様々な

取組みが、市場において十分に評価された結果であるものと、本投資法人は考えています。 

本投資法人は、今後も投資主価値向上のための取組みを引き続き実施していくことを通じ

て、保有資産の高い収益性と安定性に裏付けされた、投資口価格の堅調な上昇の実現を目指し

ます。 

 

 

 

(注1)  各期末時点の「１口当たりNAV」は、以下の計算式により求めています。以下同じです。 
各期末時点の１口当たりNAV＝（当該期末時点の貸借対照表上の出資総額＋当該期末時点の保有資産の鑑定評価額合計－当

該期末時点の保有資産の期末帳簿価額合計－当該期末時点の分配金総額）÷当該期末時点の本投資法人の発行済投資口の総

口数 
(注2)  「本募集後の1口当たりNAV」は、以下の計算式により求めています。以下同じです。 

本募集後の１口当たりNAV＝（第6期（2019年6月期）末時点の貸借対照表上の出資総額＋本募集による発行価額の総見込額*

＋第6期（2019年6月期）末時点の保有資産の鑑定評価額**合計－セブンイレブン甲府相生１丁目店（底地）の鑑定評価額－

第6期（2019年6月期）末時点の保有資産の期末帳簿価額合計－第6期（2019年6月期）末時点のセブンイレブン甲府相生１丁

目店（底地）の期末帳簿価額＋取得予定資産の鑑定評価額**合計－取得予定資産の取得予定価格合計－第6期（2019年6月

期）末時点の分配金総額)÷本募集後の本投資法人の発行済投資口の総口数*** 
*   本募集による発行価額の総見込額として2,397,000,000円を見込んでいます。かかる見込額は、2019年12月13日

（金）現在の東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値（129,100円）を基準として、発行価額を本投資口１口当

たり117,906円と仮定して算出したものです。また、本第三者割当における募集投資口数の全部についてＳＭＢＣ日興証券

株式会社により申込みがなされ、かつ、払込みがなされることを前提としています。したがって、本募集における実際の発
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行価額が前記仮定額よりも低額となった場合には、本募集による発行価額の総額は前記金額よりも減少することとなり、実

際の取得予定資産取得後の１口当たりNAVは上記よりも低くなる可能性があります。逆に、実際の発行価額が前記仮定額よ

りも高額となった場合には、本募集による発行価額の総額が前記金額よりも増加し、実際の取得予定資産取得後の１口当た

りNAVは上記よりも高くなる可能性があります。 
**  各保有資産及び各取得予定資産に係る不動産鑑定評価については、大和不動産鑑定株式会社、日本ヴァリュアーズ株

式会社、一般財団法人日本不動産研究所及び株式会社谷澤総合鑑定所に委託しており、「鑑定評価額」は、保有資産につい

ては、2019年6月末日を価格時点、取得予定資産については、2019年11月末日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載

された不動産鑑定評価額に基づき算出しています。以下同じです。 
***  本第三者割当における募集投資口数の全部についてＳＭＢＣ日興証券株式会社により申込みがなされ、かつ、払込み

がなされることを前提としています。 
本募集後の１口当たりNAVは、上記の仮定の下に算出した本書の日付現在における見込値であり、実際の本募集後の１口当

たりNAVと一致するとは限りません。 
また、本投資法人は、保有資産であるセブンイレブン甲府相生１丁目店（底地）を2019年12月27日付で譲渡しており、上記

の本募集後の1口当たりNAVは、同物件の譲渡を踏まえた数値を記載しています。 
(注3)  上場日である2016年7月29日から2019年11月29日までの推移です。 
(注4)  2016年7月29日の東京証券取引所における東証REIT指数の終値を基準として、その終値がグラフ上本投資法人の上場時の投

資口価格81,500円と同値であるように調整した上で、その推移を表示したものです。 

 

② 着実な資産規模(注1)成長 

本投資法人の資産規模は、第1回公募増資の行われた2018年6月期末においては24,525百万円

でしたが、2019年6月期において取得したアルティザ東島田に加え、本募集により取得予定資

産6物件を取得することで、本募集後には、31物件に拡大し、不動産信託受益権の取得価格合

計は、29,955百万円となる予定です(注2)。 

 

(注1)  「資産規模」とは、別途注記する場合を除き、各時点の本投資法人の保有に係る各資産の取得（予定）価格の合計額をいい

ます。以下同じです。 
(注2)  本投資法人は、保有資産であるセブンイレブン甲府相生１丁目店（底地）を2019年12月27日付で譲渡しており、上記の物件

数及び取得価格合計は、同物件の譲渡を踏まえた数値を記載しています。 
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＜本募集の効果及び今後の目標＞ 

 

 

(注)  本投資法人は、保有資産であるセブンイレブン甲府相生１丁目店（底地）を2019年12月27日付で譲渡しており、上記の本募

集後の資産規模は、同物件の譲渡を踏まえた数値を記載しています。 

 

③ 1口当たり分配金及びNAVの向上 

本投資法人の1口当たり分配金は、2016年12月期から2019年6月期まで着実に推移していま

す。2019年6月期における1口当たり分配金は3,494円、うち利益超過分配金は499円となってい

ます。また、本投資法人の1口当たりNAVも、2016年12月期以降着実に成長を続けており、2019

年6月期においては125,547円となり、さらに本募集後においては128,993円となることが見込

まれています。上記の通り、本投資法人は、上場以降、1口当たり分配金及び1口当たりNAVを

着実に伸ばしており、かつ本募集により、さらなる成長を目指します。 

本投資法人の1口当たり分配金及び1口当たりNAVの推移は以下のとおりです。 
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(4) 地方への投資を取り巻く事業環境（「地方の創生」をめぐる現状認識）-政府が掲げる地方創

生の推進に係る長期ビジョン 

まち・ひと・しごと創生法に基づき策定された創生総合戦略においては、政府目標として「人

口減少問題の克服」及び「成長力の確保」が掲げられています。「人口減少問題の克服」の具体

的な内容として「人口減少の歯止め」及び「東京一極集中の是正」が掲げられており、達成のた

めの基本目標として、「好循環を支えるまちの活性化」及び「「しごと」と「ひと」の好循環作

り」が定められています。この基本目標の達成のため、2017年3月27日に成立した2017年度一般会

計予算においては、地方創生推進交付金、地方創生基盤整備事業推進費等が計上され、政府によ

る重点的な支援が実施されていると考えられます。 

本投資法人は、政府の掲げる基本目標である「好循環を支える、まちの活性化」に対して不動

産開発ノウハウを有するマリモからのサポートを活かし、地方都市等において開発された不動産

に投資を行うことで、政府の掲げる「地方都市における経済・生活圏の形成」の一助となる取組

みを行うことができると考えています。また、マリモのバリューアップノウハウ及びリビタの不

動産再生ノウハウを活かして、バリューアップ又は再生が実施された不動産に投資を行うこと

で、「既存ストックのマネジメント(注)強化」の一助となる取組みを行うことができると考えて

います。 

(注)  「既存ストックのマネジメント」とは、既存の建築物（ストック）を有効に活用し、長寿命化を図る体系的な手法のことを

いいます。以下同じです。 

 

 

(注)   2017年度一般会計予算に基づきます。 

 

(5) ポートフォリオ構築方針 

本投資法人は、基本理念である「地方の創生」への貢献を実現するため、地方の不動産マーケ

ットに関する多彩なノウハウを有するスポンサーであるマリモからのサポートを活かし、主とし

て地方に所在するレジデンス及び商業施設を中心としたポートフォリオを構築し、ホテル、オフ

ィス及び駐車場へ総合的に投資します。 

また、本投資法人は、各地方の特性に応じた総合型収益不動産への投資を通じて、東京一極集

中の是正を目指した「まちの活性化」、「地域経済の活性化」及び「雇用の創出」を実現し、

「地方から日本を強くしていく」という基本理念の実現を目指します。そのため、本投資法人

は、主として地方に所在する物件に投資を行います。一方、地方に所在する物件については、収
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益性が高いものであっても、不動産売買市場への参加者が限定される傾向にあることから、市況

が悪化した際等には、相対的に流動性が低くなる場合があるため、例えば投資すべき物件がある

等の理由により資産入替えを行おうとした場合等に、本投資法人が希望する価格で売却できない

ことも想定されます（詳細は、後記「4 投資リスク (1) リスク要因 ② 本投資法人の運用方針

に関するリスク (ヘ) 投資対象を主として地方物件としていることによるリスク」をご参照くだ

さい。）。また、地方に所在する物件に限定せずに資産規模を拡大することで、スケールメリッ

トを活かした資産運用を行うことができると本投資法人は考えています。これらの背景から、本

投資法人は東京圏に所在する不動産にも投資を行います。 

地方を中心とした総合型ポートフォリオを構築することにより、本投資法人は、「相対的に高

い利回り」かつ「安定的な収益」の確保と全国分散及び用途分散を図った運用資産の確実な成長

を志向し、これによる投資主価値の中長期にわたる向上を目指します。 

本投資法人による総合型収益不動産への投資は、投資資金の地域社会への還流を通じて、当該

物件の所在するまち自体の魅力が向上することにより、人々がそこに集うようになり、様々な経

済活動が促進され、地域活性化に繋がる効果が期待されます。本投資法人が考える「地方におい

て魅力的なレジデンス、商業施設、ホテル、オフィス及び駐車場に投資し、地域社会へ貢献する

ことにより、人が動き、経済が動き、都市そのものが動きだし、地域活性化に繋がる」とはこの

ような意味を有しています。 
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(イ) 地域別投資比率（取得価格ベース） 

地方（東京圏を除いた全国の地域）： 70％以上 

地方を地方都市とその他地域に区分します。「地方都市」とは、東京圏を除いた原則とし

て人口20万人以上の都市をいい、「その他地域」とは、地方都市及び東京圏を除いた全国の

地域をいいます。 

なお、本投資法人は、レジデンスについては地方都市に所在する不動産を中心に、商業施

設については地方に所在する不動産を中心に投資し、東京圏に所在する不動産にも投資しま

す。ホテル及び駐車場については地方に所在する不動産に、オフィスについては地方都市に

所在する不動産に投資します。 

 

東京圏（東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県）： 30％以下 

 

投資 

比率 
投資エリア区分 

用途(注1) 
 
レ 

ジ 

デ 

ン 

ス 

 
商 

業 

施 

設 

 
ホ 

テ 

ル 

 
オ 

フ 

ィ 

ス 

 
駐 

車 

場 

70％ 

以上 

地方 地方都市 東京圏を除いた原則として人口20

万人以上の都市(注2) 
● ● ● ● ● 

その他地

域 

地方都市及び東京圏を除いた全国

の地域 
  ● ●   ● 

30％ 

以下 

東京圏 東京都 

神奈川県 

千葉県 

埼玉県 

● ●      

(注1)  1棟の建物に複数の用途が存する場合、各用途における面積の比率が最も高いものを当該建物の用途とします。 

(注2)  人口20万人に満たない都市であっても、これに準ずる人口を有する都市については、産業の状況や人口動態その他の諸

般の事情を考慮し、地方都市として取り扱うことができるものとします。 

 

運用期間 

本投資法人は、原則として、中長期保有を目的として物件を取得し、短期売買目的の物件

の取得は行いません。売却を検討する場合は、市場状況を勘案し、ポートフォリオ全体に与

える影響等を考慮し、総合的に判断します。ただし、投資物件について以下に該当する事象

が発生した場合には、当該物件の短期売却を検討及び実施することがあります。 

a. 平均的な実勢価格を超える購入価格を提示する購入希望先が現れた場合等、売却を行うこ

とが本投資法人の収益獲得に寄与する場合 

b. 経済情勢の著しい変化又は災害等による建物の毀損、劣化等により、当初想定した賃貸事

業収支の確保が困難となり、追加的な措置によっても回復の見込みがないと判断される場

合 

c. 本投資法人のポートフォリオ構築上、売却を行うことが投資法人の中長期的な戦略から見

て適切であると判断される場合 

 

(ロ) 投資対象 

本投資法人は、マリモの多彩なノウハウの活用が特に期待でき、収益も相対的に安定して

いると考えられるレジデンスと、まちの活性化につながるとともに、マリモの市街地再開発

事業による取得機会を期待することができる商業施設を中心としたポートフォリオを構築し

つつ、異なる収益特性を有する資産の組み合わせによるリスク分散を図ることを目的に、ホ

テル、オフィス及び駐車場へも投資します。 

具体的には、本投資法人は、以下のとおり、レジデンス、商業施設、ホテル、オフィス及

び駐車場という各用途の物件について、共通及び用途ごとの個別の投資基準及び投資対象に

基づき、総合型収益不動産に投資します。 
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投資基準（共通） 

立地 用途、地域、規模ごとの特性に応じた地域分析や個別分析を行い、こ

れらを総合的に勘案して投資判断を行います。 

構造 

 

 

 

主要部分(注1)が鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄骨

造又はこれらの構造に類する物件とします。なお、借地権が設定され

た土地（底地）を取得する場合の、当該土地上の建物については、本

基準を適用しません。以下、投資基準のうち建物に関するものについ

て全て同様とします。 

耐震性 

 

 

 

 

 

 

 

原則として、新耐震基準(注2)に基づく建築物に相当する耐震性を有し

ている物件を投資対象とします。1981年6月に改正される以前の耐震基

準（いわゆる「旧耐震基準」をいいます。）により設計及び施工され

た物件については、第三者専門機関による耐震性能基準等に基づき、

新耐震基準により設計された建物と同等水準以上の耐震性能を有して

いるものと確認できたもの、又は取得までに耐震補強工事を完了して

いる物件のみ投資することができます。取得時において、1物件あたり

PML値が15％以上の物件がある場合には、原則としてその物件について

個別に地震保険を付保することで投資することができます。 

遵法性 都市計画法（昭和43年法律第100号。その後の改正を含みます。）（以

下「都市計画法」といいます。）、建築基準法（昭和25年法律第201

号。その後の改正を含みます。）（以下「建築基準法」といいま

す。）、関連する諸法令を遵守している物件、又は取得までに遵守す

ることが確定していることを原則とします。ただし、既存不適格物件

(注3)については投資を行うことができるものとします。 

環境・地質 

 

専門業者が作成したエンジニアリング・レポート、地歴調査報告書等

において、有害物質等が内在する可能性が低く、又は内在しているが

当該有害物質に関連する全ての法令に基づき、適法に保管あるいは処

理等がなされている等により、当該有害物質等が内在していることが

運用上の障害となる可能性が低いと判断された物件とします。 

稼働率 原則として、安定稼働している物件とし、具体的には本投資法人の取

得判断の時点において稼働率が80％以上の物件とします。ただし、稼

働率が80％を下回る場合においても、本投資法人の取得以後、80％に

達する可能性が十分に高いと判断される場合には、例外的に取得でき

るものとします。なお、この場合、その達成までに3か月以上要すると

判断した場合には、スポンサーであるマリモへ賃料固定型マスターリ

ース契約の締結を依頼し、導入するものとします。 

テナント ・テナントの属性、信用力、業種、使用目的、賃貸借契約の条件、入

替えの可能性等を総合的に勘案した上で、投資します。 

・特定のエンドテナントからの賃料収入が、本投資法人のポートフォ

リオ全体の賃料収入に占める比率（6月末及び12月末の契約賃料をベ

ースとします。）は、25％を上限とします。 
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権利関係 土地及び建物を取得する場合には、原則として、敷地を含め一棟の建

物全体に係る独立した所有権が取得できる物件を投資対象とします。

また、借地権が設定された土地（底地）を取得する場合には、原則と

して、事業用定期借地権設定契約又は一般定期借地権設定契約が締結

されており、借地権者の属性や賃料負担能力が十分と判断できるとと

もに、借地期間満了後の収益確保が見込めると判断した物件を投資対

象とします。 

ただし、以下の形態の物件についても、各々の定める検証を行った上

で、投資対象とすることがあります。 

＜共有物件＞ 

・管理運営（賃貸・改良行為等を含みます。以下同じです。）の自由

度を確保するため、取得する共有持分割合が50％超であることを原

則としますが、他の共有者の属性や信用力、物件の特性等を総合的

に考慮し、個別に投資判断を行います。 

・処分の自由度を確保するため、共有者間協定等による共有者間の優

先買取権や譲渡制限等の有無、内容等を確認します。 

・収益の安定性を確保するため、他の共有者の属性や信用力を十分確

認の上、仕組み上の手当て（共有物不分割特約の締結、登記の具備

や敷地の相互利用に関する取決めを含みますが、これらに限りませ

ん。）を講じます。 

＜区分所有建物及びその敷地＞ 

・管理運営の自由度を確保するため、1区分所有権あたりの延床面積が

200坪以上であることを原則としますが、他の区分所有者の属性や信

用力、物件の特性等を総合的に考慮し、個別に投資判断を行いま

す。 

・処分の自由度を確保するため、管理規約等による区分所有者間の優

先買取権や譲渡制限等の有無、内容等を確認します。 

・収益の安定性を確保するため、管理組合の運営状況（積立金、負債

比率、付保状況等）を確認し、必要に応じて独自の手当て（本投資

法人内の積立額増額、管理組合とは別途の共用部付保や敷地権の登

記の具備を含みますが、これらに限りません。）を講じます。 
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権利関係 ＜借地権付建物＞ 

・原則として、旧借地法（大正10年法律第49号。その後の改正を含み

ます。以下「旧借地法」といいます。）又は借地借家法（平成3年法

律第90号。その後の改正を含みます。）（以下「借地借家法」とい

います。）に基づく借地権を対象とします。 

・底地権者の属性を慎重に検討し、地代の改定、借地契約更新時の更

新料、建替え時の承諾料又は売却の際の承諾料等が収益性に与える

影響を考慮の上、投資判断を行います。 

＜借地権が設定された土地（底地）＞ 

・原則として、借地借家法第22条に定める定期借地権又は同法第23条

に定める事業用定期借地権の設定されている土地のみを投資対象と

します。 

・借地権者の属性や賃料負担能力の有無等を慎重に検討し、借地契約

期間満了後の収益確保の見通しも踏まえて総合的に投資判断を行い

ます。 

＜境界確定が未了の物件＞ 

・隣接地との境界確認が未了の物件については、隣接地の所有者との

協議状況その他の従前の経緯、当該土地及び隣接地の所有者等を含

む土地の利用状況、将来の紛争可能性、その他境界確認が未了であ

ることに起因して当該建物に対する遵法性の観点等から考え得る検

証を行い、これらの影響等について総合的に勘案し、運営への影

響、リスクの程度を検証した上で適切と認める場合には、投資対象

とします。 

＜用益権が設定されている物件及び越境物が存在する物件＞ 

・第三者による地上権又は地役権等の用益権が設定されている不動産

については、その内容や相手方を確認し、投資対象資産の収益性や

権利の安定性に与える影響を考慮した上で投資判断を行います。 

・隣接地からの越境物が存在する物件、又は隣接地への越境物が存在

する物件については、越境物の内容や所有者の属性、経緯、覚書締

結の有無等を確認し、投資物件の収益性や権利の安定性に与える影

響を考慮した上で投資判断を行います。 

現物不動産と信託

受益権の選択 

 

投資物件の取得にあたり、現物不動産の形態で取得するか、信託設定

を行った上で信託受益権の形態で取得するかは、現所有者の意向、取

得時の流通コスト、取得後の管理コスト等を総合的に勘案して判断し

ます。 

最低投資額 

 

・レジデンス及びホテルについては、1物件あたり3億円（取得価格ベ

ース）とします。 

・商業施設及び駐車場については、1物件あたり2億円（取得価格ベー

ス）とします。 

・オフィスについては、1物件あたり5億円（取得価格ベース）としま

す。 

ただし、持分の追加取得や隣地買増し等の場合には、これらの基準は

適用しません。 

最高投資額 1物件取得後の取得価格総額に対する当該物件の取得価格の比率は、

25％を上限とします。 
 

(注1)  「主要部分」とは、投資対象の延床面積合計において80％以上の延床面積を占めている部分をいいます。 

(注2)  「新耐震基準」とは、建築基準法施行令の一部を改正する政令（昭和55年政令第196号）による改正（1981年施行）後の

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。その後の改正を含みます。）に基づく構造基準をいいます。以下同じです。 

(注3)  「既存不適格物件」とは、建築基準法第3条第2項の規定により、建築物の一部又は全部につき建築基準法令の一部又は

全部の規定の適用を受けない建築物をいいます。 
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a. レジデンス 

i.  投資エリア 

地方都市を中心に、東京圏にも投資します。 

 

ii.  投資基準 

景気に左右されずに比較的安定した賃貸需要及び賃料水準が見込め、稼働率の安定性

を望むことができ、かつ立地条件やエリアに見合った建物スペック、賃料設定に鑑み

て、近隣競合物件との比較において競争力が維持できる物件に投資します。 

 

iii.  投資対象 

本投資法人は、以下のシングルタイプからファミリータイプまで幅広いレジデンスに

投資します(注1)。 

住戸タイプ 
主たるテナント対象 

1戸当たりの専有面積 
立地 

シングル 単身世帯 

35㎡未満 

最寄駅（主要なバス停(注2)を

含みます。以下同じです。）か

らの距離が徒歩10分以内を目途

とします。ただし、大学等の教

育施設への通学圏内等（自転車

で10分以内(注3)）で安定的な

稼働が確保できると見込まれる

立地はこれに限られません。 

コンパクト 2人程度の世帯 

35㎡以上50㎡未満 

最寄駅（主要なバス停を含みま

す。）からの距離が徒歩15分以

内を目途とします。ただし、住

環境が良く、近隣にスーパーマ

ーケット等の地域貢献型商業施

設が所在するなど、生活利便性

の高い地域と見込まれる立地は

これに限られません。 

ファミリー 3人以上の世帯 

50㎡以上 

(注1)  1戸当たりの専有面積に関して、35㎡未満、35㎡以上50㎡未満、50㎡以上の3つのレンジのうち、該当する戸数が最も多いレ

ンジによって物件の住戸タイプを決定するものとします。 
(注2)  「主要なバス停」とは、終日にわたり定期的にバスが運行され、日常的に通勤・通学に利用されているバス停をいいます。

以下同じです。 
(注3)  自転車での所要時間は、分速250mの速さで移動した場合の時間（単位未満切上げ）で算出します。 
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b. 商業施設 

i.  投資エリア 

地方を中心に、東京圏にも投資します。 

 

ii.  投資基準 

(a) 商圏分析によって評価された立地の物件について投資します。 

 

(b) 地域貢献性（日常生活に必要な施設であり、地域住民の利便性に資するものであるこ

と）のほか、運用安定性及び資産性が望める物件に、立地条件、視認性、周辺競合状

況等を鑑みて投資します。 

 

(c) 主要テナントにおいては、原則として固定賃料での賃貸借契約に基づく安定した収益

が見込め、地域住民の生活利便に繋がっている物件や、地域の生活に密着し、安定し

た購買需要が見込める物件に投資します。 

 

iii.  投資対象 

本投資法人は、シングルテナント及び複数テナントの幅広い商業施設に投資します。 

地域貢献型商業施設 

スペシャリティストア 

（SS） 

ネイバーフッドショッピング 

センター（NSC） 

リージョナルショッピング 

センター（RSC） 

・スーパーマーケット 

・ドラッグストア 

・コンビニエンスストア 

・スポーツクラブ等の各種専門

店を有する商業施設 

・家電量販店等の専門店 

・複数の各種専門店を有す

る中規模ショッピングセ

ンター 

・多数の専門店（一般的に

は100テナント以上）を

有する大規模ショッピン

グセンター 

商圏分析による立地 

1km商圏において商圏人口1万人

以上の人口集積度の高い立地 

5km商圏において商圏人口5

万人以上の人口集積度の高

い立地 

10km商圏において商圏人口

20万人以上の人口集積度の

高い立地 

 

iv.  ロードサイド型商業施設の選定ポイント 

本投資法人は、投資対象のうち、ロードサイド型商業施設(注)の選定にあたっては①

駐車場台数、②幹線道路沿いの立地・交通量、及び③Eコマースへの耐性という三点を

ポイントとし、これによりキャッシュフローの安定性を実現することを企図します。

上記のポイントは、地方の大半は車社会であり、会社帰りに車で買い物をしたり、週

末は家族とともに車で行楽地に出かけたり、買い物を楽しむ傾向にあるという、本投

資法人の推測に基づいて設定されています。 

(注) 「ロードサイド型商業施設」とは、主要な道路等の沿線に立地し、駐車場を備えた独立した店舗による単体及び複合商

業施設をいいます。 
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c. ホテル 

i.  投資エリア 

地方に投資します。 

 

ii.  投資基準 

(a) 駅前、空港、観光地、ビジネス街、繁華街、ターミナル駅等の交通の要所付近等の宿

泊需要が見込める立地の物件に投資します。 

 

(b) オペレーターの信用力及び運営状況を鑑みて、長期かつ固定賃料若しくは変動賃料

(注)での賃貸借契約に基づく安定した収益を確保できる物件に投資します。 

(注) 変動賃料部分は、原則として総賃料の30％を上限に設定できるものとします。かかる変動賃料は、取得の決定又は賃貸

借契約の締結の直近1年間の売上高又はGOP（売上高営業粗利益（Gross Operating Profit）を意味し、原則として、ホ

テルの売上高から、ホテル運営経費を控除した残額をいいます。以下同じです。）等を基に算出した額とします。ただ

し、稼働1年未満の物件は、想定売上高又は想定GOP等を基に算出した額とします。 

 

(c) 景気下降局面においても相対的に安定的な収益力を確保することが可能な宿泊特化型

ホテルに優先的に投資しますが、ホテル用不動産等の分散を図るため、収益の安定性

に加え、当該ホテルのブランドについて高い認知度があることによる成長を期待する

ことが可能なフルサービスホテルにも投資します。 

 

iii.  投資対象 

本投資法人は、以下の2つのタイプのホテルに投資します。 

タイプ 定義 

宿泊特化型ホテル 

（シェア型複合ホテル(注)を含みます。） 

駅前・空港・観光地・ビジネス街・繁華街等

の集客エリア、ターミナル駅等の交通の要所

付近等に位置した宿泊に特化したホテル（時

間貸しスペースも備えたホテルも含みま

す。） 

フルサービスホテル 駅前・空港・観光地・ビジネス街・繁華街等

の集客エリア、地方都市及び市街地郊外に位

置し、宿泊施設に加え、レストランなどの料

飲施設・設備、宴会・会議場等の付帯設備を

備えたホテル 

(注)  「シェア型複合ホテル」とは、ホテルの空間や設備だけでなくホテルを利用する多様な人々のアイデアや知識、ライフスタ

イルや価値観をシェアする場を提供するホテルをいいます。以下同じです。 
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d. オフィス 

i.  投資エリア 

地方都市に投資します。 

 

ii.  投資基準 

本投資法人は下記の(a)から(c)の全てを満たすオフィスに投資します。 

(a) 最寄駅から徒歩5分以内の立地、又はビジネス街に位置する立地 

 

(b) 企業集積度が高く、底堅いテナント需要があり、一定の流動性を有する物件 

 

(c) Bクラス以上の物件（延床面積が500坪以上かつ基準階（2階以上の階で当該建物のうち

標準的なフロア）専有面積が50坪以上を指します。） 

 

タイプ 
（地方都市） 

延床面積 基準階専有面積 

Aクラス 2,000坪以上 150坪以上 

Bクラス 500坪以上2,000坪未満 50坪以上150坪未満 

 

e. 駐車場 

i.  投資エリア 

地方に投資します。 

 

ii.  投資基準 

(a) 駅前、ビジネス街、繁華街に位置する立地の物件に投資します。 

 

(b) オペレーターの信用力及び運営状況を鑑みて、中長期にわたり安定した収益を確保で

き、底堅い需要が見込める物件に投資します。 

 

f. 底地 

底地は、底地上の建物の用途に応じて上記のa.からe.までの分類をすることとします。底

地への投資に際しては、土地賃貸借契約の内容や、テナント属性、土地としての資産価値、

ポートフォリオ全体に占める底地の割合(注)に留意して投資します。 

(注)  底地の割合については、ポートフォリオ全体の資産規模に対し15％を上限とします。 
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(6) スポンサーの概要 

本投資法人は、本投資法人の掲げる地方創生を実現するため、不動産開発及びバリューアップ

の分野で専門的な機能やノウハウを有するスポンサーの強みを積極的に活用することで、成長戦

略の実現を図ります。 

 

本投資法人のスポンサーであるマリモの概要及び強みは、以下のとおりです。 

 

マリモは、設計事務所をルーツに持つ企業です。1990年に自社分譲マンションの販売を開始し

て以来、全国各地の地方主要都市を中心に事業を展開し、地方の不動産マーケット環境、エリア

特性、地域の社会・経済的状況、テナントのニーズ及び属性、訴求力のある物件の仕様・設備、

適切な賃料水準等に関する知識、経験を蓄積してきました。2008年のリーマンショック、2011年

の東日本大震災など、近年は国内外の景気を揺さぶるトピックが多々あり、不動産業界全体は低

迷を余儀なくされました。近年では、不動産開発・分譲マンション事業を中心とした国内での不

動産関連事業に加えて、海外での事業展開も積極的に行っています。 

 

a. マリモの概要 

社名 株式会社マリモ 

代表 代表取締役 社長執行役員 深川 真 

本社所在地 広島県広島市西区庚午北一丁目17番23号 

設立 1969年3月27日 

展開エリア 日本、中国、マレーシア等 

売上高（単体） 415億円（2019年7月末現在） 

支店・営業所 東京、甲信越、中部、関西、九州 

認定事項 一級建築士事務所 広島県知事15（1）第3489号 

宅地建物取引業 国土交通大臣（4）第6032号 

金融商品取引業 中国財務局長（金商）第47号 

資本金 1億円（2019年7月末日現在） 

従業員数 229名（2019年7月末日現在） 

事業内容（子会社の事業内

容を含みます。） 

分譲住宅の企画・開発・設計・監理・販売業務、不動産

流動化事業、海外マンション分譲事業 

分譲マンション開発実績 

（2019年6月末日現在） 

全国44都道府県 

395棟 25,610戸 

 

b. マリモの沿革 

1969年3月 株式会社アイ建築設計工務所（現 株式会社マリモ）を広島市に設立 

1990年10月 自社分譲マンション1棟目「グランドール鳥栖」竣工 

2009年1月 再生マンションプロジェクト（買取再販事業）開始 

2009年8月 中国上海市に現地法人設立 

2010年4月 市街地再開発事業 第1号になる「けやき大通り第一種市街地再開発事

業」（和歌山市）参画 

2014年1月 収益不動産プロデュース事業本格化 

2014年3月 国内賃貸マンション事業開始 

2015年6月 本資産運用会社設立 

株式会社GMアソシエ設立 

2015年8月 M&Aにより株式会社プレック（現 株式会社マリモハウス）を子会社化 

2015年10月 株式会社マリモコンサルティング設立 

M&Aにより株式会社ユーリックホームを子会社化 

2016年7月 本投資法人が上場 

2016年11月 株式会社マリモホールディングス（以下「マリモホールディングス」

といいます。）を持株会社とするグループ再編 

2018年1月 本投資法人が公募増資を実施 
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＜株式会社マリモは設立50周年＞ 

 

マリモは、設立50周年を迎えますが、現在のマリモグループ（マリモホールディングス並びにマリモ

及びその他の子会社をいいます。以下同じです。）の主な事業展開は以下の通りです。 

 

 

 

c マリモの事業概要 

マリモが行う事業のうち、本投資法人に対するサポートに関連するものは、以下のとお

りです。 

 

i.  不動産開発事業・市街地再開発事業 

不動産開発事業は、全国から取得した用地において、エリア・用途・賃料・販売価格

等を検証し、その用地の持つ価値の最大化を図るべく、企画から開発、販売に至るまで

を網羅する事業です。分譲マンションを中心に、賃貸マンション、店舗、ホテル等を開

発対象としています。 

市街地再開発事業は、その目的のとおり、市街地内の土地の合理化と健全な高度利

用、そして都市機能の更新を図る事業です。 

(注1)  マリモが行う不動産開発事業・市街地再開発事業において対象となる物件のうち、分譲マンションは本投資法人の

取得対象にはなりません。 
(注2)  マリモは、市街地再開発事業において、住宅部分の取得を行いますが、市街地再開発事業のプロジェクト全体を単

独で行うものではなく、市街地再開発組合、コンサルティング会社、ゼネコン等と共にプロジェクトを推進しま

す。 

 

ii.  不動産流動化事業 

資産価値の低下した中古のマンションやオフィス、商業施設を買い取り、エリア特性

やニーズに合わせて不動産のバリューアップを行うことによって当該不動産が本来持つ

価値を向上させ、再生を行う事業です。 

 

d. マリモの地方での豊富な不動産開発実績 

マリモは、同社の代表的なマンションブランド「ポレスター」の開発及び分譲、収益不

動産開発、市街地再開発事業に全国で参画し、「まち」の活性化に取り組んでいます。マ

リモは、地方を中心に厳選した不動産開発をすることで、相対的に高い利回りかつ安定的
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な収益の確保を目指しており、本投資法人は、マリモとスポンサーパイプライン・サポー

ト契約を締結することで、①マリモの開発する収益不動産の優先的売買交渉権が付与され

ること、②不動産開発ノウハウ及びバリューアップノウハウが提供されることに加え、③

本投資法人からマリモへ売却した不動産が再開発され、マリモが当該不動産を売却する場

合において、本投資法人に優先的売買交渉権が付与されるため、本投資法人は、マリモの

不動産に関する多様なノウハウを最大限に享受し、安定的な成長を図ることができるもの

と考えています。 

 

i. 不動産業者とのネットワークによる情報収集力 

マリモグループ（マリモ及びその子会社をいいます。以下同じです。）は、これまで

の不動産開発事業の実績により、各地の不動産業者と良好な情報ネットワークを構築し

ています。さらに、不動産流動化事業・不動産賃貸事業等、事業領域の拡大により、あ

らゆる規模・用途の不動産情報が入手可能となっています。 

 

ii. 地域金融機関とのネットワークによる情報収集力・資金調達力 

マリモグループは、これまでの事業実績から、地域金融機関との緊密なネットワーク

を構築できており、地域金融機関からの物件情報の提供・資金提供は、マリモグループ

の不動産取得においても優良物件の確保・事業化に貢献しています。 

 

iii. 立地の見極め力 

地方においては、マリモでは、自社の開発部門が各拠点におけるフットワークと見極

め力を活かして、事業を成功へと導いています。 
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＜スポンサーの開発物件＞ 

 

 

 
(注)  上記各物件について、本書の日付現在、本投資法人が取得する予定はなく、また、今後取得できる保証もありません。 

 

e. マリモの地方創生への取組み―市街地再開発事業の推進― 

マリモは地方での開発・販売ノウハウを強みとして、専門部署を設けて市街地再開発事

業に積極的に取り組んでいます。市街地再開発事業を通して、課題を抱えた区域の権利者

が主体的にまちづくりを推進することで、防犯性の向上、住・商・業及び公共施設の整備

が実現されることが期待され、地方の都市に再び活況を取り戻す大きな力となると考えら

れます。 

そして、再開発物件の住宅部分の分譲・販売をマリモが推進し、本投資法人がマリモの

市街地再開発事業において開発される商業施設、レジデンス、オフィス、ホテル等を保有

することによるマリモと本投資法人のシナジー効果により、地方の都市での市街地再開発

が促進され、コンパクトシティ形成(注)の一翼を担うことも可能となるものと本投資法人

は考えています。 
(注)  「コンパクトシティ形成」とは、都市の中心部に居住と各種機能を集約させた人口集積が高密度なまちを形成することを

いいます。 

 

f. マリモの収益不動産事業実績 

マリモは、長年分譲マンション事業にて培ってきた経験、多彩なノウハウを活用して、

住宅に限定することなく、地域別・用途別のさまざまなニーズに合致した収益不動産の開

発、運営、バリューアップを行っています。その中核事業となる賃貸マンションブランド

の推進の一つの実績である賃貸マンションシリーズ「アルティザ（ArtizA）」は、快適に

住まうためのレジデンスをテーマとした物件であり、本投資法人は上場時（2016年8月1

日）、第1回公募増資時（2018年1月23日）、及び追加物件取得時（2017年6月1日及び2019

年1月4日）にかかるシリーズの一部を取得しました。 

また、マリモは、インバウンド観光客や国内需要の高まりによって収益性の向上が見込

まれるホテルにも着目し、京都市中京区にて「ホテルリソル京都河原町三条」の開発を行

いました(注)。 

(注)  本書の日付現在、上記の物件について本投資法人が取得する予定はありません。 
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g. 物件価値の向上の追求 

マリモは、不動産流動化事業の一環として、資産価値の低下した不動産について、エリ

ア特性、ニーズ等に合わせたリノベーションを行うことで不動産が本来持つ価値を向上さ

せる事業に取り組んでいます。本投資法人は、マリモが当該事業で培ったバリューアップ

ノウハウを活用し、物件価値の向上を追求します。 

 

h. マリモの総合力 

i.  多彩なノウハウを活かしたマリモの総合力 

マリモは、上述した豊富な不動産開発事業・不動産流動化事業の実績を通じて、地方

の不動産マーケットに関する「情報収集・分析ノウハウ」、「不動産開発ノウハウ」及

び「バリューアップノウハウ」を培っており、マリモの総合力を高めています。 

 

(a) 情報収集・分析ノウハウ 

全国各地から集まる年間1万件(注)を超える多種多様な不動産情報を収集し、地方

での不動産投資・運用業務を熟知した経験豊富なメンバーによる深い知見、立地の

評価、需給バランスの調査、建物の仕様・構造・設備等、様々な要素を検討し、投

資対象不動産の競争力やポテンシャルを分析します。 

(注)  マリモの不動産情報システムに情報を入手するたびに登録された件数の総数です。一部異なる情報提供者から同

一の物件の情報を入手したなどの理由により、同一不動産が重複して登録されることもありますが、かかる重複

については調整を行っていないため、実際に情報を入手した不動産の数はこれより少なくなります。以下、全国

各地から集まる不動産情報について同じです。 

 

(b) 不動産開発ノウハウ 

(i) 企画力 

同業他社が事業イメージを持ちにくい地方に関して、全国各地から集まる多種多

様な不動産情報について、マリモは、長年の業務を通じて蓄積された経験に基づ

き、その不動産の潜在価値を最大限に活かし、ポテンシャルを引き出すことのでき

る様々な企画を立案します。 

 

(ii) テナント誘致力 

マリモは、長年の業務を通じて構築した全国各地の地場の不動産会社とのリレー

ションにより、多種多様な業界のテナントへのリーシングアプローチが可能であ

り、対象不動産のエリアや物件特性に合わせたテナント誘致を行います。 

 

(iii) 開発力 

マリモのルーツは、設計会社です。社内にて度重なる議論を経て作成された企画

書に基づき、プランの精査、コスト検証等を重ね、徹底した監理を行い、プロジェ

クトを完遂します。 

 

(c) バリューアップノウハウ 

全国のマンション設計実績を通じて培った、その地域や立地、不動産特性に応じ

たリノベーション工事（専有部分及び共用部分）を企画、実行することにより稼働

率の上昇や賃料の上昇に繋げるなど不動産の価値向上を実現し、物件のポテンシャ

ルを引き出します。 

 

本投資法人は、このようなマリモの3つのノウハウを活用することによって、主に

地方に所在する不動産に対する投資機会の拡大及び高稼働率で相対的に高い投資利

回りの確保を追求し、投資主価値の中長期にわたる向上を目指します。また、この

ような投資を通じて、本投資法人は、政府が創生総合戦略において掲げる政策の一

つである「人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント(注)強化」に従い、

既存建築ストックの活用を通じて環境にも配慮した、社会的意義のある事業活動を

行うことができると考えています。 

(注) 「既存ストックのマネジメント」とは、既存の建築物（ストック）を有効に活用し、長寿命化を図る体系的な手法

のことをいいます。 
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ii.  マリモの総合力を示す地方創生事例 

マリモは、企業社宅跡地や工場跡地など地方中心部に所在する広大な遊休地を取得

し、分譲マンションの建設や商業施設の誘致などを通じて、閑散としていた「まち」に

活気を取り戻す複合開発を手がけてきました。中心部に定住する人が増え、働く場所が

生まれ、地域経済が活発化することにより「まちの活性化」やコンパクトシティ化に貢

献していると考えられます。 

 

 

(注) 本書の日付現在、上記の物件について本投資法人が取得する予定はありません。 

 

(7) 地域に根付き、「地方の創生」を実現するサポート体制を構築 

(イ) サポートの概要 

本投資法人は、地方の不動産マーケットに関する多彩なノウハウを有するマリモに加え、

地域活性化を目指し全国の地方主要都市で不動産再生事業を手掛けるリビタ、地域に根付い

た有力な地域金融機関をサポート会社とし、これらの各社による本投資法人における地方創

生を実現するためのサポート体制を構築しました。本投資法人は、当該サポート体制を活用

することにより、地方において優良な不動産情報を取得し、中長期的な物件取得機会の確保

や運用資産の安定的な運営を実現できるものと考えており、総合型ポートフォリオの運用資

産を安定的に運営することにより、地方の創生を実現できるものと考えています。また、地

方においてより多くの優良な物件の取得機会を確保するため、本投資法人及び本資産運用会

社は、広島銀行、足利銀行及びリビタとの間で、それぞれ、サポート協定を上場後に新たに

締結しています。 

本資産運用会社は、スポンサー及びサポート会社との間で、本書の日付現在、スポンサー

パイプライン・サポート契約又はサポート協定を締結しており、本投資法人は、下表に記載

の各種のサポートの提供を受けます。サポート会社は、本書の日付現在、株式会社三重銀行

（以下「三重銀行」といいます。）、みちのく銀行、株式会社東京スター銀行（以下「東京

スター銀行」といいます。）、中国銀行、株式会社関西みらい銀行（以下「関西みらい銀

行」といいます。）、広島銀行、足利銀行及びリビタの8社です。 
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＜スポンサー及びサポート会社からのサポート内容＞ 

 

サポート概要 

スポンサー

パイプライ

ン・サポー

ト契約 

サポート協定 

マリモ 

三重銀

行（三

重県） 

みちの

く銀行

（青森

県） 

東京ス

ター銀

行（東

京都） 

中国銀

行（岡

山県） 

関西み

らい銀

行（大

阪府） 

広島銀

行（広

島県） 

足利銀

行（栃

木県） 

リビタ 

外部成長 優先的物件情報の提供 ●                

優先的売買交渉権の付与 ●                

ウェアハウジング機能の提供 ●                

コンストラクション・マネジ

メントサポートの提供 
●                

物件情報の提供 
 

●

(注1)

● 

(注1) 

● 

(注1) 

● 

(注1) 

● 

(注1) 

● 

(注1) 

● 

(注1) 

● 

(注1) 

内部成長 プロパティマネジメント（以

下「PM」ということがありま

す。）業務等の提供 

●                

リーシングサポートの提供 ●                

保有資産の再生サポートの提

供 
●                

賃料固定型マスターリース契

約の提供 
●                

ファイナンスに関する助言・

補助 
        ● ●      

その他 

サポート 

本資産運用会社への出資 (注2)                

商標の使用許諾 ● ● ● ●         ●

投資口の継続保有及び 

セイムボート出資 
●                

人材確保支援の提供 ●                

(注1)  「物件情報の提供」により、三重銀行、みちのく銀行、東京スター銀行、中国銀行、関西みらい銀行、広島銀行、足利銀行及びリビタ

から、本投資法人に対して優先的に物件情報が提供されるものではありません。特に、みちのく銀行、中国銀行、広島銀行及び足利銀

行とのサポート協定においては、みちのく銀行、中国銀行、広島銀行及び足利銀行の判断により、任意で、物件情報の提供を行う内容

となっています。また、三重銀行、関西みらい銀行及びリビタとのサポート協定においては、本投資法人への情報提供は、第三者に先

立つもの又は第三者と同時に行われるものとはされていません。 
(注2)  マリモは、保有していた本資産運用会社の株式のすべてを2016年11月1日付で譲渡したため、本書の日付現在において本資産運用会社

に出資していませんが、譲渡先でマリモの親会社であるマリモホールディングスは、本書の日付現在、マリモから譲り受けた本資産運

用会社の株式のすべてを保有しています。 
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a. 優先的物件情報の提供及び優先的売買交渉権の付与 

マリモグループが保有又は運営する不動産、不動産信託受益権、不動産対応証券又は不

動産を裏付けとする匿名組合出資持分等（開発段階の不動産を含みます。）のうち、本投

資法人及び本資産運用会社の定める投資方針に合致するもの（以下「適格不動産等」とい

います。）を売却しようとする場合には、本投資法人及び本資産運用会社に対し、当該適

格不動産等に関する情報を第三者に先立ち優先的に提供し、本投資法人及び本資産運用会

社が優先的に売買を検討できる期間（情報の提供を受けた日（同日を含みます。）から10

銀行営業日又は本投資法人若しくは本資産運用会社とマリモが合意により延長する期間）

を設定します(注1)。 

また、マリモは、自らの取引先その他の関係先である個人又は法人が保有、開発又は運

営する適格不動産等について、当該適格不動産等の保有者が売却を検討していることを知

った場合には、当該適格不動産等の保有者の意向等で情報を提供することができない場合

を除き、本投資法人及び本資産運用会社に対し、遅くとも第三者に情報を提供すると同時

に当該適格不動産等に関する情報を提供します(注2)。 

(注1)  以下に定める事由がある場合には、この限りではありません。 
・マリモグループが行政機関の要請に基づいて適格不動産等を売却する場合。 
・マリモグループが本契約締結前に締結済みの第三者との契約に基づき、当該第三者に対して優先的売買交渉権を付与す

ることを要する場合。 
・マリモグループが第三者と適格不動産等を共有又は区分所有している場合。 
・マリモグループが第三者と適格不動産等について、共同事業又は共同開発を実施している場合。 
・マリモグループ内において適格不動産等の売買を実施する場合。 
・その他やむを得ない場合。 

(注2)  ただし、マリモがスポンサーパイプライン・サポート契約締結前に締結済みの第三者との契約に基づき、当該第三者に

対して優先的に情報提供することを要する場合（優先的売買交渉権を付与することを要する場合を含みます。）はこの

限りではありません。 

 

b. ウェアハウジング機能の提供 

本資産運用会社は、将来における本投資法人による適格不動産等の取得を目的として、

マリモに対し、一時的な保有（ウェアハウジング）を依頼でき、マリモは、かかる依頼を

真摯に検討します。マリモは、ウェアハウジングとして適格不動産等を保有している間、

本投資法人及び本資産運用会社と合意するところに従い、マリモが有するノウハウを最大

限活用し、当該適格不動産等の魅力をより高めるよう最大限努力するものとされていま

す。 

 

c. コンストラクション・マネジメントサポートの提供 

本投資法人が取得を検討する物件に関し、マリモが本投資法人に代わり一時的に当該物

件を取得し、所有者としての改修・改装工事等又はリースアップを実施することについ

て、マリモに相談した場合には、マリモはこれを真摯に検討するものとします。また、本

投資法人の保有資産の中に、改修・改装工事等が必要なものがある場合には、マリモは、

当該改修・改装工事等に対して適切なアドバイスを提供するものとします。 
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d. 物件情報の提供(注1) 

サポート会社のうち、三重銀行、東京スター銀行、関西みらい銀行及びリビタは、適格

不動産等を売却しようとする場合、当該適格不動産等に関する情報を本投資法人及び本資

産運用会社に提供します(注2)が、東京スター銀行においては、遅くとも第三者に情報を提

供すると同時に提供するとされています。 

みちのく銀行は、不動産、不動産信託受益権、不動産対応証券又は不動産を裏付けとす

る匿名組合出資持分等（開発段階の不動産を含みます。以下、本d.において同じです。）

を売却しようとする場合、みちのく銀行が必要と認めた場合に限り、当該適格不動産等に

関する情報を本投資法人に提供します。 

中国銀行は、中国銀行の取引先が中国銀行に対し情報提供先を特に限定することなく提

供した不動産情報を本投資法人及び本資産運用会社に提供するよう最大限努めます。 

広島銀行は、適格不動産等を売却しようとする場合、広島銀行の判断により任意で、か

つ書面で適格不動産等の保有者の同意を得たうえで、当該適格不動産等に関する情報を本

投資法人及び本資産運用会社に提供します。 

足利銀行は、適格不動産等と足利銀行が判断するものを売却しようとする場合、当該適

格不動産等に関する情報を本投資法人及び本資産運用会社に提供するよう努めるものとさ

れています。 

(注1)  「物件情報の提供」により、三重銀行、みちのく銀行、東京スター銀行、中国銀行、関西みらい銀行、広島銀行、足利

銀行及びリビタから、本投資法人に対して優先的に物件情報が提供されるものではありません。特に、みちのく銀行、

中国銀行、広島銀行及び足利銀行とのサポート協定においては、みちのく銀行、中国銀行、広島銀行及び足利銀行の判

断により、任意で、物件情報の提供を行う内容となっています。また、三重銀行、関西みらい銀行及びリビタとのサポ

ート協定においては、本投資法人への情報提供は、第三者に先立つもの又は第三者と同時に行われるものとはされてい

ません。 
(注2)  以下に定める事由がある場合には、この限りではありません。 

・三重銀行、東京スター銀行、関西みらい銀行又はリビタが行政機関の要請に基づいて適格不動産等を売却する場合。 
・東京スター銀行が第三者との契約に基づき、当該第三者に対して優先的に情報提供することを要する場合。 
・三重銀行、東京スター銀行、関西みらい銀行又はリビタが第三者と適格不動産等を共有又は区分所有している場合。 
・三重銀行、東京スター銀行、関西みらい銀行又はリビタが第三者と適格不動産等について、共同事業又は共同開発を実

施している場合。 
・三重銀行、東京スター銀行、関西みらい銀行又はリビタがグループ内において適格不動産等の売買を実施する場合。 
・三重銀行又はリビタにおいては、その他三重銀行又はリビタが適当でないと判断する場合。 
・東京スター銀行においては、その他やむを得ない場合。 
・関西みらい銀行においては、関西みらい銀行が当該適格不動産等の情報を提供することが不適切であると合理的に判断

する場合。 

 

e. PM業務等の提供 

マリモは、本投資法人及び本資産運用会社から依頼された場合、本投資法人が保有する

不動産等につき、別途締結するPM業務委託契約に基づくPM業務その他の必要な支援を行い

ます（マリモにおいては、マリモの子会社をして行わせることを含みます。）。 

 

f. リーシングサポートの提供 

マリモは、本投資法人が取得を検討又は保有する物件につき、本投資法人が稼働率を中

長期的に安定させることを目的として、本資産運用会社からリーシングサポートの要請が

なされた場合には、媒介、管理等のサポートを行うものとされています。 

 

g. 保有資産の再生サポートの提供 

本投資法人の保有資産について、一定以上の築年数が経過し、本資産運用会社が再開発

その他の再生計画の必要を認めた場合には、本資産運用会社は第三者（同様の合意をして

いる第三者を除きます。）に先立ち、マリモに当該不動産に関する再生計画の検討・提案

を要請するものとします。マリモは、当該要請を真摯に検討するものとされています。当

該要請に応じてマリモが再開発その他の再生サポートを提供するに際して、本投資法人が

いったん当該不動産を売却した場合、本投資法人及び本資産運用会社に対し、再生計画が

実施された当該不動産について優先的売買交渉権が付与されます。 
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h. 賃料固定型マスターリース契約の提供 

本投資法人及び本資産運用会社は、本投資法人が取得を検討している物件について、本

投資法人及び本資産運用会社が有効と判断する場合（以下の各事由に該当する場合を含み

ますが、これらに限られません。）には、投信法その他の法令並びに本投資法人及び本資

産運用会社の社内規程（利害関係人との取引の規制に係るものを含みますが、これらに限

りません。）に従うことを条件として、マリモに対し、本投資法人（本投資法人が信託受

益権を取得する場合には信託受託者）との間で賃料固定型マスターリース契約の締結の検

討をマリモに対して申し入れることができ、マリモはかかる申入れを真摯に検討するもの

とします。かかる申入れについて、本投資法人及び本資産運用会社とマリモが合意した場

合には、マリモは自ら又はその子会社をして、本投資法人又は当該信託受託者との間で、

当該合意に基づき、賃料固定型マスターリース契約を締結するものとします。 

・本投資法人の取得を行う時期における当該物件の稼働率が80％を下回る見込みであると

本資産運用会社が判断した場合 

・本投資法人が物件を取得するに際して上記c.記載のコンストラクション・マネジメント

サポートが実施される場合 

・本投資法人が上記g.記載の再生計画が実施された物件を取得する場合 

 

i. ファイナンスに関する助言・補助 

中国銀行及び関西みらい銀行は、本資産運用会社から本投資法人の運営又は適格不動産

等の取得に係る資金調達の要請があった場合には、可能な限り以下の事項を実施すること

に努めます(注)。 

・資金調達に係る融資条件等の相談 

・融資団の組成等ファイナンスストラクチャーの構築に係る相談 

・上記の事項に付随又は関連する手続の助言 

(注)  ただし、銀行法（昭和51年法律第59号。その後の改正を含みます。）その他関係法令に照らし、実施することが合理的

に困難である場合を除きます。 

 

j. 商標の使用許諾 

マリモ及び東京スター銀行は、スポンサーパイプライン・サポート契約又はサポート協

定において定める商標について、指定役務の範囲内において使用することを非独占的に許

諾しています。また、三重銀行、みちのく銀行及びリビタは、サポート協定において定め

る商標について、目論見書、有価証券届出書及び資産運用報告等の開示書類において記載

又は掲載することを非独占的に許諾しています。 

 

k. 投資口継続保有及びセイムボート出資 

マリモは、本書の日付現在において本投資法人の発行済投資口の総口数の約10.5％を保

有しています。 

また、マリモは、本投資法人が新たに投資口を発行する場合には、本投資法人の要請に

応じ、当該投資口の一部を自ら（その子会社によるものも含みます。）において取得する

ことを真摯に検討することを表明しています。また、マリモは、本投資法人の投資口を保

有する場合には、保有した投資口について、特段の事情がない限り、継続して保有するよ

う努めることを表明しています。 

 

l. 人材確保支援の提供 

マリモグループ、本資産運用会社の独自性を尊重しつつ、本投資法人から受託する資産

運用業務の遂行に必要な不動産運営管理ノウハウ(注)を本資産運用会社に承継させ、か

つ、発展させるため、必要とされる人材をマリモグループから本資産運用会社に出向させ

る等、本資産運用会社及び本投資法人の成長に伴い必要とされる人材の確保に最大限協力

します。 

(注)  マリモは、全国各地に所在する収益不動産の運営管理に関して、各地域の拠点を通じて当該地域の不動産会社及び管理

業者と密接な関係を築いており、かかる関係において得られる協力体制、資産の安定運用に向けた助言を受けることが

できます。 
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(8) 外部成長戦略～スポンサーサポートを活用したパイプラインの確保 

本投資法人は、スポンサー及びサポート会社の豊富な物件ネットワーク、物件情報取得力、開

発力、ウェアハウジング機能等並びに本資産運用会社の役職員が不動産業界において培ってきた

ネットワークに基づき入手する物件情報、保有物件のテナントとの良好な関係の維持に基づき入

手する物件情報を、本投資法人の着実な外部成長に最大限に活用していく方針です。 

 

(イ) 全国7拠点のマリモとの連携 

本投資法人は、全国7拠点のマリモの不動産開発ノウハウ、情報収集・分析ノウハウを、

本投資法人の外部成長のパイプラインとして活用します。 

 

(ロ) 優先的売買交渉権やスポンサーのウェアハウジング機能の活用 

本投資法人は、本書の日付現在、マリモとのスポンサーパイプライン・サポート契約に

基づき、同社の賃貸マンションシリーズ「アルティザ（ArtizA）」や、同社の市街地再開

発事業により開発される商業施設等、同社が保有・開発する物件の優先的売買交渉権の付

与やウェアハウジング機能の提供を受けることができます。 

 

本書の日付現在、マリモが開発し、本投資法人が優先的売買交渉権を有している物件は

ありません。 

 

a. 本投資法人が優先的売買交渉権を有するスポンサー開発物件 

本投資法人は、スポンサーパイプライン・サポート契約に基づき、前記「(6) スポンサ

ーの概要」に記載されたマリモの開発実績を外部成長に利用することができると判断して

います。 

 

b. マリモからの国内収益不動産に係る優先的売買交渉権の付与 

本投資法人は、本書の日付現在、マリモとのスポンサーパイプライン・サポート契約に

基づき、同社が外部から取得した国内収益不動産を同社が売却しようとするときは、優先

的売買交渉権の付与を受けることができます。 

本投資法人は、不動産を取得するにあたり、収益不動産を外部から取得してきたマリモ

の実績を利用することができるため、同社のかかる実績は、本投資法人の外部成長に貢献

していくと判断しています。 

本書の日付現在、マリモが外部から取得し、本投資法人が優先的売買交渉権を有してい

る物件はありません。 
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c. マリモからの市街地再開発事業により開発される商業施設等に係る優先的売買交渉権の

付与 

本投資法人は、本書の日付現在、マリモとのスポンサーパイプライン・サポート契約に

基づき、同社の市街地再開発事業により開発される商業施設等の優先的売買交渉権の付与

を受けることができる地位にあります(注)。 

スポンサーであるマリモは、今日まで全国の地方主要都市において市街地再開発案件に

携わってきました。低層階に商業施設のある複合型マンションの再開発案件などが多いこ

とから、本投資法人は、マリモを、市街地再開発による優良物件を取得できる有力な取得

先として位置付けることができると考えています。 

また、テナント誘致などに関しても、行政サービス・子育て支援サービスなど自治体と

一体になって取り組むことで、その地域のコミュニティを形成し、人が自然と集まる商業

施設の実現が可能となります。そして最終的には、本投資法人が広く資本市場から調達し

た資金が、地域住民にとって欠かせない施設の提供と、コミュニティの形成に役立つこと

となり、その地域の地方創生に貢献していくと考えています。 

(注)  本書の日付現在、マリモの市街地再開発事業により開発される商業施設等で優先的売買交渉権の付与を本投資法人が受

けている物件はありません。 

 

＜市街地再開発のイメージ＞ 

 

(注)  マリモが市街地再開発事業を行い、かかる事業により開発された物件を本投資法人が取得する場合のイメージを記載

したものであり、実際とは異なる場合があります。本投資法人による商業施設、レジデンスの取得を保証するもので

はなく、また、上記とは異なる形態で市街地再開発が行われる場合があります。 

 

d. マリモの全国にわたるネットワークを活かした物件情報取得力の活用 

本投資法人はマリモが有する全国の情報ルートから、継続的に物件情報の取得機会を確

保し、継続的な外部成長を目指します。 
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(ハ) 地域に根付いたサポート会社（地域金融機関等）の活用 

本投資法人は、サポート会社である各地の地域金融機関等をはじめとした幅広いネット

ワークにて、物件情報提供を主体としたサポート協定を締結しており、同契約に基づき各

地の地域金融機関等が提供可能な物件情報を取得することができます。本投資法人は、当

該物件情報提供支援を活用して取得した情報を元に、各地の優良物件を選別・取得しま

す。 

 

(ニ) 本資産運用会社独自のパイプライン 

本資産運用会社は、不動産マーケットを熟知した役職員が有するネットワークに基づく

全国の物件情報の取得及び保有物件のテナントとの良好な関係の維持に基づく物件情報の

取得をすることができる独自のパイプラインを構築しています。本投資法人は、マリモグ

ループからの物件取得のみならず、全国各地のネットワークに基づき、地主や商業テナン

トへのダイレクトアプローチ（直接的な営業活動）を通じた物件情報の取得、物件取得を

目指します。 

 

(9) 内部成長戦略 

本投資法人は、適切な保有資産のマネジメントを通して、収益の安定性と収益力の向上を目指

すとともに、地域コミュニティの活性化に向けた取組みを行うことで、中長期的な資産価値の向

上を目指します。 

 

① スポンサー及びサポート会社のサポートを活用した適切な保有資産のマネジメント 

本投資法人は、スポンサーであるマリモ及びサポート会社であるリビタからの下記の内部成

長に係る各種サポートを活用した適切な保有資産のマネジメントを通じて、安定的な収益の確

保を目指します。 

 

(イ) PM業務等の提供 

本投資法人が取得を検討又は保有する物件につき、本資産運用会社とスポンサーである

マリモは、資産運用業務及びPM業務の一体的な推進を行い、収益の安定化と向上を図りま

す。 

 

(ロ) リーシングサポートの提供 

本投資法人が取得を検討又は保有する物件につき、本投資法人が稼働率を中長期的に安

定させることを目的として、本資産運用会社から要請があった場合、マリモ及びリビタ

は、媒介、管理等のサポートを提供します。原則としては、7拠点体制で全国をカバーする

マリモをPM会社として、リレーションを有する各地域の不動産会社及び管理会社と協働

し、地域ごとの特色を踏まえたテナントリーシングにより、本投資法人のリーシング活動

が支援されると本投資法人は考えます。 

 

(ハ) 保有資産の再生サポートの提供 

本投資法人が保有資産の中に、改修・改装工事等が必要なものがある場合、マリモ及び

リビタは、当該改修・改装工事等に対して適切なアドバイスを提供します。 

 

(ニ) 人材確保支援の提供 

本資産運用会社から要請があった場合、マリモは、適切な人材の提供に最大限協力する

ことで本投資法人の資産の安定運用をサポートします。 

 

② 資産価値の向上の追求 

本投資法人は、本資産運用会社とマリモによるアセットマネジメント業務及びPM業務（本書

の日付現在、信託受託者は本投資法人の保有資産の全てについてマリモとPM契約を締結してい

ます。）の一体的な推進を通じて資産価値及び収益力の向上を図り、ひいては収益の安定化を

目指します。また、マリモは、各地域の支店を通じて当該地域のPM業者と幅広い取引実績を有

し、かかる取引において得られた信頼と実績のあるPM業者をサブプロパティ・マネージャーに
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選任することで、個別テナントとの連携を密にし、テナントニーズを反映したきめ細かい対応

を行いながらリーシングなどの安定稼働に向けた助言を受けることが可能です。 

 

 

本投資法人は、マリモとのリレーションによる保有資産の適切なマネジメントを通じて、ポ

ートフォリオ全体平均稼働率の安定的かつ堅調な推移を実現できていると考えています。 

 

＜ポートフォリオ全体の期中平均稼働率＞ 

 

 

(注)  第1期は2016年8月末日から2016年12月末日まで、第2期は2017年1月末日から2017年6月末日まで、また、第3期は2017

年7月末日から2017年12月末日まで、第4期は2018年1月末日から2018年6月末日まで、第5期は2018年7月末日から2018

年12月末日まで、第6期は2019年1月末日から2019年6月末日までの各月末時点におけるポートフォリオ全体平均稼働率

を単純平均して記載しています。また、第7期は2019年7月末日から2019年11月末日までの各月末時点におけるポート

フォリオ全体平均稼働率をそれぞれ記載しています。 
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(10) 財務戦略 

① 財務方針 

(イ) 基本方針 

本投資法人は、中長期的に安定した資産運用基盤の構築、資産運用の効率化と財務体質の

健全化を図ります。 

 

(ロ) エクイティ戦略 

新投資口の発行は、同時に取得する運用資産の収益性、取得時期、LTV（借入金額と投資法

人債発行残高の合計額を総資産額で除して得られる割合をいいます。以下同じです。）水

準、有利子負債の返済計画等を総合的に勘案し、新投資口の発行による持分割合の低下に配

慮し、金融環境を踏まえて決定します。 

 

(ハ) デット戦略 

都市銀行、信託銀行及び各地域の特性を十分に理解した地域金融機関を含めた複数の金融

機関によるバンクフォーメーションの構築を目指します。 

a.   返済期日の分散化、借入期間の長期化、借入金利の低下と固定化を目指します。 

b.   LTVの条件については原則として60％を上限としますが、運営上は45～55％を目安に運

用します。 

c.   機動的な借入を実行するため、コミットメントラインを設定することがあります。 

d.   借入れに際して、運用資産を担保として提供することができるものとします。 

e.   借入れに際しては、資金調達の機動性と財務の安定性のバランスに配慮した資金調達

を行います。 

f.   都市銀行及び各地の地域金融機関とのリレーションによる安定的かつ健全な財務運営

に努めます。 

 

(ニ) 余資運用等 

余資運用を行う場合は、安全性、換金性等を考慮し、金利環境及び資金繰りを十分に鑑み

た上で慎重に行います。 

 

② 財務状況 

(イ) 本募集後の主要な財務指標 

本投資法人の本募集後の主要な財務指標は以下のとおりです。 

 

 

 

(注)  本募集後の「総資産LTV」、「長期負債比率」及び「平均借入金利」とは、以下の計算式より求められる数値をいいま

す。 
総資産LTV＝（本書の日付現在の有利子負債残高（13,772百万円）＋新規借入れの借入予定額）÷（第6期末時点の総資

産額＋新規借入れの借入予定額＋本募集の払込金額の見込額） 
長期負債比率＝（本書の日付現在の各借入れのうち長期借入れ（*）であるものの残高＋新規借入れのうち長期借入れ

（*）であるものの残高）÷（本書の日付現在の借入れの残高＋新規借入れの借入予定額） 
平均借入金利＝（本書の日付現在の借入れ残高に本書の日付現在の各適用利率（年利）（**）を乗じて算出し年換算し

た各支払利息の合計＋新規借入れの借入予定額（2,140百万円及び110百万円）に2019年12月13日現在想定される各適用

金利（年利）（***）を乗じて算出し年換算した支払利息の合計）÷（本書の日付現在の有利子負債残高（13,772百万

円）＋新規借入れの借入予定額（2,250百万円）） 
（*） 「長期借入れ」とは、借入実行日から元本返済期日までの期間が1年超の借入れをいい、残存期間が1年以内とな

っているものも含みます。 
（**） 変動金利での借入れについては、今後金利スワップ契約の締結により金利を固定化する可能性がありますが、

上記の計算においてはかかる可能性は考慮せず、現在適用されている変動金利による利率に基づいて計算してい

ます。 
（***）新規借入れは変動金利での借入れとする予定ですが、新規借入れの想定金利は、2019年12月13日時点の全銀協3

か月日本円ＴＩＢＯＲを用いています。なお、今後金利スワップ契約の締結により金利を固定化する可能性があ

りますが、上記の計算においてはかかる可能性は考慮せず、変動金利であることを前提とした想定金利に基づい

て計算しています。 
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なお、新規借入れについては、アレンジャーが金融機関から検討結果通知書を受領していますが、本書の日付現在、金

銭消費貸借契約は締結していません。したがって実際に借入れが行われることは保証されているわけではありません。 
また、本募集の払込金額の見込額は、一般募集における発行価額の総額2,283,000,000円（2019年12月13日（金）現在

の東京証券取引所における本投資法人の投資口の普通取引の終値を基準として算出した見込額）と、本第三者割当にお

ける発行価額の総額の上限114,000,000円（2019年12月13日（金）現在の東京証券取引所における本投資法人の投資口

の普通取引の終値を基準として算出した見込額）を用いています。実際の発行価額及び本第三者割当の申込口数に伴

い、実際の本募集の払込金額は変動する可能性があり、本募集後の総資産LTVも変動する可能性があります。長期負債

比率及び平均借入金利についても同様です。 

 

(ロ) 新規借入れの予定 

本投資法人は、取得予定資産の取得資金及びその付帯費用の一部に充当することを目的と

して、2020年1月21日を借入実行日として、以下の新規借入れを行う予定です。ただし、当該

新規借入れは、下記「借入先」欄記載の金融機関の合理的に満足する様式及び内容による関

連する諸契約の締結、当該契約に記載される融資実行に係る前提条件が全て充足されるこ

と、並びに当該金融機関において関連する諸契約の条件及び内容について最終的な機関決定

が得られること等を条件とします。 

 

区分 

(注1) 
借入先 

借入 

予定日 

借入金額

（上限） 

（百万円） 

(注2) 

変動・ 

固定の 

区分 

利率 

（％） 

(注3) 

返済期日 
返済 

方法 
摘要 

長期 

借入金 

株式会社三井住友銀行をア

レンジャーとする協調融資

団 

2020年 

1月21日 
2,140 変動 

基準金利 

(注4) 

＋0.60％ 

2023年 

2月1日 

期限 

一括 

弁済 

無担保 

無保証 

長期 

借入金 
株式会社三井住友銀行 

2020年 

1月21日 
110 変動 

基準金利 

(注4) 

＋0.20％ 

2021年 

2月1日 

期限 

一括 

弁済 

無担保 

無保証 

(注1)  「長期借入金」とは、借入実行日から元本返済期日までの期間が1年超の借入れをいいます。以下同じです。 

(注2)  本日現在における借入予定額であり、本日付で公表の「新投資口発行及び投資口売出しに関するお知らせ」に記載の一般募

集による手取金額等を勘案の上、最終的な借入金額は借入実行の時点までに変更される可能性があります。 

(注3)  借入先に支払われる融資手数料等は含まれません。以下同じです。 

(注4)  各利払期日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利は、各利払期日(ただし、第1回の利息計算期間については借入実行

日)の2営業日前の時点における全銀協3か月日本円TIBORとなります。なお、全銀協3か月日本円TIBORが0％を下回る場合に

は、基準金利は0％とします。 
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③ 利益を超える金銭の分配（出資の払戻し） 

 

(イ) 基本方針 

本投資法人は、利益の範囲内で行う金銭の分配に加え、キャッシュマネジメント方針の一

環として、利益を超える金銭の分配（出資の払戻し（本③の説明においては一時差異等調整

引当額を含みません。））（以下、本③において「利益超過分配」といいます。）を行う場

合があります。 

利益超過分配は、後記「(ハ) 利益超過分配の実施方法」に記載のとおり、本投資法人の

計算期間毎にその時点における諸般の事情を総合的に考慮した上で実施の是非を判断するも

のであることから、毎期又は数期にわたって継続的に実施することを予定するものではあり

ませんが、結果的に一定の期間、複数期にわたり連続して実施される可能性があります。ま

た、利益超過分配を実施した場合、当該金額は、出資の払戻しとして、出資総額又は出資剰

余金の額から控除されることとなります。 

(注)  利益超過分配は、全ての投資主に対して、利益の範囲内で行う金銭の分配に加えて本投資法人の判断により行う分配で

あり、オープン・エンド型の投資法人の投資口の場合に各投資主からの請求により行われる投資口の払戻しとは異なり

ます。なお、本投資法人は、投資主の請求による投資口の払戻しが認められないクローズド・エンド型です。 

 

(ロ) 利益超過分配を行う場合がある背景 

本投資法人の主な投資対象となる地方に所在する不動産は、東京圏に所在する不動産と比

較して土地の価格が相対的に安価であるため、資産全体に占める建物割合が相対的に高くな

り、結果として高い減価償却費を計上できる傾向があります。他方で、本投資法人の保有資

産の現状等に鑑みて、計算期間毎に見込まれる減価償却費として計上される金額に対して、

実際に必要となる資本的支出は低額にとどまることが予想され、また、将来の資本的支出の

金額の予測可能性は高く、実際の金額との差異も大きくはならないものと考えています。当

面は、この割合が大きく変動する予定もなく、物件を取得するごとに内部留保が蓄積される

ことを想定しています。 

このように、地方に所在する不動産を中心としつつ、商業施設、オフィス及びホテルを含

む本投資法人のポートフォリオの特性等を考慮し、修繕費や資本的支出の計画に影響を及ぼ

さず、資産の競争力の維持・向上に向けた適切な対応が可能であり、かつ、資金需要（資産

の新規取得、保有資産の維持・向上に向けて必要となる資本的支出等、本投資法人の運転資

金、債務の返済及び分配金の支払等）に対応するため、融資枠等の設定状況を勘案の上、本

投資法人が妥当と考える現預金を留保していることを前提として、資金効率の向上を実現す

るキャッシュマネジメントの手段の一つとして、その実施が最適と考えられる場合には利益

超過分配を実施することが、投資主価値を最大化するものと考えています。 

 

(ハ) 利益超過分配の実施方法 

本投資法人がキャッシュマネジメントの一環として利益超過分配を実施する場合には、具

体的には、以下のとおり実施の可否及び金額を決定します。 

本投資法人は、計算期間の期末時点において保有する不動産等の鑑定評価額の合計が、当

該計算期間の不動産等の帳簿価格合計と当該計算期間の次期の資本的支出予定額（資本的支

出のための積立金の総額をいいます。）の合計を上回る場合に限り、利益超過分配を行いま

す。ただし、経済環境、不動産市況、本投資法人の財務状況等を勘案し、利益超過分配を行

わない場合もあります（規約第25条第2項第2号）。 

利益超過分配を行う場合には、投信協会の諸規則に定める金額を上限とし、かつ、減価償

却費の30％に相当する金額を限度とします（規約第25条第2項第2号）。当該計算期間におけ

る実際の利益超過分配金の額は、修繕費や資本的支出への活用、借入金の返済、新規物件の

取得資金への充当などの他の選択肢についても検討し、修繕費や資本的支出の計画に影響を

及ぼさず、かつ、資金需要（資産の新規取得、保有資産の維持・向上に向けて必要となる資

本的支出等、本投資法人の運転資金、債務の返済及び分配金の支払等）に対応するため、融

資枠等の設定状況を勘案の上、本投資法人が妥当と考える現預金を留保し、財務状態に悪影

響を及ぼさない範囲で、本投資法人が計算期間毎に決定する額とします(注1)。実際の分配

金額については、金融環境や不動産投資信託市場の状況等も勘案して決定することになりま

すが、ペイアウトレシオ(注2)を参考指標とし、ペイアウトレシオが75％を上回ることのな

い範囲の金額とします。 

- 48 -



なお、本資産運用会社において、利益超過分配案は、まず財務管理部が、投資部、資産運

用部に翌期以降の投資計画、修繕計画等について意見聴取した上で、利益超過分配案を起案

し、投資運用委員会に上程され、主として本投資法人に与える財務リスクを含めた本投資法

人の分配戦略及び修繕費や資本的支出への活用、借入金の返済、新規物件の取得資金への充

当などの他の選択肢の適否の観点から審議及び決議されます。投資運用委員会で承認の決議

がされた後、取締役会に上程され、審議及び承認の決議がされることにより策定されます。

策定された利益超過分配案は、本投資法人の役員会の承認を受けて実施されるものとしま

す。 

(注1)  投信協会の規則においては、クローズド・エンド型の投資法人は、計算期間の末日に計上する減価償却費の100分の60

に相当する金額を限度として、利益超過分配を行うことが可能とされています。 
(注2)  「ペイアウトレシオ」とは、当期純利益に減価償却費を加算した額に対する利益超過分配を含む分配金総額の割合をい

います。以下同じです。 

 

(ニ) 利益を超える金銭の分配の方針に係る開示方針 

利益の範囲内で行う金銭の分配と利益超過分配の開示は、以下のとおり行うものとしま

す。 

i.   利益超過分配を実施する考え方について、キャッシュマネジメント上の判断根拠、実

施の可否及び金額決定に至るプロセス等を明記し、過去の決算データ、建物状況評価

報告書等に基づいた客観的な根拠を併せて示した上で有価証券届出書、有価証券報告

書及び目論見書において記載するとともに、本投資法人のホームページにおいても開

示を行います。その際、利益超過分配である旨が分かりやすいよう、イメージ図を用

いる等、平易な表現を行うよう努めます。 

ii.  資産運用報告において、分配される金銭が利益の範囲内で行う金銭の分配ではなく、

利益超過分配である旨を明示します。また、当該利益超過分配の水準の妥当性等につ

いて、本投資法人の財務状況等に基づく客観的な根拠を示した上で、資産運用報告の

該当箇所に注記等を行います。 

iii.  資産管理計画に定める長期修繕計画に影響を与えないよう配慮した根拠を示した上

で、資産管理計画及び資産運用報告の該当箇所に注記等を行います。 

iv.  利益超過分配の実施の制約となる本投資法人の規則・ルール等についても有価証券届

出書、有価証券報告書及び目論見書において記載するとともに、本投資法人のホーム

ページにおいても開示を行います。 

v.   東京証券取引所の規則に従って適時開示等として実施する業績予想に関する開示にお

いて、利益超過分配の実施の可否及び金額の見直しを持つに至った根拠となる事項等

（開示以前に行われた、当該計算期間に係る外部経済環境、不動産市況及び本投資法

人の財務状況等の見通しの内容、並びに、これらを総合的に勘案した結果としてのキ

ャッシュマネジメントの方針及び減価償却費相当額に対する割合の決定内容等をいい

ます。また、これらの開示以後、修正が生じた場合においてはその内容等を含みま

す。）についても記載します。 
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＜利益を超える金銭の分配（出資の払戻し）＞（イメージ図） 

 

 

 

(注)  上記はあくまでイメージであり、純資産の部に対する利益超過分配の比率等を示すものではありません。実際には、

経済環境、不動産市場の動向、保有資産の状況及び財務の状況等により、利益超過分配の額は変動し、又は利益超過

分配が行われない可能性もあります。 

 

＜利益超過分配の決定フロー＞ 
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(11) ガバナンス体制 

① 資産の取得及び譲渡にかかる利害関係人等との取引における意思決定フロー 

本投資法人は、資産の取得及び譲渡が利害関係人等との取引になる場合には、参照有価証券

報告書「第一部 ファンド情報 第1 ファンドの状況 1 投資法人の概況 (4) 投資法人の機構 

③ 投資運用の意思決定機構」で述べたとおり慎重な意思決定フローを採用しています。 

本資産運用会社が利害関係人等と資産の取得及び譲渡取引を行う場合には、本資産運用会社

が定める「利害関係人等取引規程」及び「職務権限規程」の定めるところにより、事前に、外

部専門家を含めたコンプライアンス委員会及び投資運用委員会による審議と、全会一致での承

認を必要としています。 

なお、各委員会の外部専門家には、弁護士又は公認会計士、不動産鑑定士の資格を有するも

のであって十分な能力を有すると認められる者を選任しており、加えて投資法人役員会による

監視機能を確保した透明性の高い意思決定フローになっています。 

 

② マリモによる本投資法人への出資（スポンサーのセイムボートコミットメント） 

マリモは、本書の日付現在において発行済投資口の総口数の約10.5％を保有しています。一

般募集において引受人であるＳＭＢＣ日興証券株式会社は、本投資法人が指定する販売先とし

て、マリモに対して、2,081口を割り当てる予定であり、これを前提とすると、マリモは、発行

済投資口総数の約10.5％(注)を保有する予定です。 

本投資法人は、マリモが本投資法人に出資し、本投資法人の投資主と利益を共有すること

で、本投資法人の投資主価値の向上に繋がると考えています。 

(注)  本第三者割当による発行投資口の全部が発行されることを前提としています。 

 

＜スポンサーによるセイムボート出資比率＞ 

 

(注) 本投資法人を除く各J-REITのスポンサーセイムボートの出資比率は、2019年10月31日時点の公表数値に基づき記載しています。 
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③ 1口当たり利益に連動した資産運用報酬体系の導入 

本投資法人は、総資産連動型の報酬体系に加え、1口当たり利益に連動した資産運用報酬体系

を導入しており、本資産運用会社が投資主と利益を共有することで、収益向上の実現に向けた

インセンティブになると考えています。 

運用報酬体系の詳細については、参照有価証券報告書「第一部 ファンド情報 第1 ファンド

の状況 4 手数料等及び税金 (3) 管理報酬等」をご参照ください。 

 

運用報酬Ⅰ 本投資法人の直前の決算期における貸借対照表に記載された総

資産額×0.4％（上限）。なお、本書の日付現在、料率は0.4％

とすることで合意しています。 

運用報酬Ⅱ NOI(注1)×運用報酬Ⅱ控除前EPU(注2)×0.0015％（上限）。な

お、本書の日付現在、料率は0.0015％とすることで合意してい

ます。 

取得報酬 取得価額×1.0％（上限）(注3)。なお、本書の日付現在、料率

は1.0％とすることで合意しています。 

譲渡報酬 譲渡価額×1.0％（上限）(注4)。なお、本書の日付現在、料率

は1.0％とすることで合意しています。 

合併報酬 新設合併設立法人又は吸収合併存続法人が継承し又は保有する

ものの合併の効力発生日における評価額の合計額×1.0%（上

限）(注5)。なお、本書の日付現在、料率は1.0％とすることで

合意しています。 

(注1)  NOI＝各営業期間における不動産賃貸収益の合計から不動産賃貸費用（ただし、減価償却費及び固定資産除却損を除きま

す。）の合計を控除した金額。 
(注2)  運用報酬Ⅱ控除前EPU＝各営業期間における税引き前当期純利益（ただし、運用報酬Ⅱ及び控除対象外消費税等控除前）

÷当該営業期間に係る決算期における発行済投資口総数。 
(注3)  本資産運用会社の定める利害関係人等取引規程に定義される利害関係人等から取得した場合（ただし、当該利害関係人等

が利害関係人等以外の者からウェアハウジングのために取得し、保有している場合を除きます。）は0.5％を上限としま

す。なお、本書の日付現在、料率は0.5％とすることで合意しています。 
(注4)  本資産運用会社の定める利害関係人等取引規程に定義される利害関係人等に譲渡した場合は0.5％を上限とします。な

お、本書の日付現在、料率は0.5％とすることで合意しています。 
(注5)  本資産運用会社の定める利害関係人等取引規程に定義される利害関係人等に該当する投資法人又は利害関係人等がその資

産の運用を受託している投資法人と合併を行った場合は0.5％を上限とします。なお、本書の日付現在、料率は0.5％とす

ることで合意しています。 

 

(12) 本投資法人のIR活動 

 本投資法人は、投資主層の拡充を図るべく、個人投資家IR活動に加えて、機関投資家向けのIR

活動にも注力しています。本投資法人が2019年6月期において行った主なIR活動は以下のとおりで

す。 

 

① 4月22日（月）日本証券新聞主催 個人投資家向けセミナー（札幌） 

② 5月13日（月）ARES Jリート普及全国キャラバン（天神） 

③ 5月16日（木）ARES Jリート普及全国キャラバン（大阪） 
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2 取得予定資産取得後のポートフォリオの状況 

(1) 取得予定資産の概要 

本投資法人は、本募集の対象となる投資口の発行により調達した資金及び新規借入金により、

取得予定資産を取得することを予定しています。 

本投資法人は、取得予定資産について、2020年1月6日付で、各取得予定資産（（仮称）ＭＲＲ

きたもと（底地）を除きます。）に係る現受益者（以下、（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）の現

所有者と併せて「売主」といいます。）との間で、売買代金の調達を目的として買主が発行する

募集投資口の全ての払込金額の支払及び買主に対する売買代金の調達を目的とする貸付の実行に

より、買主が売買代金の資金調達を完了すること等を売買代金支払の前提条件とする信託受益権

売買契約（以下「本件売買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）以外）」といいます。）並び

に（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）に係る現所有者及び当該現所有者と同物件に係る信託受益権

又は所有権を譲り受ける旨の2019年11月14日付信託受益権売買契約（以下「本件原売買契約

（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地））」といいます。）を締結した譲受人との間で、2020年1月6

日付で、本件原売買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地））の買主としての地位及びこれに基

づく権利義務を本投資法人に移転する旨（以下「本件地位譲渡」といいます。）の地位譲渡契約

（以下「本件地位譲渡契約」といい、本件地位譲渡契約と本件原売買契約（（仮称）ＭＲＲきた

もと（底地））とを併せて、本件売買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地））といい、本件売

買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地））と本件売買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）

以外）とを併せて「本件売買契約」といいます。）を締結しています。 

本件売買契約においては、売主又は本投資法人のいずれかが本件売買契約上の債務を履行せ

ず、又は、本件売買契約に定める売主の表明保証事項若しくは本投資法人の表明保証事項につき

重大な違反が判明し、かつ、本件売買契約の目的を達成することができない場合に、催告の上契

約の解除ができます。 

ただし、本件売買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）以外）においては、売買代金の調達

を目的として本投資法人が発行する募集投資口の全ての払込金額の支払及び本投資法人に対する

売買代金の調達を目的とする貸付の実行により、本投資法人が売買代金の資金調達を完了するこ

と等が売買代金支払の前提条件とされており、かかる条件が成就しない場合には、本投資法人

は、違約金を負担することなく本件売買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）以外）を解除で

きるものとされています。また、本件地位譲渡契約においては、(i)本投資法人は、本件売買契

約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地））に基づく売買代金相当額の資金を新投資口の発行又は借

入により調達できない場合、売買実行日の5営業日前まで（同日を含む。）に、本件地位譲渡契

約の他の当事者及び関連する信託受益権に関する信託受託者に対する書面による通知により、本

件地位譲渡を解除することができるものとされ、かつ、(ii)かかる解除が行われた後は、本投資

法人が本件売買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地））に基づく一切の義務から免れるものと

されています。したがって、本募集又は資金の借入れ等が完了できずに本件売買契約上の代金支

払義務を履行できない場合においても、当該履行できないことにより違約金を支払うことにはな

らないため、本投資法人の財務及び分配金等に直接的に重大な悪影響を与える可能性は低いと考

えています。 

なお、（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）以外の取得予定資産の売主は、いずれも本資産運用会

社の自主ルールである利害関係人等取引規程に定める利害関係人等に該当し、（仮称）ＭＲＲき

たもと（底地）についても本件地位譲渡契約を締結した買主が利害関係人等に該当することか

ら、本資産運用会社は、利害関係人等取引規程その他の社内規程に基づき、必要な審議及び決議

を経ています。本資産運用会社の自主ルールである利害関係人等取引規程については、参照有価

証券報告書「第二部 投資法人の詳細情報 第3 管理及び運営 2 利害関係人との取引制限 (2) 

利害関係人等取引規程」をご参照ください。 
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① 取得予定資産の概要 

取得予定資産の物件名称、取得予定価格、投資比率、不動産鑑定評価額、対不動産鑑定評価

額、売主及び取得予定年月日は、以下のとおりです。 

分

類 

物件 

番号 
物件名称 

取得予定 

価格 

（百万円） 

(注1) 

投資 

比率 

（％） 

(注2) 

不動産 

鑑定 

評価額 

（百万円） 

(注3) 

対不動産 

鑑定 

評価額 

（％） 

(注4) 

売主 

取得予定 

年月日 

(注5) 

レ

ジ

デ

ン

ス 

Rp-09 アルティザ鶴舞 430 8.7 468 91.8 株式会社マリモ 2020年1月21日 

Rp-10 
アルティザ 

淡路駅東 
1,180 23.8 1,290 91.4 株式会社マリモ 2020年1月21日 

Rp-11 
（仮称）アルティ

ザ松本 
640 12.9 665 96.2 株式会社マリモ 2020年1月21日 

小計／平均 2,250 45.5 2,423 92.8 － － 

商

業

施

設 

Cp-12 
（仮称）ＭＲＲ 

あきたⅡ 
970 19.6 994 97.5 株式会社マリモ 2020年1月21日 

Ct-01 
（仮称）ＭＲＲ 

いちはら（底地） 
700 14.1 1,190 58.8 株式会社マリモ 2020年1月21日 

Ct-02 
（仮称）ＭＲＲ 

きたもと（底地） 
1,030 20.8 1,120 91.9 

合同会社北本 

プロジェクト 
2020年1月21日 

小計／平均 2,700 54.5 3,304 81.7 － － 

合計／平均 4,950 100.0 5,727 86.4 － － 

(注1)  「取得予定価格」は、本件売買契約に記載された各物件の売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含みませ

ん。）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。 
(注2)  「投資比率」は、取得予定価格の合計に占める各物件の取得予定価格の割合を示しており、小数第2位を四捨五入して記載していま

す。 
(注3)  各物件の鑑定評価については、日本ヴァリュアーズ株式会社及び株式会社谷澤総合鑑定所に委託しており、2019年11月30日を価格時点

とする各不動産鑑定評価書に記載された鑑定評価額を記載しています。 
(注4)  「対不動産鑑定評価額」とは、各物件の取得予定価格を不動産鑑定評価額で除した値をいい、小数第2位を切り捨てて記載していま

す。なお、小計欄又は合計欄には、取得予定価格の小計又は合計を不動産鑑定評価額の小計又は合計で除した値を記載しています。 
(注5)  「取得予定年月日」は、本書の日付現在、上表記載のとおりですが、本募集の払込期日又は今後行う借入れの実行日が決定した際に、

数日程度繰り下げられることがあります。以下同じです。 
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② 本募集後の本投資法人のポートフォリオ一覧 

本募集後のポートフォリオの概要は、以下のとおりです。 

 

分 
類 

物件 
番号 

物件名称 所在地 
土地面積
（㎡） 
(注1) 

建物面積 
（㎡） 
(注2) 

建築時期 
(注3) 

年間 
賃料収入 
(百万円) 
(注4) 

賃貸面積
（㎡） 
(注5) 

賃貸可能面
積 

（㎡） 
(注6) 

テナ 
ント 
数 

(注7) 

稼働率 
（％） 
(注8) 

保有資産 

レ
ジ
デ
ン
ス 

Rp-01 
アルティザ
仙台花京院 

宮城県 
仙台市 
宮城野 
区 

2,213.78 11,345.53 
2009年 
1月26日 

265 9,684.37 9,810.37 165 98.7 

Rp-02 
アルティザ
上前津 

愛知県 
名古屋市 
中区 

238.96 1,156.48 
2014年 
3月6日 

35 1,071.56 1,096.48 43 97.7 

Rp-03 
アルティザ

博多 
プレミア 

福岡県 
福岡市 
博多区 

982.70 3,961.45 
2006年 
2月22日 

97 3,642.69 3,804.39 112 95.7 

Rp-04 
アルティザ
博多駅南 

福岡県 
福岡市 
博多区 

454.93 1,811.55 
2006年 
6月20日 

45 1,667.00 1,691.50 65 98.6 

Rp-05 
アルティザ
東別院 

愛知県 
名古屋市 
中区 

253.68 1,514.38 
2016年 
2月22日 

44 1,336.50 1,336.50 54 100.0 

Rp-06 
アルティザ
上前津Ⅱ 

愛知県 
名古屋市
中区 

354.25 1,652.42 
2016年 
2月8日 

47 1,494.01 1,557.90 48 95.9 

Rp-07 
アルティザ
千代田 

愛知県 
名古屋市 
中区 

420.08 2,176.78 
2017年 
9月12日 

70 2,062.06 2,062.06 78 100.0 

Rp-08 
アルティザ
東島田 

岡山県 
岡山市 

572.80 2,029.25 
2016年 
12月16日 

51 1,670.40 1,809.60 48 92.3 

Rt-01 
アルティザ

池尻 
東京都 
世田谷区 

273.63 781.69 
2014年 
3月16日 

35 594.2 641.16 18 92.7 

Rt-02 
アルティザ

都筑 
中央公園 

神奈川県 
横浜市 
都筑区 

2,707.36 3,913.86 
1989年 
4月27日 

84 3,668.33 3,731.75 61 98.3 

Rt-03 
アルティザ

川崎 
ＥＡＳＴ 

神奈川県 
川崎市 
川崎区 

1,628.25 3,055.80 
1998年 
3月25日 

60 3,055.80 3,055.80 1 100.0 

Rt-04 
アルティザ
相武台 

神奈川県 
座間市 

3,244.25 6,148.56 
1993年 
2月14日 

106 5,630.57 5,703.73 83 98.7 
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分 
類 

物件 
番号 

物件名称 所在地 
土地面積
（㎡） 
(注1) 

建物面積 
（㎡） 
(注2) 

建築時期 
(注3) 

年間 
賃料収入 
(百万円) 
(注4) 

賃貸面積
（㎡） 
(注5) 

賃貸可能面
積 

（㎡） 
(注6) 

テナ 
ント 
数 

(注7) 

稼働率 
（％） 
(注8) 

商
業
施
設 

Cp-01 
ＭＲＲ 

おおむた 
福岡県 
大牟田市 

20,039.48 
(注9) 

①837.00 
②1,136.15 
③823.80 
④335.97 
⑤664.18 
⑥115.80 
⑦1,699.00 
⑧810.79 
⑨80.35 
(注9) 

①2005年 
3月25日 
②2006年 
6月28日 
③2005年 
3月25日 
④2005年 
11月30日 
⑤2005年 
3月25日 
⑥2005年 
3月25日 
⑦2005年 
3月25日 
⑧2005年 
3月25日 
⑨2017年 
8月3日 
(注9) 

102 6,485.11 6,485.11 9 100.0 

Cp-02 
垂水駅前ゴ
ールドビル 

兵庫県 
神戸市 
垂水区 

329.15 771.93 
2008年 
6月26日 

42 678.57 678.57 7 100.0 

Cp-03 
Ｆｏｏｄａ
ｌｙ青葉店 

宮崎県 
宮崎市 

3,821.51 
(注10) 

1,681.49 
2009年 
4月20日 

32 1,729.30 1,729.30 1 100.0 

Cp-04 
ヤマダ電機
テックラン
ド三原店 

広島県 
三原市 

11,876.87 7,361.00 
2008年 
9月5日 

非開示 
(注11) 

11,579.19 
(注12) 

11,579.19 
(注12) 

1 100.0 

Cp-05 
ヤマダ電機
テックラン
ド時津店 

長崎県 
西彼杵郡 
時津町 

①7,679.69 
②1,859.00 
(注13) 

5,998.15 
1981年 
5月5日 

非開示 
(注11) 

5,998.15 
(注12) 

5,998.15 
(注12) 

1 100.0 

Cp-07 
ＭＲＲ 

くまもと 

熊本県 
熊本市 
中央区 

6,249.39 
①11,993.41 
② 6,089.71 

(注14) 

①2008年 
10月16日 
②1986年 
1月15日 
(注14) 

238 11,018.04 11,157.71 22 98.7 

Cp-08 
ＭＲＲ 
させぼ 

長崎県 
佐世保市 

5,611.24 5,089.63 
2008年 
4月1日 

111 4,871.10 5,070.01 4 96.1 

Cp-09 
ＭＲＲ 

いとしま 
福岡県 
糸島市 

5,529.25 3,002.70 
2008年 
7月2日 

81 2,842.78 2,842.78 3 100.0 

Cp-10 
ＭＲＲ 
あきた 

秋田県 
秋田市 

9,281.47 
(注15) 

830.28 
(注15) 

1994年 
4月8日 

64 8,416.10 8,416.10 4 100.0 

Cp-11 

スーパーセ
ンタートラ
イアル時津
店（底地） 

長崎県 
西彼杵郡 
時津町 

13,719.74 － － 
非開示 
(注11) 

13,719.74 13,719.74 1 100.0 

ホ
テ
ル 

Hp-01 
ルートイン
一宮駅前 

愛知県 
一宮市 

817.67 3,988.87 
2008年 
5月30日 

非開示 
(注11) 

3,860.81 3,860.81 1 100.0 

オ
フ
ィ
ス 

Op-01 
ＭＲＲ 

デルタビル 
広島県 
広島市 

1,007.03 4,387.69 
2002年 
11月1日 

112 3,053.57 3,053.57 14 100.0 

Op-02 
プレスト 
博多祇園 
ビル 

福岡県 
福岡市 
博多区 

622.43 2,239.53 
2008年 
8月17日 

60 1,931.47 1,931.47 1 100.0 

小計／平均 101,788.59 99,485.18 － 2,226 111,761.42 112,823.75 845 99.1 
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分 
類 

物件 
番号 

物件名称 所在地 
土地面積
（㎡） 
(注1) 

建物面積 
（㎡） 
(注2) 

建築時期 
(注3) 

年間 
賃料収入 
(百万円) 
(注4) 

賃貸面積
（㎡） 
(注5) 

賃貸可能面
積 

（㎡） 
(注6) 

テナ 
ント 
数 

(注7) 

稼働率 
（％） 
(注8) 

取得予定資産 

レ
ジ
デ
ン
ス 

Rp-09 
アルティザ 

鶴舞 

愛知県 
名古屋市 
中区 

213.21 968.51 
2019年 
2月 

26 813.45 841.50 29 96.7 

Rp-10 
アルティザ 
淡路駅東 

大阪府 
大阪市 
東淀川区 

856.49 2,294.66 
2019年 
10月 

10 312.51 2180.10 13 14.3 

Rp-11 
（仮称） 
アルティザ 

松本 

長野県 
松本市 

1,528.65 3,103.67 
1998年 
3月 

47 2,377.49 3,012.53 46 78.9 

商
業
施
設 

Cp-12 
（仮称） 
ＭＲＲ 

あきたⅡ 

秋田県 
秋田市 

14,902.48 
①4,304.81 
②1,314.39 
(注14) 

①2004年3月 
②1985年4月 

(注14) 
84 5,587.25 5,587.25 2 100.0 

Ct-01 

（仮称） 
ＭＲＲ 

いちはら 
（底地） 

千葉県 
市原市 

18,326.77 － － 42 18,326.76 18,326.76 5 100.0 

Ct-02 

（仮称） 
ＭＲＲ 

きたもと 
（底地） 

埼玉県 
北本市 

11,452.94 － － 
非開示
(注11) 

11,451.00 11,451.00 1 100.0 

小計／平均 47,280.54 11,986.04 － 
非開示
(注11) 

38,868.46 41,399.14 96 98.1 

合計／平均 149,069.13 111,465.41 － 
非開示
(注11) 

150,629.88 154,222.89 941 98.8 

(注1)  「土地面積」は、登記簿に基づいて土地の面積（借地がある場合には借地面積を含みます。）の合計を記載しています。 
(注2)  「建物面積」は、登記簿に基づいて建物の床面積（附属建物も含みます。）の合計を記載しています。 
(注3)  「建築時期」は、主たる建物の登記簿上の新築年月日を記載しています。 
(注4)  「年間賃料収入」は、取得予定資産については、2019年11月末日現在の各取得予定資産に係る賃借人との間で締結されている賃貸借契

約（ただし、建物に係る賃貸借契約においては、倉庫及び土地（平面駐車場を含みます。）を除きます。）に規定されている月額固定

賃料（共益費を含みます。）を12倍した金額を、百万円未満を切り捨てて記載しています（ただし、2019年11月末日現在において、覚

書等で本投資法人の取得までに賃料が変動することが合意されているものについては、当該変動を反映して算出しています。）。な

お、当該取得予定資産につきマスターリース契約が締結されている場合において、賃料額がエンドテナントとの間で締結されている賃

貸借契約に規定されている賃料額の合計額と同額とされている場合、エンドテナントとの賃貸借契約に規定されている年間賃料又は月

額賃料を12倍した金額を、百万円未満を切り捨てて記載しています（ただし、2019年11月末日現在において、覚書等で本投資法人の取

得までに賃料が変動することが合意されているものについては、当該変動を反映して算出しています。）。また、本投資法人の取得時

にマスターリース種別が賃料固定型マスターリース契約に変更される予定である場合には、本投資法人又は信託受託者とマスターリー

ス会社との間で締結されている賃貸借契約等に表示された月額賃料（共益費は含みますが、駐車場やトランクルーム等の付属施設の使

用料は除きます。）の合計額を記載しています。なお、消費税等は除いています。 
     他方で、保有資産については、第6期における不動産賃貸事業収益に加え、その他賃貸事業収益も含んだ数値に基づいて年換算値を算

出し記載しています。 
なお、アルティザ淡路駅東については、2020年1月21日から同年6月末日までの間、信託受託者とマリモとの間で、マリモがエンドテナ

ントから受領する賃料に関わらず満室時の想定賃料収入の95％相当の賃料をマリモが信託受託者に対して支払うこと、マリモがエンド

テナントから受領する賃料が満室時の想定賃料収入の95％相当額を超過した場合には、当該超過額をマリモが信託受託者に支払うこと

を内容とする賃料固定型マスターリース契約を締結する予定ですが、本書の日付現在、当該契約は未締結です 
(注5)  「賃貸面積」は、2019年11月末日現在の賃貸することが可能な面積のうち本投資法人の保有持分に相当する面積で、本投資法人とテナ

ントの間で締結予定又は締結済みの賃貸借契約書又は当該物件の図面に表示されているものを記載しています。パス・スルー型マスタ

ーリース契約が締結されている場合にはエンドテナントとの間で締結済みの賃貸借契約書又は当該物件の図面に表示されているものを

記載しています。なお、信託受託者とマリモの間で、ヤマダ電機テックランド三原店に係るものについては賃料固定型マスターリース

契約、それ以外の保有資産及び取得予定資産についてはパス・スルー型のマスターリース契約が締結されています。以下同じです。 
なお、上記のとおり、アルティザ淡路駅東については、2020年1月21日から同年6月末日までの間、信託受託者とマリモとの間で、マリ

モがエンドテナントから受領する賃料に関わらず満室時の想定賃料収入の95％相当の賃料をマリモが信託受託者に対して支払うこと、

マリモがエンドテナントから受領する賃料が満室時の想定賃料収入の95％相当額を超過した場合には、当該超過額をマリモが信託受託

者に支払うことを内容とする賃料固定型マスターリース契約を締結する予定ですが、本書の日付現在、当該契約は未締結です。 
(注6)  「賃貸可能面積」は、各物件に係る建物の（ただし、底地物件については、その土地の）本投資法人が賃貸可能と考える面積を記載し

ています。以下同じです。 
(注7)  「テナント数」は、2019年11月末日現在の各物件に係る賃借人の数を記載しています。建物に係る賃貸借契約においては、住居・店

舗・事務所等を用途とする賃貸借契約の賃借人について、同一の賃借人が複数の区画を賃借している場合には、区画ごとに1件として

計算した数字を記載しています。パス・スルー型マスターリース契約が締結されている場合には、マスターリース会社と賃貸借契約を

締結済みの転借人の数を記載しています。したがって、同一の賃借人への賃貸区画を1件として計算すると、テナント数が少なくなる

物件があります。なお、マスターリース会社が転借人と賃料固定型サブマスターリース契約による賃貸借契約を締結している場合に

は、その転借人の数を1件として記載しています。また、「テナント数」の合計は、各物件のテナント数を単純合算した数値を記載し

ています。 
(注8)  「稼働率」は、2019年11月末日現在における、各物件に係るテナントとの間で締結されている各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合

計を各物件に係る建物の（ただし、底地物件については、その土地の）本投資法人が賃貸可能と考える面積で除して得られた数値の小

数第2位を四捨五入して記載しています。なお、取得予定資産のうち、アルティザ淡路駅東については、2019年10月に竣工しており、

本書の日付現在未だ竣工後のリースアップ中です（2019年11月末時点の稼働率は14.3％）。アルティザ淡路駅東については、2020年1
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月21日から同年6月末日までの間、当該物件の信託受託者とマリモとの間で、マリモがエンドテナントから受領する賃料に関わらず満

室時の想定賃料収入の95％相当の賃料をマリモが信託受託者に対して支払うこと等を内容とする賃料固定型マスターリース契約を締結

する予定であることから、本物件については稼働率を95％とみなして取得予定資産に係る「平均稼働率」及びポートフォリオ全体に係

る「平均稼働率」を算定しています。 
(注9)  土地面積には転借地部分の面積（1,519.00㎡）を含んでいます。また、敷地内に9棟建物が存在するため、建物面積及び建築時期をそ

れぞれ記載しています。 
(注10)  土地については、建物のための敷地権が設定されており、本投資法人が取得した建物持分割合に相当する敷地面積は約598㎡（約

15.6％）です。 
(注11) テナントの承諾が得られていないため非開示としています。なお、ヤマダ電機テックランド三原店については、テナントはマリモであ

るものの、エンドテナントとの間の契約内容に関わる項目があり、エンドテナントからの承諾が得られていないことを考慮して、非開

示としています。 
(注12) ヤマダ電機テックランド三原店及びヤマダ電機テックランド時津店の賃貸可能面積及び賃貸面積には、1階自動車車庫（建物下のピロ

ティ式駐車場部分）及び倉庫棟の面積を含みます。 
(注13) ①は店舗が所在する敷地面積に関する事項を、②は隔地に所在する店舗用駐車場面積に関する事項をそれぞれ記載しています。①には

借地部分の面積（2,124.42㎡）を含んでいます。 
(注14) 敷地内に2棟建物が存在するため建物面積及び建築時期をそれぞれ記載しています。 
(注15) 敷地内に4棟建物が存在しますが、本投資法人が所有している不動産信託受益権の信託財産に含まれている建物は1棟のみです。残りの

3棟は、信託受託者から土地を賃借している者が所有しています。建物面積は本投資法人が所有している不動産信託受益権の信託財産

に含まれている建物1棟（以下「取得建物」といいます。）の面積を記載しており、信託財産に含まれている賃借権の対象である土地

の面積（780.03㎡）は含まれていません。また、信託受託者は土地及び建物を所有し賃貸しているため、賃貸面積及び賃貸可能面積に

ついては、取得建物及び取得建物の敷地以外の土地に係る面積をそれぞれ記載しています。 
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③ 不動産鑑定評価書の概要 

本投資法人は、大和不動産鑑定株式会社、日本ヴァリュアーズ株式会社、一般財団法人日本

不動産研究所及び株式会社谷澤総合鑑定所から、保有資産については、2019年6月30日、取得

予定資産については、2019年11月30日を価格時点として不動産鑑定評価書を取得しています。

その概要は、以下のとおりです。 

不動産鑑定評価書は、一定時点における評価者たる鑑定機関の判断と意見であり、その内容

の妥当性、正確性及び当該鑑定評価額での取引可能性等を保証するものではありません。な

お、不動産鑑定評価を行った大和不動産鑑定株式会社、日本ヴァリュアーズ株式会社、一般財

団法人日本不動産研究所及び株式会社谷澤総合鑑定所と本投資法人及び本資産運用会社との間

には、特別の利害関係はありません。 

 

分 
類 

物件 
番号 

物件名称 
鑑定評価 
機関 

鑑定 
評価額 

(百万円) 

収益価格 
鑑定 

NOI利回
り（％） 
(注2) 

直接還元法
による価格 
（百万円） 

還元 
利回り 
（％） 

DCF法 
による価格 
（百万円） 

割引率 
（％） 

最終 
還元 
利回り 
（％） 

NOI 
(百万円) 
(注1) 

保有資産 

レ
ジ
デ
ン
ス 

Rp-01 
アルティザ 
仙台花京院 

大和不動産 
鑑定株式会社 

3,710 3,720 5.2 3,710 5.0 5.4 204 7.5 

Rp-02 
アルティザ 
上前津 

大和不動産 
鑑定株式会社 

535 544 4.9 531 4.7 5.1 27 6.9 

Rp-03 
アルティザ 
博多プレミ
ア 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

1,250 1,260 5.0 1,240 4.8 5.2 71 6.7 

Rp-04 
アルティザ 
博多駅南 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

564 568 4.9 559 4.7 5.1 32 6.4 

Rp-05 
アルティザ
東別院 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

675 681 4.7 669 4.5 4.9 32 5.1 

Rp-06 
アルティザ 
上前津Ⅱ 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

770 776 4.8 763 4.6 5.0 37 5.3 

Rp-07 
アルティザ 
千代田 

株式会社 
谷澤総合鑑定所 

1,090 1,090 4.6 1,090 4.7 4.8 51 5.2 

Rp-08 
アルティザ 
東島田 

株式会社 
谷澤総合鑑定所 

730 736 5.0 728 5.1 5.2 37 5.3 

Rt-01 
アルティザ 
池尻 

大和不動産 

鑑定株式会社 
710 725 3.9 704 3.7 4.1 28 4.7 

Rt-02 
アルティザ 
都筑中央公
園 

大和不動産 
鑑定株式会社 

1,120 1,130 4.9 1,110 4.7 5.1 63 6.0 

Rt-03 
アルティザ 
川崎ＥＡＳ
Ｔ 

大和不動産 
鑑定株式会社 

903 935 5.1 889 4.9 5.3 52 6.7 

Rt-04 
アルティザ 
相武台 

大和不動産 
鑑定株式会社 

1,320 1,330 5.1 1,320 4.9 5.3 77 6.8 

小計／平均 13,377 13,495 － 13,313 － － 716 6.3 
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分 
類 

物件 
番号 

物件名称 
鑑定評価 
機関 

鑑定 
評価額 

(百万円) 

収益価格 
鑑定 

NOI利回
り（％） 
(注2) 

直接還元法
による価格 
（百万円） 

還元 
利回り 
（％） 

DCF法 
による価格 
（百万円） 

割引率 
（％） 

最終 
還元 
利回り 
（％） 

NOI 
(百万円) 
(注1) 

商
業
施
設 

Cp-01 
ＭＲＲおお
むた 

一般財団法人 
日本不動産 
研究所 

1,280 1,280 6.3 1,270 6.0 6.5 87 6.9 

Cp-02 
垂水駅前ゴ
ールドビル 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

547 551 5.9 542 5.7 6.1 32 6.6 

Cp-03 
Ｆｏｏｄａ
ｌｙ青葉店 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

395 396 6.1 394 5.9 6.3 25 10.0 

Cp-04 
ヤマダ電機
テックラン
ド三原店 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

2,730 2,730 6.1 2,720 5.9 6.3 173 8.7 

Cp-05 
ヤマダ電機
テックラン
ド時津店 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

1,120 1,120 6.2 1,110 6.0 6.4 75 7.9 

Cp-07 
ＭＲＲ 
くまもと 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

2,380 2,390 5.7 2,380 5.5 5.9 145 6.9 

Cp-08 
ＭＲＲさせ
ぼ 

株式会社 
谷澤総合鑑定所 

1,270 1,280 5.6 1,260 5.7 5.8 73 7.4 

Cp-09 
ＭＲＲいと
しま 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

965 976 5.2 953 5.0 5.4 52 5.9 

Cp-10 
ＭＲＲあき
た 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

879 879 6.4 877 5.7 6.8 56 6.7 

Cp-11 

スーパーセ
ンタートラ
イアル時津
店 
（底地） 

株式会社 
谷澤総合鑑定所 

1,200 1,210 
5.0 

(注3) 
1,200 

1～9 
年度 
4.9 

10年度 
以降 
5.0 

5.0 57 5.0 

小計／平均 12,766 12,812 － 12,706 － － 780 7.1 

ホ
テ
ル 

Hp-01 
ルートイン 
一宮駅前 

大和不動産 
鑑定株式会社 

853 861 5.5 849 4.8 6.0 51 6.9 

小計／平均 853 861 － 849 － － 51 6.9 

オ
フ
ィ
ス 

Op-01 
ＭＲＲデル
タビル 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

1,280 1,290 5.5 1,270 5.3 5.7 76 6.4 

Op-02 
プレスト博
多祇園ビル 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

1,000 1,010 4.8 993 4.6 5.0 48 6.1 

小計／平均 2,280 2,300 － 2,263 － － 125 6.3 

中計／平均 29,276 29,468 － 29,131 － － 1,673 6.7 
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分 
類 

物件 
番号 

物件名称 
鑑定評価 
機関 

鑑定 
評価額 

(百万円) 

収益価格 
鑑定 

NOI利回
り（％） 
(注2) 

直接還元法
による価格 
（百万円） 

還元 
利回り 
（％） 

DCF法 
による価格 
（百万円） 

割引率 
（％） 

最終 
還元 
利回り 
（％） 

NOI 
(百万円) 
(注1) 

取得予定資産 

レ
ジ
デ
ン
ス 

Rp-09 
アルティザ
鶴舞 

株式会社 
谷澤総合鑑定所 

468 472 4.4 466 4.5 4.6 21 5.0 

Rp-10 
アルティザ
淡路駅東 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

1,290 1,300 4.4 1,270 4.2 4.6 58 5.0 

Rp-11 
（仮称）ア
ルティザ松
本 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

665 664 5.7 665 5.5 5.9 44 7.0 

小計／平均 2,423 2,436 － 2,401 － － 124 5.5 

商
業
施
設 

Cp-12 
（仮称）Ｍ
ＲＲあきた
Ⅱ 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

994 996 6.6 992 6.4 6.8 68 7.1 

Ct-01 
（仮称）Ｍ
ＲＲいちは
ら（底地） 

日本ヴァリュア
ーズ株式会社 

1,190 1,190 4.8 1,180 4.2 － 35 5.0 

Ct-02 
（仮称）Ｍ
ＲＲきたも
と（底地） 

株式会社 
谷澤総合鑑定所 

1,120 1,120 4.5 1,120 4.4 4.5 50 4.9 

小計／平均 3,304 3,306 － 3,292 － － 153 5.7 

中計／平均 5,727 5,742 － 5,693 － － 278 5.6 

合計／平均 35,003 35,210 － 34,824 － － 1,951 6.5 

(注1)  「NOI」とは、鑑定評価書に記載された運営収益から運営費用を控除した運営純収益（Net Operating Income）をいい、減価償却費を

控除する前の収益をいいます。NOIから敷金等の運用益や資本的支出を控除したNCF（純収益、Net Cash Flow）とは異なります。上記

NOIは直接還元法によるNOIです。なお、「NOI」は、百万円未満を切り捨てて記載しています。したがって、各物件のNOIを足し合わせ

てもポートフォリオ合計と一致していない場合があります。 
(注2)  「鑑定NOI利回り」は、NOIを取得（予定）価格で除して本資産運用会社が算出した数値を、小数第2位を四捨五入して記載していま

す。ただし、小計欄又は合計欄の数値は、NOIの小計又は合計を取得予定価格の小計又は合計で除して本資産運用会社が算出した数値

を、小数第2位を四捨五入して記載しています。かかる数値は、いずれも本資産運用会社が算出したものであり、不動産鑑定評価書に

記載されている数値ではありません。 
(注3)  現行賃貸借契約内容、不動産投資市場の動向、純収益の変動可能性等を総合的に勘案して算出した割引率を記載しています。 
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④ 建物状況評価報告書の概要 

本投資法人は、各保有資産及び取得予定資産について、建物検査、関連法規の遵守、修繕費

評価及び環境アセスメント等に関する報告書を東京海上日動リスクコンサルティング株式会社

及び株式会社ハイ国際コンサルタントより取得しています（以下、東京海上日動リスクコンサ

ルティング株式会社作成のエンジニアリング・レポート及び株式会社ハイ国際コンサルタント

作成の建物調査診断報告書を、併せて「建物状況評価報告書」といいます。）。建物状況評価

報告書の記載は報告者の意見を示したものに留まり、本投資法人がその内容の正確さを保証す

るものではありません。なお、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社及び株式会社ハ

イ国際コンサルタントと本投資法人及び本資産運用会社との間には、特別の利害関係はありま

せん。 

 

物件 

番号 
物件名称 調査業者 調査年月日 

短期修繕費 

（千円） 

(注1)(注2) 

長期修繕費 

（年平均） 

（千円） 

(注1)(注3) 

保有資産 

Rp-01 
アルティザ 

仙台花京院 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年7月8日 － 13,473 

Rp-02 アルティザ上前津 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年6月29日 － 1,093 

Rp-03 
アルティザ 

博多プレミア 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2016年5月12日 － 12,025 

Rp-04 
アルティザ 

博多駅南 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2016年5月12日 － 6,297 

Rp-05 アルティザ東別院 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2017年2月20日 － 989 

Rp-06 
アルティザ上前津

Ⅱ 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2017年10月5日 － 990 

Rp-07 アルティザ千代田 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2017年10月5日 － 1,188 

Rp-08 アルティザ東島田 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2018年10月18日 － 859 

Rt-01 アルティザ池尻 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年6月25日 － 349 

Rt-02 
アルティザ 

都筑中央公園 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年6月22日 － 8,326 

Rt-03 
アルティザ 

川崎ＥＡＳＴ 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年7月6日 － 5,269 

Rt-04 アルティザ相武台 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年7月6日 － 9,919 

Cp-01 ＭＲＲおおむた 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2016年5月16日 － 10,695(注4) 

Cp-02 
垂水駅前 

ゴールドビル 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年6月12日 － 1,124 

Cp-03 
Ｆｏｏｄａｌｙ 

青葉店 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2016年5月13日 － 1,747 

Cp-04 
ヤマダ電機テック

ランド三原店 

株式会社ハイ国際コンサ

ルタント 
2015年9月18日 1,480 14,382 

Cp-05 
ヤマダ電機テック

ランド時津店 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2016年5月17日 － 29,809 

Cp-07 ＭＲＲくまもと 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2017年10月10日 － 15,927 

Cp-08 ＭＲＲさせぼ 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2017年10月11日 － 3,492 

Cp-09 ＭＲＲいとしま 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2017年10月10日 － 3,466 

Cp-10 ＭＲＲあきた 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2017年10月4日 － 903 
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物件 

番号 
物件名称 調査業者 調査年月日 

短期修繕費 

（千円） 

(注1)(注2) 

長期修繕費 

（年平均） 

（千円） 

(注1)(注3) 

Cp-11 

スーパーセンター

トライアル時津店

（底地） 

－ － － － 

Hp-01 
ルートイン 

一宮駅前 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年6月30日 － 6,312 

Op-01 ＭＲＲデルタビル 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2015年6月18日 － 8,833 

Op-02 
プレスト博多 

祇園ビル 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2016年5月12日 － 3,446 

取得予定資産 

Rp-09 アルティザ鶴舞 
東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2019年10月18日 － 626 

Rp-10 
アルティザ淡路駅

東 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2019年10月31日 － 1,751 

Rp-11 
（仮称）アルティ

ザ松本 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2019年6月21日 400 6,251 

Cp-12 
（仮称）ＭＲＲあ

きたⅡ 

東京海上日動リスクコン

サルティング株式会社 
2019年11月13日 － 5,539 

Ct-01 
（仮称）ＭＲＲい

ちはら（底地） 
－ － － － 

Ct-02 
（仮称）ＭＲＲき

たもと（底地） 
－ － － － 

(注1)  「短期修繕費」及び「長期修繕費」は、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社又は株式会社ハイ国際コンサル

タントの作成した建物状況評価報告書の記載に基づき記載しています。 
(注2)  「短期修繕費」は、1年以内に行うべき修繕更新費用を示しています。日常の予防保守よりも優先的に修繕や交換が必要

な物理的不具合や保守の遅れ、設計上の欠陥や品質の悪さ、耐用年数が過ぎているものや建物状況評価報告書発行日か

ら1年以内に更新が必要なものも含まれます。これらの見積額は建物状況評価報告書の日付現在のものであり、本書の日

付現在のものではありません。また、「短期修繕費」を算出するにあたり、物件上昇率及び消費税は考慮されていませ

ん。 
(注3)  「長期修繕費」には、経年に伴う劣化に対して機能維持及び安全稼働していく上での修繕更新の費用であって、東京海

上日動リスクコンサルティング株式会社は建物状況評価報告書発行日から起算して12年以内に必要とされている修繕費

用及び更新費用を、株式会社ハイ国際コンサルタントは建物調査診断報告書発行日から起算して11年以内に必要とされ

ている修繕費用及び更新費用の合計を、本資産運用会社にて年平均額に換算し、千円未満を四捨五入して記載していま

す。これらの見積額は建物状況評価報告書の日付現在のものであり、本書の日付現在のものではありません。また、

「長期修繕費」を算出するにあたり、物件上昇率及び消費税は考慮されていません。 
(注4)  敷地内に9棟の建物が存在していますが、そのうち8棟のそれぞれの建物に関する長期修繕費の合計を記載しています。

2017年9月1日に取得した増築棟の長期修繕費は含んでいません。なお、当該増築棟単独の中長期修繕費（建物状況評価

報告書発行日から起算して12年以内に必要とされている修繕費用及び更新費用をいいます。）は、2017年7月31日付建物

状況評価報告書によると、年平均で68千円です。 

 

⑤ 保有資産、取得予定資産に係る設計者、施工者、確認検査機関、構造計算者及び構造計算確

認機関 

保有資産、取得予定資産に係る設計者、施工者、確認検査機関、構造計算者及び構造計算確

認機関は、以下のとおりです。 

なお、本投資法人は、第三者専門機関である東京海上日動リスクコンサルティング株式会社

及び株式会社ハイ国際コンサルタントに、構造計算書及び構造設計図の確認・検証業務を委託

し、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社からは設計者の故意により構造計算書の改

ざんが行われている疑いは認められず、また構造設計に関して、建築基準法及び同施行令等の

耐震上の規定に概ね適合した設計がなされていると判断する旨、株式会社ハイ国際コンサルタ

ントからは構造計算書の中に意図的な改竄操作がなされている箇所は見受けられず、構造計算

書と構造設計図は整合しており、したがって、建物建設時、構造設計図に基づき適切に施工さ

れていることを条件として、当該建物は当該構造計算書に記述されている内容によって設計当

時の建築基準法の耐震安全に関する要件を満足しているものと認められる旨の総合所見を取得

しています。かかる所見は、各機関の意見を示したものに留まり、本投資法人がその内容の正

確さを保証するものではありません。なお、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社及

び株式会社ハイ国際コンサルタントと本投資法人及び本資産運用会社との間には、特別の利害

関係はありません。 
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物件 
番号 

物件名称 設計者 施工者 確認検査機関 構造計算者 
構造計算 
確認機関 

保有資産 

Rp-01 
アルティザ
仙台花京院 

株式会社未来図
建設一級建築士

事務所 

株式会社未来図建
設 

株式会社都市居
住評価センター 

有限会社アーク
ブレイン 

震災後再計算：
株式会社アー
ル・アイ・エー 

(注2) 

東京海上日動 

リスクコンサ
ルティング 
株式会社 

Rp-02 
アルティザ
上前津 

株式会社日東建
設一級建築士事

務所 

株式会社日東建設 
ビューローベリ
タスジャパン 

株式会社 

佐瀬建築設計室 
－ 

(注3) 

Rp-03 
アルティザ
博多プレミ

ア 

株式会社JIN建
築設計 

株式会社さとうベ
ネック福岡支社 

日本ERI株式会
社 

有限会社環境構
造システム 

東京海上日動 

リスクコンサ
ルティング 
株式会社 

Rp-04 
アルティザ
博多駅南 

大東建託株式会

社福岡西支店一
級建築士事務所 

大東建託株式会社 福岡市建築主事 

大東建託株式会

社福岡西支店一
級建築士事務所 

東京海上日動 
リスクコンサ
ルティング 

株式会社 

Rp-05 
アルティザ
東別院 

合資会社三共建
築設計事務所 

株式会社日東建設 

ビューローベリ

タスジャパン株
式会社 

株式会社日東建

設一級建築士事
務所 

－ 
(注3) 

Rp-06 
アルティザ 
上前津Ⅱ 

株式会社日東建

設 一級建築士
事務所 

株式会社日東建設 

ビューローベリ

タスジャパン株
式会社 

有限会社建構設
計 

－ 
(注3) 

Rp-07 
アルティザ 

千代田 

アールプラス建

築設計株式会社 
株式会社アクシス 

ビューローベリ
タスジャパン株
式会社 

巧設計一級建築

士事務所 

－ 

(注3) 

Rp-08 
アルティザ 

東島田 
株式会社マリモ 株式会社みなみ 

ビューローベリ
タスジャパン株
式会社 

株式会社あい設

計 

－ 

(注3) 

Rt-01 
アルティザ
池尻 

株式会社AE総合
計画 

技研興業株式会社 
株式会社確認サ
ービス 

有限会社NCU一
級建築士事務所 

東京海上日動 
リスクコンサ
ルティング 

株式会社 

Rt-02 
アルティザ
都筑中央公

園 

株式会社日東設
計事務所 

株式会社大林組 横浜市建築主事 
株式会社日東設
計事務所 

東京海上日動 

リスクコンサ
ルティング 
株式会社 

Rt-03 

アルティザ

川崎ＥＡＳ
Ｔ 

株式会社田中建
築事務所 

小松建設工業株式
会社東京建築支店 

川崎市建築主事 
株式会社田中建
築事務所 

東京海上日動 
リスクコンサ
ルティング 

株式会社 

Rt-04 
アルティザ
相武台 

株式会社大誠建
築設計事務所 

西武建設株式会社 座間市建築主事 
株式会社大誠建
築設計事務所 

東京海上日動 

リスクコンサ
ルティング 
株式会社 
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物件 
番号 

物件名称 設計者 施工者 確認検査機関 構造計算者 
構造計算 
確認機関 

Cp-01 
ＭＲＲおお
むた 

①株式会社ライ
ト設計 

②藤川建築設計
事務所 
③株式会社ライ

ト設計 
④有限会社基設
計 

⑤株式会社ライ
ト設計 
⑥フロムティア
ホームズ一級建

築士事務所 
⑦株式会社ライ
ト設計 

⑧有限会社ひた
や建築工房一級
建築士事務所 

⑨前田吉彦建築
設計事務所 

①和久田建設株式

会社 
②株式会社熊谷組
九州支店 

③光進建設株式会
社 
④株式会社ワイザ

ー 
⑤光進建設株式会
社 
⑥和久田建設株式

会社 
⑦光進建設株式会
社 

⑧オオキタ建設株
式会社 
⑨株式会社藤原建

設 

①大牟田市建築
主事 
②日本ＥＲＩ株

式会社 
③大牟田市建築
主事 

④日本ＥＲＩ株
式会社 
⑤大牟田市建築

主事 
⑥日本ＥＲＩ株
式会社 
⑦大牟田市建築

主事 
⑧大牟田市建築
主事 

⑨一般財団法人
福岡県建築住宅
センター 

①株式会社ライ

ト設計 
②オフィス・ス
ペース・プラン

ニング一級建築
士事務所 
③株式会社ライ

ト設計 
④不明(注4) 
⑤株式会社ライ
ト設計 

⑥不明(注4) 
⑦株式会社ライ
ト設計 

⑧有限会社ひた
や建築工房一級
建築士事務所 

⑨－ 

①②③⑤⑦⑧

東京海上日動 
リスクコンサ
ルティング 
株式会社 

(注5) 

Cp-02 
垂水駅前ゴ
ールドビル 

株式会社泰成建
設設計事務所 

明石土建工業 
株式会社 

株式会社兵庫 
確認検査機構 

省成設計事務所 
－ 

(注3) 

Cp-03 
Ｆｏｏｄａ
ｌｙ青葉店 

株式会社マリモ 
西松建設株式会社
九州支店 

日本ＥＲＩ 
株式会社 

株式会社 
塩見設計 

東京海上日動 

リスクコンサ
ルティング 
株式会社 

Cp-04 
ヤマダ電機
テックラン

ド三原店 

株式会社ディー
エス設計1級建

築士事務所 

大木建設株式会社 
株式会社国際確
認検査センター 

有限会社高橋啓
之設計事務所 

株式会社ハイ
国際コンサル

タント 

Cp-05 

ヤマダ電機

テックラン
ド時津店 

（新築時） 
株式会社建友社

一級建築士事務
所（増築時）林
田八郎建築士事

務所 
（2006年改修
時） 

株式会社ディー
エス設計1級建
築士事務所 

（新築時） 
不明 
（増築時） 

清水建設株式会社 
（2006年改修時） 
 起産建設工事共

同企業体 

長崎県建築主事 

（新築時） 
株式会社建友社
一級建築士事務

所 
（増築時） 
林田八郎建築士

事務所 
（2006年改修
時） 

該当なし 

東京海上日動 
リスクコンサ
ルティング 

株式会社 

Cp-07 
ＭＲＲくま
もと 

（商業棟） 
戸田建設株式会
社九州支店一級

建築士事務所 
（駐車場棟） 
三幸企業建築設

計事務所 

（商業棟） 
戸田建設株式会社

九州支店 
（駐車場棟） 
不詳 

（商業棟） 
日本ＥＲＩ 

株式会社 
（駐車場棟） 
熊本市建築主事 

（商業棟） 
戸田建設株式会
社九州支店一級

建築士事務所 
（駐車場棟） 
内田真寿美建築

事務所 

（商業棟） 
－(注3) 
（駐車場棟） 

東京海上日動
リスクコンサ
ルティング 

株式会社 

Cp-08 
ＭＲＲさせ
ぼ 

大和ハウス工業
株式会社長崎支
店建築一級建築

士事務所 

大和ハウス工業 
株式会社長崎支店 

日本ＥＲＩ株式
会社 

（商業棟） 
大和ハウス工業

株式会社福岡支
店一級建築士事
務所 

（駐車場棟） 
株式会社三吉野
設計 

－ 
(注3) 

Cp-09 
ＭＲＲいと
しま 

大和ハウス工業
株式会社福岡支
店建築一級建築

士事務所 

大和ハウス工業 
株式会社福岡支店 

ビューローベリ
タスジャパン 
株式会社 

大和ハウス工業
株式会社福岡支
店一級建築士事

務所 

－ 
(注3) 
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物件 
番号 

物件名称 設計者 施工者 確認検査機関 構造計算者 
構造計算 
確認機関 

Cp-10 
ＭＲＲあき

た 

株式会社建築企
画一級建築士事
務所 

加藤建設株式会社 秋田市建築主事 不明(注7) 

東京海上日動
リスクコンサ

ルティング株
式会社 

Cp-11 

スーパーセ
ンタートラ
イアル時津
店（底地） 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

Hp-01 
ルートイン

一宮駅前 

株式会社レーモ

ンド設計事務所 
中村建設株式会社 

ビューローベリ
タスジャパン 
株式会社 

株式会社レーモ

ンド設計事務所 

東京海上日動 
リスクコンサ

ルティング 
株式会社 

Op-01 
MRRデルタ
ビル 

株式会社沖本初
建築設計事務所 

株式会社竹中工務
店 広島支店 

広島県建築主事 
株式会社沖本初 
建築設計事務所 

東京海上日動 

リスクコンサ
ルティング 
株式会社 

Op-02 
プレスト博

多祇園ビル 

株式会社蓮建築
研究所一級建築
士事務所 

みらい建設工業株

式会社 
福岡市建築主事 

造デザイン一級

建築士事務所 

東京海上日動 
リスクコンサ

ルティング 
株式会社 

取得予定資産 

Rp-09 
アルティザ
鶴舞 

株式会社日東建

設一級建築士事
務所 

株式会社日東建設 

ビューローベリ

タスジャパン 
株式会社 

株式会社日東建

設一級建築士事
務所 

－ 
(注3) 

Rp-10 
アルティザ

淡路駅東 

一級建築士事務
所スナダ建設株
式会社 

スナダ建設株式会

社 

建築検査機構 

株式会社 

株 式 会 社 k ・

s.T.T 

－ 

(注3) 

Rp-11 

（仮称）ア

ルティザ松
本 

株式会社キンキ
総合設計 

北野建設株式会社 松本市建築主事 
株式会社キンキ
総合設計 

東京海上日動 
リスクコンサ
ルティング 

株式会社 

Cp-12 
（仮称）Ｍ
ＲＲあきた

Ⅱ 

①大和ハウス工
業株式会社秋田

支店建築一級建
築士事務所 
（②新築時） 

大和ハウス工業
株式会社 
（②1回目増築

時） 
有限会社柳設計
事務所 

（②2回目増築
時） 
有限会社高橋啓

之設計事務所 

①大和ハウス工業 

株式会社秋田支店 
②大和ハウス工業
株式会社 

秋田市建築主事 

①大和ハウス工
業株式会社秋田

支店建築一級建
築士事務所 
（②新築時） 

大和ハウス工業
株式会社 
（②1回目増築

時） 
有限会社柳設計
事務所 

（②2回目増築
時）有限会社高
橋啓之設計事務

所 

東京海上日動 

リスクコンサ
ルティング 
株式会社 

Ct-01 
（仮称）Ｍ
ＲＲいちは

ら（底地） 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

Ct-02 

（仮称）Ｍ

ＲＲきたも
と（底地） 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

－ 
(注6) 

(注1)  設計者、施工者、確認検査機関、構造計算者及び構造計算確認機関の各欄に記載の名称については、設計、施工、確認検

査、構造計算及び構造計算確認がなされた当時の社名を記載しています。 
(注2)  2011年3月11日に発生した東日本大震災の後に建物改修工事が実施され、その後、構造計算が再度行なわれています。 
(注3)  構造計算適合性判定機関による構造計算適合性判定を経ているため、構造計算書の妥当性については調査していません。 
(注4)  建築基準法第6条第1項第4号に定める建物では、構造計算が義務付けられておらず、確認申請時に構造計算書の添付が不要

とされており、構造計算がされたか否かの確認がとれていません。 
(注5)  敷地内に9棟建物が存在しますが、9棟のうち3棟は建築基準法第6条第1項第4号に定める建築物に該当するため、構造計算確

認はなされていません。 
(注6)  スーパーセンタートライアル時津店（底地）は底地のみを保有しており、また、（仮称）ＭＲＲいちはら（底地）及び（仮

称）ＭＲＲきたもと（底地）は底地のみを取得する予定であるため、記載していません。 
(注7)  ＭＲＲあきたについては、構造計算者に関する資料を前受益者から受領していないため、不明です。 
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⑥ 地震リスク分析等の概要 

各保有資産及び取得予定資産に係るPML（予想最大損失率）は、以下のとおりです。保有資

産及び取得予定資産に係る各PMLの数値は、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社に

よる2019年12月付地震リスク調査ポートフォリオ解析報告書に基づいて記載しています。な

お、本書の日付現在、各保有資産及び取得予定資産について地震保険を付保する予定はありま

せん。 

 

物件 

番号 
物件名称 PML値（予想最大損失率）（％） 

保有資産 

Rp-01 アルティザ仙台花京院 4.4 

Rp-02 アルティザ上前津 6.6 

Rp-03 アルティザ博多プレミア 5.1 

Rp-04 アルティザ博多駅南 3.9 

Rp-05 アルティザ東別院 7.9 

Rp-06 アルティザ上前津Ⅱ 6.9 

Rp-07 アルティザ千代田 6.3 

Rp-08 アルティザ東島田 3.1 

Rt-01 アルティザ池尻 8.2 

Rt-02 アルティザ都筑中央公園 6.7 

Rt-03 アルティザ川崎ＥＡＳＴ 8.6 

Rt-04 アルティザ相武台 8.6 

Cp-01 ＭＲＲおおむた(注1) 9.4 

Cp-02 垂水駅前ゴールドビル 13.7 

Cp-03 Ｆｏｏｄａｌｙ青葉店 4.9 

Cp-04 ヤマダ電機テックランド三原店 1.9 

Cp-05 ヤマダ電機テックランド時津店 13.6 

Cp-07 ＭＲＲくまもと 8.9 

Cp-08 ＭＲＲさせぼ 0.5 

Cp-09 ＭＲＲいとしま 5.9 

Cp-10 ＭＲＲあきた(注2) 10.0 

Cp-11 スーパーセンタートライアル時津店（底地） －(注3) 

Hp-01 ルートイン一宮駅前 4.0 
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物件 

番号 
物件名称 PML値（予想最大損失率）（％） 

Op-01 ＭＲＲデルタビル 5.3 

Op-02 プレスト博多祇園ビル 3.5 

取得予定資産 

Rp-09 アルティザ鶴舞 7.3 

Rp-10 アルティザ淡路駅東 7.0 

Rp-11 （仮称）アルティザ松本 13.7 

Cp-12 （仮称）ＭＲＲあきたⅡ 
①7.5 

②9.5 

Ct-01 （仮称）ＭＲＲいちはら（底地） －(注3) 

Ct-02 （仮称）ＭＲＲきたもと（底地） －(注3) 

ポートフォリオ全体(注3) 1.3 

(注1)  敷地内に9棟の建物が存在し、当該9棟全体にかかるPML数値を記載しています。 
(注2)  敷地内に4棟建物が存在しますが、本投資法人が取得した不動産信託受益権に信託財産として含まれる1棟にかか

るPML数値を記載しています。 
(注3)  「ポートフォリオ全体」に記載の数値は、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社による2019年12月付

「建物地震リスク調査ポートフォリオ解析報告書」に基づきポートフォリオ全体に関するPML値を記載していま

す。スーパーセンタートライアル時津店（底地）は底地のみの所有で建物は所有しておらず、（仮称）ＭＲＲい

ちはら（底地）及び（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）は底地のみを取得する予定であるため、ポートフォリオ全

体のPMLの算定対象に含まれていません。 

 

⑦ 主要な不動産に関する情報 

本投資法人が取得予定資産を全て予定どおり取得した場合において、主要な不動産（当該物

件の不動産賃貸事業収益が本投資法人の保有資産全体の不動産賃貸事業収益合計の10％以上を

占める不動産をいいます。）の概要は、以下のとおりです。 

 

 
テナントの 

総数(注1) 

総賃料収入 

（百万円） 

(注2) 

賃貸面積 

（㎡） 

賃貸可能面積 

（㎡） 

稼働率 

（％）(注3) 

アルティザ 

仙台花京院 
165 267 9,684.37 9,810.37 98.7 

(注1)  「テナントの総数」は、2019年11月末日現在の保有資産に係る賃借人の数を記載しています。建物に係る賃貸借

契約においては、住居・店舗・事務所等を用途とする賃貸借契約の賃借人について、同一の賃借人が複数の区画

を賃借している場合には、区画ごとに1件として計算した数字を記載しています。パス・スルー型マスターリー

ス契約が締結されている場合には、マスターリース会社と賃貸借契約を締結済みの転借人の数を記載していま

す。したがって、同一の賃借人への賃貸区画を1件として計算すると、テナント数が少なくなる物件がありま

す。なお、マスターリース会社が転借人と賃料固定型サブマスターリース契約による賃貸借契約を締結している

場合には、その転借人の数を1件として記載しています。 
(注2)  「総賃料収入」は、第6期における不動産賃貸事業収益に加え、その他賃貸事業収益も含んだ数値に基づいて年

換算値を算出し記載しています。 
(注3)  「稼働率」は、2019年11月末日現在の稼働率（総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合）を記載してい

ます。 

 

⑧ 主要なテナントに関する情報 

該当事項はありません。 

 

⑨ 担保の状況 

該当事項はありません。 
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(2) ポートフォリオの概況 

本投資法人が取得予定資産を全て予定どおり取得した場合のポートフォリオの分散の概況は、

以下のとおりです。 

 

① 用途別投資比率（取得（予定）価格ベース） 

分類 物件数 取得（予定）価格（百万円） 比率（％）(注) 

レジデンス 15 13,550 45.2 

商業施設 13 13,665 45.6 

ホテル 1 740 2.5 

オフィス 2 2,000 6.7 

合計 31 29,955 100.0 

(注)  比率は、取得（予定）価格を基準に算出し、小数第2位を四捨五入して記載しています。したがって、比率の合計が全体

の合計と一致しない場合があります。 

 

② 地域別投資比率（取得（予定）価格ベース） 

所在地の属する地方 物件数 取得（予定）価格（百万円） 比率（％）(注) 

北海道 － － － 

東北 3 4,540 15.2 

関東（東京圏を除きます。） － － － 

甲信越 1 640 2.1 

北陸 － － － 

東海 6 3,910 13.1 

近畿 2 1,680 5.6 

中国 3 3,900 13.0 

四国 － － － 

九州 10 9,985 33.3 

沖縄 － － － 

地方合計 25 24,655 82.3 

東京圏 6 5,300 17.7 

地方・東京圏合計 31 29,955 100.0 

(注)  比率は、取得（予定）価格を基準に算出し、小数第2位を四捨五入して記載しています。したがって、比率の合計が全体

の合計と一致しない場合があります。 
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③  築年数別比率（取得（予定）価格ベース） 

築年数 物件数(注1) 
取得（予定）価格 

（百万円） 
比率 (％)(注2) 

5年未満 6 4,650 17.2 

5年以上10年未満 2 1,010 3.7 

10年以上15年未満 12 13,855 51.2 

15年以上20年未満 2 2,170 8.0 

20年以上 6 5,390 19.9 

合計 
28 

(注3) 

27,075 

(注3) 
100.0 

平均築年数(注4)(注5) 13.5年    

(注1)  2019年11月末日現在の築年数にて分類しています。 
(注2)  比率は、取得（予定）価格を基準に算出し、小数第2位を四捨五入して記載しています。したがって、比率の合計が全体

の合計と一致しない場合があります。 
(注3)  スーパーセンタートライアル時津店（底地）は底地のみの所有で建物は所有しておらず、（仮称）ＭＲＲいちはら（底

地）及び（仮称）ＭＲＲきたもと（底地）は底地のみを取得する予定であるため、築年数別比率の集計対象に含まれて

いません。 
(注4)  2019年11月末日現在の築年数を取得（予定）価格に基づいて加重平均して算出しています。 
(注5)  1つの物件において本投資法人が保有し又は取得を予定している建物が複数存在する場合、延床面積が最大の建物の築年

数を、当該建物の築年数として計算しています。 

 

④  住戸タイプ別比率 

  戸数 

シングル（35㎡未満） 807 

コンパクト（35㎡以上50㎡未満） 72 

ファミリー（50㎡以上） 261 

合計 1,140 

(注)  住戸タイプは、前記「1 本投資法人の概要 (5) ポートフォリオ構築方針 (ロ) 投資対象」の分類に従って記載してい

ます。 

 

＜広さによる分類（戸数ベース）＞ 

 

(注)  小数第1位を四捨五入して記載しています。 
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3 取得予定資産の個別不動産の概要 

(1) 「特定資産の概要」欄に関する説明 

・「物件名称」は、取得後に使用する予定の名称を記載しています。 

・「分類」は、本投資法人が投資対象とするレジデンス、商業施設、ホテル、オフィス、駐車

場のいずれかを記載しています。 

・「取得予定年月日」は、本件売買契約に記載された各取得予定資産の取得予定日を記載して

います。なお、本募集の払込期日又は今後行う借入れの実行日が決定した際に、数日程度繰

り下げられることがあります。 

・「特定資産の種類」は、特定資産としての不動産等資産の種別を記載しています。 

・「取得予定価格」は、本件売買契約に記載された売買代金（消費税及び地方消費税並びに売

買手数料等の諸費用を含みません。）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。 

・「鑑定評価額」は、日本ヴァリュアーズ株式会社及び株式会社谷澤総合鑑定所から取得した

各取得予定資産に係る不動産鑑定評価書に記載の鑑定評価額を記載しています。 

・「所在地（住居表示）」は、原則として、住居表示を記載しています。住居表示のない物件

は、登記簿上の建物所在地（複数ある場合にはそのうちの一所在地）を記載しています。な

お、底地物件については、登記簿上の土地所在地（複数ある場合にはそのうちの一所在地）

を記載しています。 

・「交通」は、本資産運用会社が算出した最寄駅からの距離を分速80mで歩いた場合の時間

（単位未満切上げ）又は不動産鑑定評価書若しくは建物状況評価報告書に記載された時間を

記載しています。 

・土地の「地番」は、登記簿上の建物所在地（複数ある場合にはそのうちの一所在地）を記載

しています。なお、底地物件については、登記簿上の土地所在地（複数ある場合にはそのう

ちの一所在地）を記載しています。 

・土地の「建ぺい率」は、原則として、建築基準法第53条に定める、建築物の建築面積の敷地

面積に対する割合であって、用途地域等に応じて都市計画で定められる建ぺい率の上限値

（指定建ぺい率）（複数ある場合にはそのいずれも）を記載しています。指定建ぺい率は、

防火地域内の耐火建築物であることその他の理由により緩和若しくは割増され、又は減少す

ることがあり、実際に適用される建ぺい率とは異なる場合があります。 

・土地の「容積率」は、建築基準法第52条に定める、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割

合であって、用途地域等に応じて都市計画で定められる容積率の上限値（指定容積率）（複

数ある場合にはそのいずれも）を記載しています。指定容積率は、敷地に接続する道路の幅

員その他の理由により緩和若しくは割増され、又は減少することがあり、実際に適用される

容積率とは異なる場合があります。 

・土地の「用途地域」は、都市計画法第8条第1項第1号に掲げる用途地域の種類（複数ある場

合にはそのいずれも）を記載しています。 

・土地の「敷地面積」は、登記簿上の記載（借地がある場合には借地面積を含みます。）に基

づいており、現況とは一致しない場合があります。 

・土地及び建物の「所有形態」は、本投資法人が保有する予定の権利の種類を記載していま

す。 

・建物の「建築年月日」は、主たる建物の登記簿上の新築年月日を記載しています。 

・建物の「構造／階数」は、主たる建物について登記簿上の記載に基づいています。 

・建物の「延床面積」は、登記簿上の記載に基づき、附属建物の床面積も含めて記載していま

す。 

・建物の「設計者」及び「施工者」は、主たる建物について設計及び施工がなされた当時の社

名で記載しています。 

・「賃貸可能面積」は、各取得予定資産に係る建物の（ただし、底地物件については、その土

地の）本投資法人が賃貸可能と考える面積を記載しています。 

・「稼働率」は、2019年11月末日現在における各取得予定資産に係るテナントとの間で締結さ

れている各賃貸借契約に表示されている賃貸面積の合計と各取得予定資産に係る建物の（た

だし、底地物件については、その土地の）本投資法人が賃貸可能と考える面積で除して得ら

れた数値の小数第2位を四捨五入して記載しています。賃料固定型マスターリース契約が締

結されている物件についてはマスターレッシーを基準に、パス・スルー型マスターリース契

約が締結されている物件についてはエンドテナントを基準にしています。2020年7月1日に賃
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料固定型マスターリース契約からパス・スルー型マスターリース契約に変更される予定であ

るアルティザ淡路駅東については、パス・スルー型マスターリース契約として取り扱ってい

ます。 

・「ML会社」、「PM会社」及び「信託受託者」は、各取得予定資産の取得後にマスターリース

会社、PM会社及び信託受託者となる予定の者を記載しています。また、「ML種別」について

は、その取得後に予定されているマスターリース種別（パス・スルー型又は賃料固定型の別

をいいます。以下同じです。）を記載しています。 

・「主要テナント」は、2019年11月末日現在で有効な賃貸借契約に基づき本投資法人又は信託

受託者から当該物件を賃借する者のうち、最も賃貸面積が大きい者を記載しています。ただ

し、当該取得予定資産につきマスターリース契約が締結されている場合において、パス・ス

ルー型マスターリース契約の物件についてはエンドテナントを記載し、底地のみを取得する

場合には、土地賃借人（転貸借がなされている場合は土地転借人）を記載しています。な

お、本投資法人又は信託受託者との間で賃料固定型マスターリース契約が締結されている場

合は、当該契約のマスターリース会社を記載しています。2020年7月1日に賃料固定型マスタ

ーリース契約からパス・スルー型マスターリース契約に変更される予定であるアルティザ淡

路駅東については、パス・スルー型マスターリース契約として取り扱っています。 

・「賃貸可能戸数」は、本投資法人が賃貸可能と考える区画数を記載しているか、又は住居を

用途とする取得予定資産若しくは区画において本投資法人が賃貸可能な戸数（区画数）を、

住戸タイプ別に記載しています。 

・「特記事項」には、本書の日付現在において各取得予定資産の権利関係や利用等で重要と考

えられる事項のほか、各取得予定資産の評価額、収益性及び処分性への影響等を考慮して重

要と考えられる事項を記載しています。 

 

(2) 「賃貸借の概要」欄に関する説明 

・「テナント数」は、2019年11月末日現在の各取得予定資産に係る賃借人の数を記載していま

す。建物に係る賃貸借契約においては、住居・店舗・事務所等を用途とする賃貸借契約の賃

借人について、同一の賃借人が複数の区画を賃借している場合には、区画ごとに1件として

計算した数字を記載しています。したがって、同一の賃借人への賃貸区画を1件として計算

すると、テナント数が少なくなる物件があります。なお、マスターリース会社が転借人と賃

料固定型マスターリース契約による賃貸借契約を締結している場合には、その転借人の数を

1件として記載しています。2020年7月1日に賃料固定型マスターリース契約からパス・スル

ー型マスターリース契約に変更される予定であるアルティザ淡路駅東については、パス・ス

ルー型マスターリース契約として取り扱っています。 

・「年間賃料収入」は、2019年11月末日現在の各取得予定資産に係る賃借人との間で締結され

ている賃貸借契約（ただし、建物に係る賃貸借契約においては、倉庫及び土地（平面駐車場

を含みます。）を除きます。）に規定されている月額固定賃料（共益費を含みます。）を12

倍した金額を、百万円未満を切り捨てて記載しています（ただし、2019年11月末日現在にお

いて、覚書等で本投資法人の取得までに賃料が変動することが合意されているものについて

は、当該変動を反映して算出しています。）。なお、当該取得予定資産につきマスターリー

ス契約が締結されている場合において、賃料額がエンドテナントとの間で締結されている賃

貸借契約に規定されている賃料額の合計額と同額とされている場合、エンドテナントとの賃

貸借契約に規定されている年間賃料又は月額賃料を12倍した金額を、百万円未満を切り捨て

て記載しています（ただし、2019年11月末日現在において、覚書等で本投資法人の取得まで

に賃料が変動することが合意されているものについては、当該変動を反映して算出していま

す。）。また、本投資法人の取得時にマスターリース種別が賃料固定型マスターリース契約

に変更される予定である場合には、本投資法人又は信託受託者とマスターリース会社との間

で締結されている賃貸借契約等に表示された月額賃料（共益費は含みますが、駐車場やトラ

ンクルーム等の付属施設の使用料は除きます。）の合計額を記載しています。なお、消費税

等は除いています。2020年7月1日に賃料固定型マスターリース契約からパス・スルー型マス

ターリース契約に変更される予定であるアルティザ淡路駅東については、パス・スルー型マ

スターリース契約として取り扱っています。 

・「敷金、保証金」は、入居済みのテナントに関して、入居時に必要とされていた敷金・保証

金（百万円未満は切り捨て）の合計額を記載しています。ただし、その一部が返還されてい
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る場合には、2019年11月末日現在、上記敷金・保証金の合計額と賃貸人が保有している敷

金・保証金の合計額とは異なります。なお、当該取得予定資産につきマスターリース契約が

締結されている場合において、敷金額がエンドテナントとの間で締結されている賃貸借契約

に規定されている敷金・保証金その他の合計額と同額とされている場合には、当該合計額を

百万円未満を切り捨てて記載しています。2020年7月1日に賃料固定型マスターリース契約か

らパス・スルー型マスターリース契約に変更される予定であるアルティザ淡路駅東について

は、パス・スルー型マスターリース契約として取り扱っています。 

 

(3) 「物件概要」欄に関する説明 

・「物件概要」欄は、本資産運用会社が取得予定資産の取得の意思決定に際し、デュー・ディ

リジェンス手続において日本ヴァリュアーズ株式会社及び株式会社谷澤総合鑑定所から取得

した鑑定評価書並びにＪＬＬモールマネジメント株式会社、株式会社ジオ・アカマツ及び株

式会社ビーエーシー・アーバンプロジェクトから取得した報告書を含む資料及び情報並びに

本資産運用会社の分析に基づいて記載しています。 

 

(4) 「鑑定評価書の概要」欄に関する説明 

・「鑑定評価書の概要」欄は、日本ヴァリュアーズ株式会社及び株式会社谷澤総合鑑定所から

取得した鑑定評価書に基づいて記載しています。鑑定評価書は、一定時点における評価者た

る鑑定機関の判断と意見であり、その内容の妥当性、正確性及び当該鑑定評価額での取引可

能性等を保証するものではありません。なお、不動産鑑定評価を行った日本ヴァリュアーズ

株式会社及び株式会社谷澤総合鑑定所と本投資法人及び本資産運用会社との間には、特別の

利害関係はありません。「概要等」欄は、鑑定評価書に加え、当該鑑定評価書の鑑定評価機

関から受領したコメントにも基づいて記載しています。 
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Rp-09 アルティザ鶴舞 分類 レジデンス 

特定資産の概要 

取得予定年月日 2020年1月21日 特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得予定価格 430百万円 鑑定評価額 

（価格時点） 

468百万円 

（2019年11月30日） 

所在地（住居表
示） 

愛知県名古屋市中区千代田五丁目17番23号 

交通 JR東海中央本線「鶴舞」駅徒歩約4分、 

名古屋市営地下鉄鶴舞線「鶴舞」駅徒歩約5分 

土地 地番 愛知県名古屋市中区千代田五
丁目1719番地他 

建物 建築年月日 2019年2月6日 

建ぺい率 80％ 構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根11
階建 

容積率 400％ 延床面積 968.51㎡ 

用途地域 商業地域 設計者 株式会社日東建設一級建築士
事務所 

敷地面積 213.21㎡ 

 

施工者 株式会社日東建設 

所有形態 所有権 所有形態 所有権 

賃貸可能面積 841.50㎡ 稼働率 96.7％ 

ML会社 株式会社マリモ ML種別 パス・スルー型 

PM会社 株式会社マリモ 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

主要テナント 個人 賃貸可能戸数 シングル30戸 

特記事項： 

名古屋市中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調整等に関する条例に定められる駐車場の附置義
務を満たすために、敷地外に駐車場を賃借しています。 

 

賃貸借の概要 

テナント数 29 

年間賃料収入 26百万円 

敷金、保証金 2百万円 

 

物件概要 

■エリア・商圏特性 

本物件が存する「千代田」エリアは、名古屋市中区南東部に位置し、名古屋市の中心商業地域である
栄地区や、古くは門前町として栄え、現在では若者向け店舗や電気店街として改めて活況を呈してい
る大須地区に隣接しています。当該エリアは、都心接近性や、生活利便性の高さを背景として比較的
安定的な居住需要が見込まれる地域であり、今後も住宅地としての性格を強めていくものと思われま
す。 

 

■周辺環境 

古くから市街化が進展した地域のため、個人商店や、作業所も混在している地域であり、作業所跡地
等に中高層共同住宅が建設されるなど、今後も住宅地域としての性格を強めていくものと予測されま
す。また、スーパーなどの生活利便施設も点在しており、居住環境は良好です。 

 

■立地・交通アクセス 

JR中央本線「鶴舞」駅から徒歩約4分、名古屋市営地下鉄鶴舞線「鶴舞」駅から徒歩約5分と2線2駅が
利用可能であり、徒歩圏内に商業施設も複数あり利便性の高いエリアです。 

 

■物件の特徴（規模・概要・テナント構成・強みなど） 

本物件は2019年2月竣工の新築建物です。新築であり、かつ、近年、単身者向けマンションに求めら
れる設備スペックを十分に備えているものと思われます。また、当該エリアは単身者需要が高いた
め、1K（約28㎡）をメインとした本物件の需要は高く、安定した稼働が見込まれます。 
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鑑定評価書の概要 

物件名称 アルティザ鶴舞 

鑑定評価額 468百万円 

鑑定評価機関の名称 株式会社谷澤総合鑑定所 

価格時点 2019年11月30日 

項目 内容（単位：千円） 概要等 

収益価格 
468,000 

DCF法による収益価格と直接還元法による
収益価格を関連付けて試算 

  直接還元法による収益価格 
472,000 

中長期的に安定的と認められる純収益を還
元利回りで還元して査定 

  (1)運営収益 28,528  

 

 
可能総収益 

29,987 
同一需給圏内における類似不動産の新規賃
料の水準及びその動向等に基づき、対象不
動産の中長期的競争力を勘案の上査定 

空室等損失等 
1,458 

類似不動産の標準的な空室率に基づき、対
象不動産の競争力等を考慮して査定 

(2)運営費用 7,235  

  a.維持管理費 

1,009 
プロパティマネジメント業務委託契約書等
に基づき、類似不動産の維持管理費の水準
による検証を行い査定 

b.水道光熱費 
302 

類似不動産の水道光熱費の水準に基づき査
定 

c.修繕費 

910 
中長期的観点からER記載の数値及び類似不
動産の水準を参考に査定。また、原状回復
費用を、退去率等を考慮の上、査定 

d.PMフィー 
831 

プロパティマネジメント業務委託契約書等
に基づき設定 

e.テナント募集費用等 

539 
類似不動産の水準に基づき査定したテナン
ト募集費用及びプロパティマネジメント業
務委託契約書等を考慮の上査定 

f.公租公課 

2,449 
土地については2019年評価額に基づき住宅
地として査定。建物については、建物再調
達原価等に基づき査定 

g.損害保険料 
137 

類似不動産の保険料等から、標準的な料率
に基づき査定 

h.その他費用 1,055 類似不動産の費用水準等に基づき査定 

(3)運営純収益 21,293  

(4)一時金の運用益 21 運用利回り1.0％として査定 

(5)資本的支出 
548 

中長期的観点からER記載の数値及び類似不
動産の水準を参考に査定 

純収益 20,766  

還元利回り 

4.4％ 

類似不動産の取引利回りとの比較検討を行
い、対象不動産の立地条件・建物条件及び
その他条件を総合的に勘案して査定 

DCF法による収益価格 466,000  

  割引率 

4.5％ 

最もリスクが低い地域に位置する類似用途
の利回りを基準とし、対象不動産の個別性
を総合的に勘案して査定 

最終還元利回り 
4.6％ 

還元利回りを基礎に、将来の予測不確実性
を加味して査定 

積算価格 564,000  

  土地比率 41.8％  

建物比率 58.2％  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価
に当たって留意した事項 

市場参加者の対象不動産に対する収益性を重視した価格形成過程
及び依頼目的並びに類型を踏まえ、投資家の投資採算性を適切に
反映した収益価格を標準とし、積算価格による検証を行って、収
益価格にて鑑定評価額を決定した。 

 

- 75 -



 

Rp-10 アルティザ淡路駅東 分類 レジデンス 

特定資産の概要 

取得予定年月日 2020年1月21日 特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得予定価格 1,180百万円 鑑定評価額 

（価格時点） 

1,290百万円 

（2019年11月30日） 

所在地（住居表
示） 

大阪府大阪市東淀川区菅原七丁目1番29 

交通 JRおおさか東線「JR淡路」駅徒歩約6分 

土地 地番 大阪府大阪市東淀川区菅原七
丁目255番地 

建物 建築年月日 2019年10月4日 

建ぺい率 60％ 構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根14
階建 

容積率 東側道路境界線より25m迄の
部分が300％ 

25m超の部分が200％ 

延床面積 2,294.66㎡ 

用途地域 準工業地域 設計者 一級建築事務所スナダ建設株
式会社 

 

敷地面積 856.49㎡ 施工者 スナダ建設株式会社 

所有形態 所有権 所有形態 所有権 

賃貸可能面積 2,180.10㎡ 稼働率 14.3％(注) 

ML会社 株式会社マリモ(注) ML種別 賃料固定型、2020年7月1日以
降はパス・スルー型(注) 

PM会社 株式会社マリモ 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

主要テナント 個人 賃貸可能戸数 シングル91戸 

特記事項： 

本土地の東側隣地から工作物（U字溝）の一部が越境していますが、当該隣地所有者との間で、越境
に関する覚書を締結する予定です。 

(注) 2019年10月4日に竣工したため、2019年11月末日現在の稼働率は14.3％ですが、本書の日付現在、2020年1月21日から同年6月末日までの

間、信託受託者とマリモとの間で、マリモがエンドテナントから受領する賃料に関わらず満室時の想定賃料収入の95％相当の賃料をマリモ

が信託受託者に対して支払うこと、マリモがエンドテナントから受領する賃料が満室時の想定賃料収入の95％相当額を超過した場合には、

当該超過額をマリモが信託受託者に支払うことを内容とする賃料固定型マスターリース契約を締結する予定ですが、当該契約は未締結で

す。 
 

賃貸借の概要(注) 

テナント数 13 

年間賃料収入 10百万円 

敷金、保証金 0百万円 

(注) 2019年10月4日に竣工したため、2019年11月末日現在の稼働率は14.3％ですが、本書の日付現在、2020年1月21日から同年6月末日までの

間、信託受託者とマリモとの間で、マリモがエンドテナントから受領する賃料に関わらず満室時の想定賃料収入の95％相当の賃料をマリモ

が信託受託者に対して支払うこと、マリモがエンドテナントから受領する賃料が満室時の想定賃料収入の95％相当額を超過した場合には、

当該超過額をマリモが信託受託者に支払うことを内容とする賃料固定型マスターリース契約を締結する予定ですが、当該契約は未締結で

す。 

 

物件概要 

■エリア・商圏特性 

本物件が存する「大阪市東淀川区」は、大阪市中心地へのアクセスの良さ等から単身者を中心に人気
の高いエリアです。 

2019年春には新大阪に直通するJRおおさか東線が開通、さらに阪急「淡路」駅の高架化、阪急線とJR
線の各「淡路」駅の連絡、東西を「新大阪」駅までを車で繋ぐ主要道路・歌島豊里線の開通等の再開
発が予定されていることから、ますます利便性を増し、発展していくポテンシャルを持っています。 

 

■周辺環境 

本物件の周辺にはコンビニ、飲食店などの一人暮らしに便利な施設が徒歩または自転車圏内に揃って

いるため、安定した需要が見込まれます。 
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■立地・交通アクセス 

2019年3月に開通したJRおおさか東線「JR淡路」駅から徒歩約6分と利便性が高く、京都と大阪の中心
地を繋ぐ阪急京都線、住居人気の高い北摂と大阪の中心を繋ぐ阪急千里線の2線が乗り入れている
「淡路」駅も徒歩圏内にあり、中心地へのアクセスが良好なエリアです。 

 

■物件の特徴（規模・概要・テナント構成・強みなど） 

本物件は2019年10月竣工の新築建物です。新築であり、かつ、近年単身者向けマンションに求められ
る設備スペックを十分に備えているものと思われます。また、当該エリアは単身者需要が高いため、
シングル向けの間取りをメインとした本物件の需要は高く、安定した稼働が見込まれます。 
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鑑定評価書の概要 

物件名称 アルティザ淡路駅東 

鑑定評価額 1,290百万円 

鑑定評価機関の名称 日本ヴァリュアーズ株式会社 

価格時点 2019年11月30日 

項目 内容（単位：千円） 概要等 

収益価格 

1,290,000 
各手法の特性や両収益価格の均衡の程度を
踏まえて、DCF法による価格を標準に直接
還元法による検証を行い試算 

  直接還元法による収益価格 
1,300,000 

中長期的に安定的と認められる標準化した
純収益を還元利回りで還元して査定 

  (1)運営収益 76,431  

  可能総収益 

80,407 

現行賃料の賃料水準、同一需給圏内におけ
る類似不動産の新規賃料の水準及びその動
向に基づき、対象不動産の中長期的競争力
を勘案の上、計上 

空室等損失等 

3,976 
空室率実績及び類似不動産の標準的な空室
率に基づき対象不動産の競争力等を考慮し
て計上 

(2)運営費用 17,995  

  a.維持管理費 
2,364 

類似不動産の水準に基づき査定した維持管
理費を考慮の上査定 

b.水道光熱費 
1,027 

類似不動産の水道光熱費の水準に基づき査
定 

c.修繕費 

1,552 
エンジニアリングレポートの修繕・更新コ
スト12年間平均値の30％に加えて専有部の
原状回復費を計上 

d.PMフィー 2,212 有効総収入の3.0％で査定 

e.テナント募集費用等 
3,018 

類似不動産の水準に基づき査定したテナン
ト募集費用等を考慮の上査定 

f.公租公課 

6,810 
土地については2019年評価額に基づき住宅
地として査定。建物については、建物再調
達原価等に基づき査定 

g.損害保険料 
338 

類似不動産の保険料等から、標準的な料率
に基づき査定 

h.その他費用 671 類似不動産の費用水準等に基づき査定 

(3)運営純収益 58,436  

(4)一時金の運用益 － 運用利回りを1.0％として運用益を査定 

(5)資本的支出 
1,225 

エンジニアリングレポートの修繕・更新コ
スト12年間平均値の70％で査定 

純収益 57,210  

還元利回り 

4.4％ 

割引率の分析を前提として、割引率には織
り込まれていない純収益の見通し等を加味
し、類似不動産の利回りを参考に査定 

DCF法による収益価格 1,270,000  

  割引率 

4.2％ 

金融資産の利回りに不動産の個別性を加味
して求める方法と類似不動産の取引事例と
の比較から求める方法を併用し、更に、不
動産投資家調査の結果を参考に査定 

最終還元利回り 

4.6％ 

不動産市場の特性と対象不動産のポテンシ
ャル等から、還元利回りとの比較における
リスクを判定し、査定 

積算価格 1,560,000  

  土地比率 52.2％  

建物比率 47.8％  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価
に当たって留意した事項 

該当事項はありません。 
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Rp-11 （仮称）アルティザ松本 分類 レジデンス 

特定資産の概要 

取得予定年月日 2020年1月21日 特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得予定価格 640百万円 鑑定評価額 

（価格時点） 

665百万円 

（2019年11月30日） 

所在地（住居表
示） 

長野県松本市大手一丁目1番28号 

交通 JR篠ノ井線、大糸線「松本」駅徒歩約6分 

土地 地番 長野県松本市大手一丁目442
番地2他 

建物 建築年月日 1998年3月2日 

建ぺい率 60％ 構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根10
階建 

容積率 200％ 延床面積 3,103.67㎡(注2) 

用途地域 準工業地域 設計者 株式会社キンキ総合設計 

敷地面積 1,528.65㎡(注1) 施工者 北野建設株式会社 

所有形態 所有権 所有形態 所有権 

賃貸可能面積 3,012.53㎡ 稼働率 78.9％ 

ML会社 株式会社マリモ ML種別 パス・スルー型 

PM会社 株式会社マリモ 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

主要テナント 株式会社リロケーションジャ
パン 

賃貸可能戸数 シングル6戸、ファミリー50
戸、店舗1 

特記事項： 

・本書の日付現在、本土地の全ての隣地との境界が未確定となっていますが、隣地所有者と境界確定
に向けて継続的な協議を重ねています。また、投資基準に照らし、境界未確定の事実がもたらす運
営への影響、リスクの程度を検証した上で投資対象としています。 

・本土地上の塀の一部が北側隣地及び西側隣地にそれぞれ越境していますが、当該各隣地所有者との
間で、越境に関する覚書を締結する予定です。 

・建物状況調査報告書において、本建物について、簡易専用水道の定期検査が履行不明であるとの指
摘事項があります。当該指摘事項について、本投資法人は、売主との間で、売主の責任と費用負担
において、売買実行日までに法定点検を実施し、売買実行日から3か月以内には是正を完了するこ
とを合意しています。 

・本建物は、竣工後、2008年に1階自転車置場を店舗へ用途変更すると同時に既存店舗部分の増築及
び減築工事を行った際に必要な変更申請手続きが実施されていませんでしたが、当該増減築工事等
について、2019年2月に松本市建築主事に建築基準法第12条第5項の規定による報告書が提出され受
理されています。 

(注1) 本土地の実測面積は1,668.51㎡であり、当該面積にはセットバック部分（50.65㎡）を含みます。 
(注2) 本建物は2008年に既存店舗部分の増築（10.91㎡）及び減築（7.694㎡）の工事を行っていますが、当該増減築に係る建物表題変更登記が

未了です。当該変更登記は本投資法人の取得後に売主の負担において行う予定です。 
 

賃貸借の概要 

テナント数 46 

年間賃料収入 47百万円 

敷金、保証金 7百万円 

 

物件概要 

■エリア・商圏特性 

本物件が存する松本市は「2019年 北陸・甲信越地域住みたい街ランキング」において第2位と人気の
高いエリアです。城下町として歴史も長く、本物件が属する学校区の開智小学校は市内でも歴史ある
学校として人気があります。 

 

■周辺環境 

本物件は観光地の中心部からやや外れているため、落ち着いた居住環境が形成されているエリアであ
り、周辺にはコンビニ、クリニック、郵便局などの生活利便施設も徒歩圏内に点在しているため、安
定した需要が見込まれます。また、松本駅前にはバスターミナルが所在し、松本市内だけでなく新宿
や名古屋行きの高速バスも利用が可能です。 
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■立地・交通アクセス 

JR篠ノ井線及び大糸線の2線が乗り入れる「松本」駅から徒歩約6分の本物件の需要は高く、引き続き
安定した稼働が見込まれます。 

 

■物件の特徴（規模・概要・テナント構成・強みなど） 

本物件は1998年竣工の店舗付共同住宅であり、経年相応の劣化、陳腐化は見られるものの、設備水準
については2口コンロ・独立洗面台・エアコン等が設置され、需要者のニーズを満たす標準的なもの
となっています。 

また、本物件の竣工後に施行された高さ制限を含む条例により、本物件と同規模の建物は建築できな
いため、同エリア内における優位性を有しています。 
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鑑定評価書の概要 

物件名称 （仮称）アルティザ松本 

鑑定評価額 665百万円 

鑑定評価機関の名称 日本ヴァリュアーズ株式会社 

価格時点 2019年11月30日 

項目 内容（単位：千円） 概要等 

収益価格 

665,000 
各手法の特性や両収益価格の均衡の程度を
踏まえて、DCF法による収益価格と直接還
元法による収益価格を関連付けて試算 

  直接還元法による収益価格 
664,000 

中長期的に安定的と認められる純収益を還
元利回りで還元して査定 

  (1)運営収益 59,192  

  可能総収益 

64,632 

現行賃料の賃料水準、同一需給圏内におけ
る類似不動産の新規賃料の水準及びその動
向に基づき、対象不動産の中長期的競争力
を勘案の上、計上 

空室等損失等 

5,440 
空室率実績及び類似不動産の標準的な空室
率に基づき対象不動産の競争力等を考慮し
て計上 

(2)運営費用 14,505  

  a.維持管理費 
1,972 

類似不動産の水準に基づき査定した維持管
理費を考慮の上査定。 

b.水道光熱費 
1,315 

類似不動産の水道光熱費の水準に基づき査
定。 

c.修繕費 

3,190 
エンジニアリングレポートの修繕・更新コ
スト12年間平均値の30％に加えて専有部の
原状回復費を計上 

d.PMフィー 1,763 有効総収入の3.0％で査定 

e.テナント募集費用等 
1,867 

類似不動産の水準に基づき査定したテナン
ト募集費用等を考慮の上査定。 

f.公租公課 4,033 2019年度評価額に基づき査定 

g.損害保険料 
253 

類似不動産の保険料等から、標準的な料率
に基づき査定。 

h.その他費用 109 類似不動産の費用水準等に基づき査定。 

(3)運営純収益 44,687  

(4)一時金の運用益 75 運用利回り1.0％として査定 

(5)資本的支出 
4,375 

エンジニアリングレポートの修繕・更新コ
スト12年間平均値の70％で査定 

純収益 40,387  

還元利回り 

5.7％ 

割引率の分析を前提として、割引率には織
り込まれていない純収益の見通し等を加味
し、類似不動産の利回りを参考に査定 

DCF法による収益価格 665,000  

  割引率 

5.5％ 

金融資産の利回りに不動産の個別性を加味
して求める方法と類似不動産の取引事例と
の比較から求める方法を併用し、更に、不
動産投資家調査の結果を参考に査定 

最終還元利回り 

5.9％ 

不動産市場の特性と対象不動産のポテンシ
ャル等から、還元利回りとの比較における
リスクを判定し、査定 

積算価格 444,000  

  土地比率 66.2％  

建物比率 33.8％  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価
に当たって留意した事項 

該当事項はありません。 
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Cp-12 （仮称）ＭＲＲあきたⅡ 分類 商業施設 

特定資産の概要 

取得予定年月日 2020年1月21日 特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得予定価格 970百万円 鑑定評価額 

（価格時点） 

994百万円 

（2019年11月30日） 

所在地（住居表
示） 

秋田県秋田市茨島一丁目4番63号 

交通 JR羽越本線「羽後牛島」駅徒歩約22分 

土地 地番 秋田県秋田市茨島一丁目12番
地1 

建物 建築年月日 ①2004年3月23日 

②1985年4月2日 

建ぺい率 80％ 構造／階数 ①鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき
平家建 

②鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき
2階建 

容積率 200％ 延床面積 ①4,304.81㎡ 

②1,314.39㎡ 

用途地域 近隣商業地域 設計者 ①大和ハウス工業株式会社秋
田支店建築一級建築士事務所 

②大和ハウス工業株式会社 

有限会社柳設計事務所 

（1回目増築） 

有限会社高橋啓之設計事務所
（2回目増築） 

敷地面積 14,902.48㎡ 施工者 ①大和ハウス工業株式会社秋
田支店 

②大和ハウス工業株式会社 

所有形態 所有権 所有形態 所有権 

賃貸可能面積 5,587.25㎡ 稼働率 100％ 

ML会社 株式会社マリモ ML種別 パス・スルー型 

PM会社 株式会社マリモ 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

主要テナント ①ゼビオ株式会社 

②青山商事株式会社 

賃貸可能戸数 2 

特記事項： 

・本書の日付現在、本土地の全ての隣地との境界が未確定となっていますが、隣地所有者と境界確定
に向けて継続的な協議を重ねています。また、投資基準に照らし、境界未確定の事実がもたらす運
営への影響、リスクの程度を検証した上で投資対象としています。 

・本土地上のフェンス、床タイル及び看板の一部がそれぞれ公道に越境している可能性があります
が、越境が認められた場合は、道路管理者等と協議して対応する予定です。 

 

賃貸借の概要 

テナント数 2 
年間賃料収入 84百万円 

敷金、保証金 92百万円 

 

物件概要 

■エリア・商圏特性 

本物件の所在地である茨島は、主要幹線道路である国道13号と県道56号線の交差点を中心とした商業
エリアです。同エリア内には弊社が過去取得した物件であるＭＲＲあきたのほか、イオン秋田中央
店、イオンタウン茨島アネックス、その他多数の複合施設及び商業店舗が多数点在しており、国道13
号の交通量が多い事からも、秋田市内において商業ニーズが高い立地であると判断できます。 

 

■周辺環境 

近隣地域はロードサイド型店舗が建ち並ぶ主要幹線道路沿いの路線商業地域に属しています。 

周辺地域では近年オープンの飲食店舗等も見られ、地域の新陳代謝は概ね良好となっています。1km
圏内に大型小売店（物販店舗1,000㎡以上）は14施設と多くの出店があり、大半が国道13号あるいは
県道56号線沿いに出店しており、当該敷地周辺は典型的なロードサイド型商業の集積エリアとなって
います。 
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■立地・交通アクセス 

JR羽越本線「羽後牛島」駅から徒歩約22分の距離にあり、JR秋田新幹線・奥羽本線・羽越本線「秋
田」駅の南西方約3.7kmに位置し、車両移動にて約15分で移動が可能です。前面道路となる国道13号
は主要幹線道路であり、至近でこの国道と交差している県道56号線も車両通行量の多い主要幹線道路
です。この2つの幹線道路を主要アクセス道とする本物件は、商圏内各方面からアプローチがしやす
い立地です。駐車場は254台分を確保しています。 

 

■物件の特徴（規模・概要・テナント構成・強みなど） 

本物件は2テナント（スポーツ用品店・紳士服量販店）から構成されており、両テナントともに業界
大手であることから与信度も高く、長期間継続して出店していることから安定した収益が見込まれま
す。 
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鑑定評価書の概要 

物件名称 （仮称）ＭＲＲあきたⅡ 

鑑定評価額 994百万円 

鑑定評価機関の名称 日本ヴァリュアーズ株式会社 

価格時点 2019年11月30日 

項目 内容（単位：千円） 概要等 

収益価格 

994,000 
各手法の特性や両収益価格の均衡の程度を
踏まえて、DCF法による価格を標準に直接
還元法による検証を行い試算 

  直接還元法による収益価格 
996,000 

中長期的に安定的と認められる標準化した
純収益を還元利回りで還元して査定 

  (1)運営収益 82,469  

  可能総収益 

84,151 

現行賃貸借状況、同一需給圏内における類
似不動産の新規賃料の水準及びその動向等
に基づき、対象不動産の中長期的競争力を
勘案の上査定 

空室等損失等 

1,682 
空室率実績及び類似不動産の標準的な空室
率に基づき対象不動産の競争力等を考慮し
て計上 

(2)運営費用 13,787  

  a.維持管理費 －  

b.水道光熱費 －  

c.修繕費 
1,661 

エンジニアリングレポートの修繕・更新コ
スト12年間平均値の30％で査定 

d.PMフィー 2,473 有効総収入の3.0％で査定 

e.テナント募集費用等 
343 

類似不動産の水準に基づき査定したテナン
ト募集費用等を考慮の上査定 

f.公租公課 8,378 2019年度評価額に基づき査定 

g.損害保険料 
683 

類似不動産の保険料等から、標準的な料率
に基づき査定 

h.その他費用 247 類似不動産の費用水準等に基づき査定 

(3)運営純収益 68,681  

(4)一時金の運用益 901 運用利回りを1.0％として運用益を査定 

(5)資本的支出 
3,877 

エンジニアリングレポートの修繕・更新コ
スト12年間平均値の70％で査定 

純収益 65,705  

還元利回り 

6.6％ 

割引率の分析を前提として、割引率には織
り込まれていない純収益の見通し等を加味
し、類似不動産の利回りを参考に査 

DCF法による収益価格 992,000  

  割引率 

6.4％ 

金融資産の利回りに不動産の個別性を加味
して求める方法と類似不動産の取引事例と
の比較から求める方法を併用し、更に、不
動産投資家調査の結果を参考に査定 

最終還元利回り 

6.8％ 

不動産市場の特性と対象不動産のポテンシ
ャル等から、還元利回りとの比較における
リスクを判定し、査定 

積算価格 1,110,000  

  土地比率 81.4％  

建物比率 18.6％  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価
に当たって留意した事項 

該当事項はありません。 
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Ct-01 （仮称）ＭＲＲいちはら（底地） 分類 商業施設 

特定資産の概要 

取得予定年月日 2020年1月21日 特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得予定価格 700百万円 鑑定評価額 

（価格時点） 

1,190百万円 

（2019年11月30日） 

所在地（住居表
示） 

千葉県市原市千種六丁目7番 

交通 JR 内房線・小湊鉄道線「五井」駅南西方約5.8km 
土地 地番 千葉県市原市千種六丁目7番

地他 

建物 建築年月日 － 

建ぺい率 60％ 構造／階数 － 

容積率 200％ 延床面積 － 

用途地域 第1種住居地域 設計者 － 

敷地面積 18,326.77㎡ 施工者 － 

所有形態 所有権 所有形態 － 

賃貸可能面積 18,326.76㎡ 稼働率 100％ 

ML会社 株式会社マリモ ML種別 パス・スルー型 

PM会社 株式会社マリモ 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

主要テナント 株式会社せんどう 賃貸可能戸数 5 
特記事項： 

・本物件については、事業用定期借地権設定契約を締結して土地を賃貸しています。同契約の内容は
以下のとおりです。 

①株式会社千葉薬品との事業用定期借地権設定契約 

同契約の期間は2005年8月30日から20年間です。敷金、賃料及び中途解約に関する事項は株式会社
千葉薬品の承諾が得られていないため非開示としています。同契約上の権利及び義務を第三者に譲
渡する際には、株式会社千葉薬品の承諾を得るものとされています。 

②株式会社マルヤとの事業用定期借地権設定契約 

同契約の期間は、2005年8月30日から20年間です。敷金、賃料及び中途解約に関する事項は株式会
社マルヤの承諾が得られていないため非開示としています。 

③株式会社コメリとの事業用定期借地権設定契約 

同契約の期間は、2005年12月28日から20年間です。敷金、賃料及び中途解約に関する事項は株式会
社コメリの承諾が得られていないため非開示としています。本土地を第三者に譲渡する際には、株
式会社コメリの承諾を得るものとされています。 

④ダイワロイヤル株式会社との事業用定期借地権設定契約 

同契約の期間は、2007年3月22日から20年間です。敷金、賃料及び中途解約に関する事項はダイワ
ロイヤル株式会社の承諾が得られていないため非開示としています。 

⑤株式会社しまむらとの事業用定期借地権設定契約 

同契約の期間は、2006年8月31日から20年間です。敷金、賃料及び中途解約に関する事項は株式会
社しまむらの承諾が得られていないため非開示としています。 

 
賃貸借の概要 

テナント数 5 
年間賃料収入 42百万円 

敷金、保証金 27百万円 
 

物件概要 

■エリア・商圏特性 

本物件が存する市原市は、千葉県中央部に位置し、千葉市のベッドタウンとして、また、国内最大規
模の石油コンビナートを有することから、製造品出荷額では全国有数の規模が特徴的なマーケットで
す。本物件は市原市中心部であるJR「五井」駅から約5.8kmの市街地に位置し、近隣には学校・公園
等もあり、住宅街の中に立地している地域密着型のロードサイド店舗の底地です。 

 

■周辺環境 

本物件の1km圏内には大型商業施設はなく、日常利用としては商圏が確立しているものと考えられま
す。最も至近の競合としては、5km圏内にホームセンターがありますが、本物件に出店している同業
種と比較すると店舗規模が約6倍の大きさとなっているにも関わらず、両施設ともに開業してから約
15年間営業を続けていることから、利用ニーズは棲み分けされているものと推測されます。 

また、本物件が存する千種エリアは、土地区画整理事業により整然とした街区が整えられ各種店舗や
学校等が集積しているため、戸建て住宅としての環境が整っています。 
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■立地・交通アクセス 

東京湾岸を通る国道16号、市を南北に縦断する国道297号及び南総地区を横断する国道409号で形成さ
れており、前面道路が接続する県道24号線は過去5年間における交通量の増加率が6.1％と高く、安定
した集客が見込まれます。駐車場は295台分（合計）を確保しています。 

 

■物件の特徴（規模・概要・テナント構成・強みなど） 

周辺では都市計画道路が事業決定しており、2～3年後に開通予定です。完成すればJR内房線の「姉ヶ
崎」駅南部～「五井」駅南部を結ぶ都市計画道路から本物件への通り抜けが容易になり、JR内房線南
部エリアからの集客が期待できることから将来性の高い物件といえます。テナントは、しまむら（衣
料品）、コメリ（ホームセンター）、西松屋（子供用品）、せんどう（食品スーパー）、ヤックス
（ドラックストア）と主に日常的に利用する形態の店舗が中心です。 
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鑑定評価書の概要 

物件名称 （仮称）ＭＲＲいちはら（底地） 

鑑定評価額 1,190百万円 

鑑定評価機関の名称 日本ヴァリュアーズ株式会社 

価格時点 2019年11月30日 

項目 内容（単位：千円） 概要等 

収益価格 

1,190,000 
各手法の特性や両収益価格の均衡の程度を
踏まえて、DCF法による収益価格と直接還
元法による収益価格を関連付けて試算 

  直接還元法による収益価格 
1,190,000 

中長期的に安定的と認められる純収益を還
元利回りで還元して査定 

  (1)運営収益 42,453  

  可能総収益 －  

空室等損失等 －  

(2)運営費用 7,259  

  a.維持管理費 －  

b.水道光熱費 －  

c.修繕費 －  

d.PMフィー 250 予定額を計上 

e.テナント募集費用等 －  

f.公租公課 7,009 2019年度実額に基づき査定 

g.損害保険料 －  

h.その他費用 －  

(3)運営純収益 35,194  

(4)一時金の運用益 274 運用利回り1.0％として査定 

(5)資本的支出 －  

純収益 35,468  

還元利回り 

4.8％ 

割引率の分析を前提として、割引率には織
り込まれていない純収益の見通し等を加味
し、類似不動産の利回りを参考に査定 

DCF法による収益価格 1,180,000  

  割引率 

4.2％ 

金融資産の利回りに不動産の個別性を加味
して求める方法と類似不動産の取引事例と
の比較から求める方法を併用し、更に、不
動産投資家調査の結果を参考に査定 

最終還元利回り －  

積算価格 －  

  土地比率 －  

建物比率 －  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価
に当たって留意した事項 

該当事項はありません。 
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Ct-02 （仮称）ＭＲＲきたもと（底地） 分類 商業施設 

特定資産の概要 

取得予定年月日 2020年1月21日 特定資産の種類 不動産信託受益権(注) 

取得予定価格 1,030百万円 鑑定評価額 

（価格時点） 

1,120百万円 

（2019年11月30日） 

所在地（住居表
示） 

埼玉県北本市深井四丁目46番 

交通 JR高崎本線「北本」駅北方約1.9㎞ 

土地 地番 埼玉県北本市深井四丁目46番
1他 

建物 建築年月日 － 

建ぺい率 60％ 構造／階数 － 

容積率 200％ 延床面積 － 

用途地域 指定のない区域 設計者 － 

敷地面積 11,452.94㎡ 施工者 － 

所有形態 所有権 所有形態 － 

賃貸可能面積 11,451.00㎡ 稼働率 100％ 

ML会社 株式会社マリモ ML種別 パス・スルー型 

PM会社 株式会社マリモ 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

主要テナント 株式会社ケーズホールディン
グス 

賃貸可能戸数 1 

特記事項： 

本物件は株式会社ケーズホールディングスに対して事業の用に供する建物を所有するために、底地と
して事業用定期借地権設定契約を締結して土地を賃貸しています。同契約の期間は、2019年6月11日
から21年間です。敷金、賃料及び中途解約に関する事項は株式会社ケーズホールディングスの承諾が
得られていないため非開示としています。 

(注) 本件原売買契約（（仮称）ＭＲＲきたもと（底地））において、売主の責めに帰すべからざる事由により、当該契約の実行日までに本物件

を信託財産とする不動産管理処分信託契約が締結されなかった場合は、本投資法人は不動産信託受益権に代えて本物件を現物のまま当該契

約に規定する売買代金その他の契約条件と同額その他実質的に同等の契約条件で買い受けるものとされています。 
 

賃貸借の概要 

テナント数 1 

年間賃料収入 非開示(注) 

敷金、保証金 非開示(注) 
(注) テナントからの承諾を得られていないため、非開示としています。 

 

物件概要 

■エリア・商圏特性 

本物件が存する北本市は埼玉県の東部中央に位置し、主要幹線道路である国道17号に沿って南東から
北西方向へ大きく伸びる車商圏は道路アプローチが良好であることから、商業ニーズが高い立地であ
ると判断できます。 

 

■周辺環境 

本物件の商圏には広域集客型のショッピングモールなどは見受けられず、国道17号沿いにはロードサ
イド型店舗による商業地域が形成されています。近年において周辺道路の整備（上尾バイパス）が進
み、商業用地として引き続き底堅い需要が見込まれます。 
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■立地・交通アクセス 

南東から北西方向の交通網が発達しており、鉄道はJR高崎線及びJR上越新幹線、道路は国道17号及び
バイパス、旧中山道（県道164号線）が延びています。本物件の所在地は角地のため、国道17号を北
側からでも交差点の右折でアプローチ可能であり、アクセス性は良好です。駐車場は136台分を確保
しています。 

 

■物件の特徴（規模・概要・テナント構成・強みなど） 

国道17号沿いに位置し、上下線ともに進入可能な優れた立地に存した単独店舗の底地です。 

2020年1月オープンを予定しているテナントとは長期の事業用定期借地権設定契約が締結されてお
り、安定した稼働が見込まれます。テナントが本物件上に所有する建物は、通常より大きい倉庫スペ
ースを持ち、周辺地域に存在する既存店舗の配送センター及びEC配送センターを兼用しています。こ
れらの既存店舗も含めた複数店舗によるドミナントで商圏内の競争力強化が見込まれます。 
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鑑定評価書の概要 

物件名称 （仮称）ＭＲＲきたもと（底地） 

鑑定評価額 1,120百万円 

鑑定評価機関の名称 株式会社谷澤総合鑑定所 

価格時点 2019年11月30日 

項目 内容（単位：千円） 概要等 

収益価格 

1,120,000 
DCF法による収益価格を標準とし、直接還
元法(修正インウッド式)による収益価格に
て検証を行って収益価格を試算 

  直接還元法による収益価格 1,120,000  

  (1)運営収益 －(注)  

  可能総収益 －(注)  

空室等損失等 －(注)  

(2)運営費用 3,453  

  a.維持管理費 －  

b.水道光熱費 －  

c.修繕費 －  

d.PMフィー 
250 

プロパティマネジメント業務委託契約書に
基づき査定 

e.テナント募集費用等 －  

f.公租公課 

3,203 
土地については固定資産税路線価、標準宅
地価格等に基づき査定。建物については、
建物再調達原価等に基づき査定 

g.損害保険料 －  

h.その他費用 －  

(3)運営純収益 50,018  

(4)一時金の運用益 534 運用利回りを1.0％として査定 

(5)資本的支出 －  

純収益 50,553  

還元利回り 

4.5％ 

「底地の純収益÷直接還元法（インウッド
式）による収益価格」にて求めた参考値で
あり、不動産鑑定評価基準に定める還元利
回りではない 

DCF法による収益価格 1,120,000  

  割引率 

4.4％ 

底地の取引事例に係る取引利回り等との比
較による方法に基づき、現行賃貸借契約内
容、不動産投資市場の動向等を総合的に勘
案し査定 

最終還元利回り 
4.5％ 

上記割引率を基礎に、更地としての売却可
能性等を加味して、左記の通り査定 

積算価格 －  

  土地比率 －  

建物比率 －  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価
に当たって留意した事項 

市場参加者の対象不動産に対する収益性を重視した価格形成過程
及び依頼目的等を考慮し、収益価格をもって鑑定評価額を決定し
た。 

(注) 本項目につき、テナントからの開示の承諾が得られていない情報及び当該情報を算出することができる情報が含まれているため、これらを

開示した場合、テナントとの信頼関係が損なわれる等により、本投資法人に守秘義務違反による損害賠償の請求を受ける等の不利益が生

じ、最終的に投資主の利益が損なわれる可能性があるため、非開示としています。 
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4 投資リスク 

参照有価証券報告書の「投資リスク」に記載された事項について、2019年9月26日以降、本書の

日付現在までの間に生じた重要な変更又は追加は下記のとおりです。下記の記載には将来に関する

事項が記載されていますが、当該事項は本書の日付現在において判断したものです。 

また、参照有価証券報告書には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は下記の記載

を除き本書の日付現在においてもその判断に変更はありません。 

以下は参照有価証券報告書「第一部 ファンド情報 第1 ファンドの状況 3 投資リスク」に記

載された事項の全文を記載しています。なお、参照有価証券報告書提出日後、その内容について変

更又は追加があった箇所は下線で示しています。 

 

(1) リスク要因 

以下には、本投資証券への投資に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項を記載しています。ただし、以下は本投資証券への投資に関する全てのリスクを網羅したも

のではなく、記載されたリスク以外のリスクも存在します。本投資法人は、対応可能な限りに

おいてこれらのリスクの発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針ですが、回避及び対

応が結果的に十分である保証はありません。以下に記載するリスクが現実化した場合、本投資

証券の市場価格は下落し、発行価格に比べ低くなることもあると予想され、その結果、投資主

が損失を被る可能性があります。また、本投資法人の純資産額の低下、その他財務状況の悪化

による分配金の減少が生じる可能性があります。 

各投資家は、自らの責任において、本項及び本書中の本項以外の記載事項並びに参照有価証

券報告書を慎重に検討した上で本投資証券に関する投資判断を行う必要があります。 

なお、本書又は参照有価証券報告書に記載の事項には、将来に関する事項が含まれますが、

別段の記載のない限り、これら事項は本書の日付現在における本投資法人及び本資産運用会社

の判断によるものです。 

本項に記載されているリスク項目は、以下のとおりです。 

 

① 本投資証券の商品性に関するリスク 

(イ) 本投資証券の市場価格の変動に関するリスク 

(ロ) 本投資証券の市場での取引に関するリスク 

(ハ) 金銭の分配に関するリスク 

(ニ) 収入及び支出の変動に関するリスク 

(ホ) 投資口の追加発行時の1口当たりの価値の希薄化に関するリスク 

(へ) 投資主の権利が必ずしも株主の権利と同一でないリスク 

② 本投資法人の運用方針に関するリスク 

(イ) スポンサーパイプライン・サポート契約及びサポート協定に基づき想定どおりの物件

取得が行えないリスク 

(ロ) 不動産を取得又は処分できないリスク 

(ハ) 投資口の追加発行、借入れ及び投資法人債の発行による資金調達に関するリスク 

(ニ) 有利子負債比率に関するリスク 

(ホ) 敷金及び保証金に関するリスク 

(へ) 投資対象を主として地方物件としていることによるリスク 

(ト) 少数のテナントに依存していることによるリスク 

(チ) シングルテナント物件に関するリスク 

(リ) 少数の物件に収入が依存していることによるリスク 

(ヌ) 運用資産の立地の地域的な偏在に関するリスク 

(ル) ホテルに関するリスク 

③ 本投資法人の関係者、仕組みに関するリスク 

(イ) マリモグループへの依存、利益相反に関するリスク 

(ロ) 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者に関するリスク 

(ハ) PM会社に関するリスク 

(ニ) 本投資法人の役員及び本資産運用会社の人材に依存しているリスク 

(ホ) 本投資法人及び本資産運用会社の歴史が浅いことによるリスク 

(ヘ) 本投資法人の投資方針等の変更に関するリスク 
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(ト) 本投資法人の倒産又は登録抹消のリスク 

④ 不動産及び信託の受益権に関するリスク 

(イ) 不動産の欠陥・瑕疵に関するリスク 

(ロ) 不動産の境界に関するリスク 

(ハ) 不動産の売却に伴う責任に関するリスク 

(ニ) 賃貸借契約に関するリスク 

(ホ) 災害等による建物の毀損、滅失及び劣化のリスク 

(へ) 不動産に係る所有者責任、修繕・維持費用等に関するリスク 

(ト) 不動産に係る行政法規・条例等に関するリスク 

(チ) 水質汚濁防止法上の特定施設に関するリスク 

(リ) 法令の制定・変更に関するリスク 

(ヌ) 売主の倒産等の影響を受けるリスク 

(ル) マスターリース会社に関するリスク 

(ヲ) 転貸に関するリスク 

(ワ) テナント等による不動産の利用状況に関するリスク 

(カ) 周辺環境の悪化等に関するリスク 

(ヨ) 共有物件に関するリスク 

(タ) 区分所有建物に関するリスク 

(レ) 借地物件に関するリスク 

(ソ) 借家物件に関するリスク 

(ツ) 底地物件に関するリスク 

(ネ) 開発物件に関するリスク 

(ナ) フォワード・コミットメント等に係るリスク 

(ラ) 有害物質に関するリスク 

(ム) 不動産を信託の受益権の形態で保有する場合の固有のリスク 

(ウ) 信託受益権の準共有等に関するリスク 

⑤ 税制に関するリスク 

(イ) 導管性要件に係るリスク 

(ロ) 税務調査等による更正処分のため、導管性要件が事後的に満たされなくなるリスク 

(ハ) 不動産の取得に伴う軽減税制が適用されないリスク 

(ニ) 一般的な税制の変更に係るリスク 

⑥ その他 

(イ) 不動産の鑑定評価士その他専門家の意見への依拠に関するリスク 

(ロ) 減損会計の適用に関するリスク 

(ハ) 匿名組合出資持分への投資に関するリスク 

(ニ) 特定目的会社の優先出資証券への投資に関するリスク 

(ホ) 取得予定資産を取得することができないリスク 

(ヘ) 本投資法人の資産規模が小規模であることに関するリスク 

 

 

① 本投資証券の商品性に関するリスク 

(イ) 本投資証券の市場価格の変動に関するリスク 

本投資法人は、投資主からの請求による払戻しを行わないクローズド・エンド型であるた

め、投資主が本投資証券を換価する手段は、第三者に対する売却に限定されます（ただし、

本投資法人は、投資主との合意により本投資法人の投資口を有償で取得することができます

（規約第7条第2項）。）。 

本投資証券の市場価格は、取引所における需給バランスにより影響を受け、一定の期間内

に大量の売却が出た場合には、大きく価格が下落する可能性があります。また、市場価格

は、金利情勢、経済情勢、不動産市況その他市場を取り巻く様々な要因の影響を受けて変動

します。本投資法人若しくは本資産運用会社、又は他の投資法人若しくは他の資産運用会社

に対して監督官庁による行政処分の勧告や行政処分が行われた場合にも、本投資証券の市場

価格が下落することがあります。 
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本投資証券の市場価格が下落した場合、投資主は、本投資証券を取得した価格で売却でき

ない可能性があり、その結果、損失を被る可能性があります。 

 

(ロ) 本投資証券の市場での取引に関するリスク 

本投資証券は東京証券取引所に上場していますが、一定期間金銭の分配を行わないこと、

本投資法人の資産総額の減少、投資口の売買高の減少その他の東京証券取引所の定める有価

証券上場規程に規定される上場不動産投資信託証券の上場廃止基準に抵触する場合には廃止

されます。 

本投資証券の上場が廃止される場合、投資主は、保有する本投資証券を相対で譲渡する他

に換金の手段がないため、本投資証券を本投資法人の純資産額に比して相当に廉価で譲渡せ

ざるを得ない場合や本投資証券の譲渡自体が事実上不可能となる場合があり、損害を受ける

可能性があります。 

 

(ハ) 金銭の分配に関するリスク 

本投資法人は、参照有価証券報告書「第一部 ファンド情報 第1 ファンドの状況 2 投

資方針 (3) 分配方針」に記載の分配方針に従って、投資主に対して金銭の分配を行う予定

ですが、分配の有無及びその金額は、いかなる場合においても保証されるものではありませ

ん。本投資法人が取得する不動産及び不動産を裏付けとする資産の当該裏付け不動産（本

「(1) リスク要因」の項において、以下「不動産」と総称します。）の賃貸状況、売却に伴

う損益、減損損失の発生や建替えに伴う除却損等により、期間損益が変動し、投資主への分

配金が増減することがあります。 

さらに、利益超過分配については、営業期間の期末時点において保有する不動産等の鑑定

評価額の合計が、当該期の不動産等の帳簿価格合計と次期の資本的支出予定額の合計を上回

る場合に限り、修繕費や資本的支出への活用、借入金の返済、新規物件の取得資金への充当

などの他の選択肢についても検討の上、投信協会の諸規則に定める額を上限として、当該営

業期間の減価償却費の30％に相当する金額を限度として、本投資法人が決定した金額を、利

益を超えた金銭として、分配する方針としますが、経済環境、不動産市況、本投資法人の財

務状況等を勘案し、利益を超えた金銭の分配を行わない場合もあります。加えて、利益超過

分配は投信協会の規則により規制されており、投信協会の規則の改正により、利益超過分配

が当初の予定どおり実施できない可能性もあります。また、利益超過分配は手元資金の流出

を伴うため、不測の事態に対応する場合や新たな不動産等を取得する場合等において必要な

手元資金が不足する可能性があり、本投資法人の運用の制約要因となる可能性があります。 

利益超過分配は本投資法人の純資産から支払われる出資の払戻しであり、これを実施する

ことにより、本投資法人の資産総額及び純資産総額は減少していきます。この結果、本投資

法人の規模が小さくなり、本投資法人の財務状況及び存続に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。また、資産総額又は純資産総額が一定金額未満となった場合、東京証券取引所の有価証

券上場規程に定める上場廃止基準に抵触し、本投資口は上場廃止となる可能性があります。 

また、利益超過分配が行われた場合、当該分配に係る計算期間の決算日における本投資口

の1口当たり純資産価格は、直前計算期間の決算日における本投資口の1口当たり純資産価格

と比較して下落し、また、分配金の水準は、必ずしも計算期間における本投資法人の収益率

を示すものではありません。 

本投資口に対して投下された投資主からの投資金額については、いかなる保証も付されて

おらず、金融機関の預金と異なり預金保険等の対象でもありません。本投資法人について破

産その他の倒産手続が開始された場合や本投資法人が解散した場合には、投資主は配当・残

余財産の分配等において最劣後の地位に置かれ、投資金額の全部又は一部の回収が不可能と

なる可能性があります。 

 

(ニ) 収入及び支出の変動に関するリスク 

本投資法人の収入は、不動産の賃料収入に主として依存しています。不動産に係る賃料収

入は、不動産の稼働率の低下等により、大きく減少する可能性があるほか、賃借人との協議

や賃借人からの請求等により賃料が減額されたり、契約どおりの増額改定を行えない可能性

もあります（なお、これら不動産に係る賃料収入に関するリスクについては、後記「④ 不

動産及び信託の受益権に関するリスク (ニ) 賃貸借契約に関するリスク」をご参照くださ
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い。）。また、不動産に関して締結される賃貸借契約に基づく賃料が、一般的な賃料水準に

比して適正な水準にあるとは限りません。 

一方、収入の減少だけでなく、退去するテナントへの預り敷金及び保証金の返還、大規模

修繕等に要する費用支出、多額の資本的支出、不動産の取得等に要する費用、その他不動産

に関する支出が状況により増大し、キャッシュフローを減ずる要因となる可能性がありま

す。 

このように、不動産からの収入が減少する可能性があるとともに、不動産に関する支出は

増大する可能性があり、これら双方又はいずれか一方の事由が生じた場合、投資主への分配

金額が減少したり、本投資証券の市場価格が下落することがあります。 

 

(ホ) 投資口の追加発行時の1口当たりの価値の希薄化に関するリスク 

本投資法人は、新規投資口を随時追加発行する予定ですが、かかる追加発行により既存の

投資主の保有する投資口の持分割合が減少します。また、本投資法人の営業期間中に追加発

行された投資口に対して、当該営業期間の期初から存在する投資口と同額の金銭の分配が行

われる場合には、追加発行がなかった場合に比して、既存の投資主に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

さらに、追加発行の結果、本投資法人の投資口1口当たりの価値や市場における需給バラ

ンスが影響を受ける可能性があります。 

 

(ヘ) 投資主の権利が必ずしも株主の権利と同一でないリスク 

投資法人の投資主は、投資主総会を通じて、投資法人の意思決定に参画できるほか、投資

法人に対して一定の権利を行使することができますが、かかる権利は株式会社における株主

の権利とは必ずしも同一ではありません。例えば、金銭の分配に係る計算書を含む投資法人

の計算書類等は、役員会の承認のみで確定し（投信法第131条第2項）、投資主総会の承認を

得る必要はないことから、投資主総会は、必ずしも、決算期ごとに招集されるわけではあり

ません。また、投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当該投

資主はその投資主総会に提出された議案（複数の議案が提出された場合において、これらの

うちに相反する趣旨の議案があるときは、当該議案のいずれをも除きます。）について賛成

するものとみなされます（投信法第93条第1項及び規約第41条第1項）。 

さらに、本投資法人は、資産の運用に係る業務その他の業務を本資産運用会社その他の第

三者に委託しています。 

これらの要因により、投資主による資産の運用に係る業務その他の業務に対する統制が効

果的に行えない可能性もあります。 

 

② 本投資法人の運用方針に関するリスク 

(イ) スポンサーパイプライン・サポート契約及びサポート協定に基づき想定どおりの物件取得

が行えないリスク 

本投資法人及び本資産運用会社は、マリモとの間で、スポンサーパイプライン・サポート

契約を締結し、また、三重銀行、みちのく銀行、東京スター銀行、中国銀行、関西みらい銀

行、広島銀行、足利銀行及びリビタとの間でサポート協定を締結しています。マリモは、本

投資法人及び本資産運用会社に対して優先的物件情報の提供及び優先的売買交渉権の付与を

約しており、三重銀行、みちのく銀行、東京スター銀行、中国銀行、関西みらい銀行、広島

銀行、足利銀行及びリビタは物件情報の提供を約しています（スポンサーパイプライン・サ

ポート契約及びサポート協定については、前記「1 本投資法人の概要 (7)地域に根付き、

「地方の創生」を実現するサポート体制を構築」をご参照ください。）。しかし、マリモと

の間のスポンサーパイプライン・サポート契約は、本投資法人及び本資産運用会社に優先的

に情報の提供を受ける権利や優先的売買交渉権を与えるものにすぎず、本投資法人に対し

て、不動産を本投資法人の希望する価格で売却する義務を負っているわけではありません。

また、三重銀行、みちのく銀行、東京スター銀行、中国銀行、関西みらい銀行、広島銀行、

足利銀行及びリビタとの間で合意する物件情報の提供は、第三者に優先してなされるもので

はなく、みちのく銀行、中国銀行、広島銀行及び足利銀行については、各行の判断により、

任意で、物件情報の提供を行う内容となっています。したがって、本投資法人は、スポンサ
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ーパイプライン・サポート契約又はサポート協定により、本投資法人が適切であると判断す

る不動産を適切な価格で取得できることまで常に確保されているわけではありません。 

前記に加え、更新条項はあるものの、スポンサー又はサポート会社は自ら申し出ることに

よりスポンサーパイプライン・サポート契約又はサポート協定を更新せずに終了することが

できます。スポンサーパイプライン・サポート契約及びサポート協定の有効期間が経過し、

更新がなされずに契約が終了した場合には、各社からのサポートは受けられません。 

したがって、本投資法人は、本投資法人が利回りの向上や収益の安定化等のために最適と

考える資産のポートフォリオを構築できない可能性があります。 

 

(ロ) 不動産を取得又は処分できないリスク 

不動産は、一般的にそれぞれの物件の個別性が強いために代替性がなく、流動性が低いた

め、希望する時期に希望する物件を取得又は処分できない可能性があります。また、必ずし

も、本投資法人が取得を希望した不動産等及び不動産対応証券等を取得することができると

は限りません。取得が可能であったとしても、投資採算の観点から希望した価格、時期その

他の条件で取引を行えない可能性等もあります。さらに、本投資法人が不動産等及び不動産

対応証券等を取得した後にこれらを処分する場合にも、投資採算の観点から希望した価格、

時期その他の条件で取引を行えない可能性等もあります。 

以上の結果、本投資法人が利回りの向上や収益の安定化等のために最適と考える資産のポ

ートフォリオを構築できない可能性があり、またポートフォリオの組替えが適時に行えない

可能性があります。 

 

(ハ) 投資口の追加発行、借入れ及び投資法人債の発行による資金調達に関するリスク 

投資口の追加発行、金銭の借入れ及び投資法人債の発行の可能性及び条件は、本投資法人

の経済的信用力、金利情勢その他の要因による影響を受けるため、今後本投資法人の希望す

る時期及び条件で投資口の追加発行、金銭の借入れ及び投資法人債の発行を行うことができ

る保証はなく、その結果、予定した資産を取得できなかったり、予定しない資産の売却を余

儀なくされたり、資金繰りがつかなくなったりする可能性があります。 

また、本投資法人が金銭の借入れ又は投資法人債の発行を行う場合において、当該金銭の

借入れ又は投資法人債の発行の条件として、資産・負債等に基づく一定の財務指標上の数値

を維持する、本投資法人の信用状態に関する評価を一定の水準に維持する、投資主への金銭

の分配を制約する等の財務制限条項が新たに設けられたり、運用資産に担保を新たに又は追

加して設定することとなったり、規約の変更が制限されたりする等の可能性があり、このよ

うな制約が本投資法人の運営に支障をきたし、又は投資主に対する金銭の分配額等に悪影響

を及ぼす可能性があります。加えて、これらの制限に違反した場合には、追加の担保設定や

費用負担等を求められ、本投資法人の運営に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、本投

資法人が現在行っている借入れについては、このような一般的な財務制限条項が設けられて

います。かかる財務制限条項には、本投資法人のLTV等の財務指標に関する数値が一定の数

値を超過した場合の、現金その他の一定資産の留保義務、期限の利益喪失等に関する条件、

投資主への分配の制約等が含まれるほか、保有物件の売却に対する制約が含まれます。 

本投資法人の保有資産又は取得予定資産に担保が設定された場合、本投資法人が担保の設

定された運用資産の売却を希望したとしても、担保の解除手続その他の事情により、希望ど

おりの時期に売却できない可能性又は希望する価格で売却できない可能性があります。ま

た、収益性の悪化等により運用資産の評価額が引き下げられた場合又は他の借入れを行う場

合等、一定の条件のもとに投資対象不動産に対して追加して担保を設定することを要求され

る可能性もあります。この場合、他の借入れ等のために担保が既に設定されているなどの理

由で担保に供する適切な資産がない可能性もあります。また、担保不動産からのキャッシュ

フローが減少したり、その評価額が引き下げられたりした場合には、本投資法人の希望しな

い条件で借換資金を調達せざるを得なくなったり、本投資法人の希望しない時期及び条件で

運用資産を処分せざるを得なくなったりする状況も想定され、その結果、本投資法人の収益

等に悪影響を及ぼす可能性があります。さらに、担保に供する適切な資産がないために、本

投資法人の希望どおりの借入れ等を行えない可能性もあります。 

また、借入れ及び投資法人債の金利その他の条件やこれに関する費用は、借入れ時及び投

資法人債発行時の市場動向並びに投資法人債に係る格付等に左右され、変動金利の場合に
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は、その後の市場動向にも左右されます。借入れ及び投資法人債の金利が上昇し、又は、本

投資法人の借入額及び投資法人債発行額が増加した場合には、本投資法人の利払額は増加し

ます。このような利払額の増加により、投資主に対する金銭の分配額等に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

 

(ニ) 有利子負債比率に関するリスク 

LTVの上限は、本資産運用会社の運用ガイドラインにより60％としていますが、資産の取

得等に伴い一時的に60％を超えることがあります。一般にLTVの水準が高くなればなるほ

ど、金利が低下しない限り利払額は増加し、また、金利上昇の影響を受けやすくなり、その

結果、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼしたり、投資主の分配額が減少したりする可能性

があります。 

 

(ホ) 敷金及び保証金に関するリスク 

本投資法人は、運用資産の賃借人が無利息又は低利で預託した敷金又は保証金を運用資産

の取得資金の一部として利用する場合があります。しかし、賃貸市場の動向、賃借人との交

渉等により、本投資法人の想定よりも賃借人からの敷金及び保証金の預託額が少なくなり、

又は預託期間が短くなる可能性があり、この場合、必要な資金を借入れ等により調達せざる

を得なくなります。また、敷金又は保証金を本投資法人が利用する条件として、本投資法人

が敷金又は保証金の返還債務を負う場合があり、当該返還債務の履行に必要な資金を借入れ

等により調達する可能性があります。これらの結果、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

 

(へ) 投資対象を主として地方物件としていることによるリスク 

本投資法人は、地方創生の理念の下、地方に所在する物件を中心としたポートフォリオを

構築することを想定していますが、東京圏に所在する物件と比較して、一般的に、地方に所

在する物件においては、不動産売買市場への参加者が限定されていることから流動性が乏し

く、また不動産の価格変動性が高くなる可能性もあるため、本投資法人の希望する条件で不

動産を取得・売却することができない場合があります。また、物件のテナントとなり得る者

も一般に限定される可能性があり、長期間の空室が生じ稼働率が低下したり、稼働率を向上

するために賃料水準を引き下げたりすることを余儀なくされる可能性があります。これらの

結果、本投資法人はその投資方針に従った運用ができず、本投資法人の収益等に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

加えて、本投資法人は、国が重要施策として掲げる「地方の創生」に貢献し、地方から日

本を強くしていくことを基本理念としますが、今後の地方創生に関する地域経済動向や国の

施策等により、東京圏と対比した地方の成長可能性や魅力が失われ、地方に所在する物件を

中心としたポートフォリオを構築する方針を掲げる本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

 

(ト) 少数のテナントに依存していることによるリスク 

本投資法人の保有資産又は取得予定資産のうち、2物件のエンドテナントは、株式会社ヤ

マダ電機となります。ヤマダ電機テックランド時津店における株式会社ヤマダ電機からの賃

貸事業収益と、ヤマダ電機テックランド三原店における賃料固定型マスターリース会社であ

るマリモからの賃貸事業収益の合計は、本投資法人の収入の1割以上を占めます。株式会社

ヤマダ電機の財政状態及び経営成績が悪化し、賃料支払が遅延したり、中途解約その他の理

由により物件から退去したりした場合には、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

(チ) シングルテナント物件に関するリスク 

本投資法人の保有資産又は取得予定資産のうち、8物件は、単一のテナントへ物件全体を

賃貸するいわゆるシングルテナント物件となります。 

シングルテナント物件のテナントが退去した場合、代替テナントが入居するまでの空室期

間が長期化する可能性があります。その結果、当該物件の稼働率が大きく減少したり、代替
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テナント確保のために賃料水準を引き下げざるを得なくなることがあり、本投資法人の収益

等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(リ) 少数の物件に収入が依存していることによるリスク 

本募集後は、本投資法人のポートフォリオは31物件により構成される予定です。このう

ち、アルティザ仙台花京院占める割合が、賃貸事業収益ベースでポートフォリオ全体の約

10.4％に達し、収入が当該物件からの賃貸事業収益に大きく依存する予定です。したがっ

て、アルティザ仙台花京院が何らかの理由で毀損、滅失若しくは劣化し、又はオペレーショ

ンが不可能となる事由が生じた場合、あるいはそのテナントの財政状態及び経営成績が悪化

し、又は当該物件のテナントが中途解約等により退去した場合には、本投資法人の収益等に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ヌ) 運用資産の立地の地域的な偏在に関するリスク 

本投資法人のポートフォリオのうち、10物件は九州地方に所在しています。当該10物件を

合わせると賃料ベースでポートフォリオ全体の約36.5％を占め、九州地方における地震その

他の災害や、九州地方の経済情勢の悪化などの理由により、本投資法人の収益等に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

また、今後の運用次第では、本投資法人の運用資産の立地に新たな地域的な偏在が生じる

可能性もあります。その場合、上記同様、当該地域に特有の事由により、本投資法人の収益

等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ル) ホテルに関するリスク 

a. ホテルの収益が景気の悪化、災害等のホテル業界を取り巻く様々な外部要因や環境等の影

響を受ける傾向にあるリスク 

本投資法人は、不動産の中でも、ホテルに投資することがあります。このような場合、本

投資法人の業績は、ホテル業界の全体的な傾向の影響を受けることがあります。ホテル業績

は、ホテル業界の全体的な傾向に大きく依存しています。場合によっては、テナントが、賃

料を約定どおり支払うことができなくなったり、賃貸借契約を解約して又は更新せずに退去

したり、賃料の減額請求をすることがあります。これらの要因は、本投資法人の収益に悪影

響を及ぼす可能性があります。また、本投資法人が、テナントとの間で賃貸借契約を締結す

る際に、固定賃料部分と変動賃料部分を組み合わせた賃料構成とした場合、テナントの売上

減少又は利益の減少等は、賃料収入に直接的な悪影響を与え、本投資法人の収益等に悪影響

を及ぼすことになります。 

更に、変動賃料部分の計算根拠となっている売上高の数値について、その正確性を十分に

検証できず、本来支払われるべき変動賃料全額の支払いがなされず、本投資法人の収益等に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

ホテルは、物件の特性上、オペレーターが利用者に一定のサービスを提供することが必要

とされます。このため、オペレーターによる運営管理が適切に行われなかった場合に、ホテ

ルのレピュテーションの低下によりホテル利用者が減少し、その結果、本投資法人の収益等

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

以下のものを含む様々な要素は、ホテルの業績や収益に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。特に、本投資法人が投資することがあるシェア型複合ホテルは、通常の宿泊特化型ホテ

ルに比してターゲットとしている客層が狭いため、一定の要素による影響を強く受ける可能

性があります。 

・国内の景気及び経済状況の悪化並びに災害、悪天候、伝染病の流行等による消費者行動

の変化の影響を受けた旅行者数の減少 

・政治及び外交上の出来事及び動向や為替要因等による、インバウンドの旅行者数の減少 

・保有する設備や周辺環境の陳腐化又は交通環境の変化による集客力の低下 

・周辺の特定の施設に集客力が依存している場合の当該施設の閉鎖等による集客力の低下 

・当該施設や周辺において提供されている特定のサービスに集客力が依存している場合の

当該サービス提供の終了、当該サービスに対する旅行者の選好の変化等による集客力の

低下 
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・シェア型複合ホテルを含む特殊なコンセプト(注1)に基づいて運営されている施設の場

合における、当該コンセプトの陳腐化、当該コンセプトに対する旅行者の選好の変化等

による集客力の低下、類似するコンセプトのホテルとの競合による集客力の低下 

・従業員等の故意又は過失による顧客情報の漏洩 

・旅館業法（昭和23年法律第138号。その後の改正を含みます。）に基づく営業許可その

他許認可の取消し 

・シェア型複合ホテルにおいてシェアスペース等の施設の運営を行うオペレーターの知

見・経験不足により、ホテル利用者のアイデア等をシェアする場を提供するというシェ

ア型複合ホテルのコンセプトを実現できないことによる集客力の低下 

また、ホテルの業績や収益は、季節的要因により変動します。一般的には、年末年始や大

型連休などには収益が大きくなりますが、物件ごとに個別事情もあります。したがって、本

投資法人の収益は6月末日で終了する営業期間と12月末日で終了する営業期間で異なること

があります。 

b. 既存テナントが退去した場合に関するリスク 

ホテルは、装置産業としての性格が強く、内装や温泉権のように、施設運営に不可欠の資

産、権利等をオペレーターが有している場合もあり、また、運営に当たり高度な知識が要求

されることから、賃貸借契約が解除され又は更新されずに既存オペレーターが退去した場

合、代替するオペレーターとなりうる者が少ないために、代替テナントが入居するまでの空

室期間が長期化し、不動産の稼働率が大きく低下すること、代替するオペレーター確保のた

めに賃料水準を下げざるを得なくなること、運営の移行期間において十分な収益が実現でき

ないこと、又は賃貸借契約の条件が不利になることがあり、その結果、本投資法人の収益等

に悪影響を及ぼす可能性があります。特に、本投資法人が投資することがあるシェア型複合

ホテルは、シェアスペース等の施設の運営ノウハウを有するオペレーターを確保する必要が

あります。 

c. FF&Eの定期更新に関するリスク 

ホテルは、競争力維持のためのいわゆるFF&E(注2)の定期的な更新投資及び単なる更新に

留まらない競争力強化のための大規模投資が必要となります。特に、本投資法人が投資する

ことがあるシェア型複合ホテルは、客室のみならず、様々なコンセプトを有するシェアスペ

ース等の施設を有するため、FF&Eが通常の宿泊特化型ホテルに比して高額になる傾向にあり

ます。FF&Eはその資産アイテム毎に、本投資法人とテナントとの間の資産区分及び初期投

資、修繕、更新等の負担区分が賃貸借契約において規定されることが想定されます。かかる

取決めにより、本投資法人がその多くを所有し、その負担能力を超えて初期投資、修繕、更

新等を行うこととなった場合、本投資法人の損益に悪影響を及ぼす可能性があります。ま

た、これらの理由で工事が行われる場合、施設が相当期間閉鎖される場合もあり、この間オ

ペレーターは収益をあげることができません。そのために、賃料等の減少の形で本投資法人

の収益等に悪影響を及ぼす可能性もあります。また、かかるFF&Eの初期投資、修繕、更新等

がホテルの売上又は利益増につながらず、期待どおりの効果が得られない場合、本投資法人

の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(注1)  シェア型複合ホテルにおける「特殊なコンセプト」とは、ホテルの空間や設備だけでなく、ホテルを利用する多様な

人々のアイデアや知識、ライフスタイルや価値観をシェアする場を提供するというホテル運営の際のコンセプトをいい

ます。 
(注2)  FF&Eは、Furniture、Fixture & Equipmentの略であり、家具、什器、備品、装飾品並びに厨房機器等、ホテル運営に必

要な資産をいいます。原則的にFF&Eは償却資産です。以下同じです。 

 

③ 本投資法人の関係者、仕組みに関するリスク 

(イ) マリモグループへの依存、利益相反に関するリスク 

本書の日付現在、マリモホールディングスは、本資産運用会社の親会社です。また、マリ

モホールディングス及びその子会社であるマリモは、本書の日付現在、本資産運用会社の主

要な役職員の一部の出向元です。また、本投資法人及び本資産運用会社は、マリモとスポン

サーパイプライン・サポート契約を締結しています（スポンサーパイプライン・サポート契

約については、前記「1 本投資法人の概要2 投資方針 (1) 投資方針 (7)地域に根付き、

「地方の創生」を実現するサポート体制を構築」をご参照ください。）。本投資法人及び本

資産運用会社は、マリモグループと密接な関係を有しており、本投資法人による安定した収

益の確保と成長性に対するマリモグループの影響は極めて高いということができます。 
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したがって、本投資法人及び本資産運用会社がマリモグループとの間で、本書の日付現在

における関係と同様の関係を維持できなくなった場合、マリモグループの事業方針の変更等

によりマリモグループにおける本投資法人の位置付けが変化した場合、マリモグループのノ

ウハウ、レピュテーション、ブランド力等が低下した場合、又はマリモグループの業績若し

くは財政状態が悪化した場合等には、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

また、マリモグループのノウハウ、レピュテーション、ブランド力等はマリモグループの

人材に大きく依存しています。したがって、当該人材の能力が著しく低下した場合又はマリ

モグループが当該人材を失った場合等は、マリモグループのノウハウ、レピュテーション、

ブランド力等が低下し、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

さらに、本投資法人や本資産運用会社が、資産運用活動その他を通じて、マリモグループ

との間で取引を行う場合、本資産運用会社の利害関係人等取引規程に基づく手続の履践等、

一定の利益相反対策は行っているものの、マリモグループの利益を図るために、本投資法人

の投資主の利益に反する行為を行う可能性もあり、その場合には、本投資法人の投資主に損

害が発生する可能性があります。 

加えて、本投資法人及び本資産運用会社がマリモとの間で締結している契約は、マリモグ

ループが、本投資法人と競合する事業を行うことを禁止するものではありません。マリモグ

ループは、不動産に関わる取得、開発、保有・運営、再生、リーシング、マリモグループ以

外の第三者からのPM業務の受託等、様々な形で本投資法人の運用資産と競合する不動産に関

連する業務を行っています。したがって、本投資法人又は本資産運用会社とマリモグループ

とが、特定の資産の取得、賃貸借、管理運営、処分等に関して競合する可能性やその他利益

相反が問題となる状況が生じる可能性は否定できません。 

上記のような利益相反が問題となりうる場合としては、例えば、マリモグループからの物

件取得に際しての取得価格その他の購入条件、マスターレッシー又はエンドテナントである

マリモグループに対する賃貸に関する条件、マリモグループに対する瑕疵担保責任の追及そ

の他の権利行使、スポンサーパイプライン・サポート契約の更新の有無、PM業務の遂行など

が挙げられます。 

これらの問題により、本投資法人の利益が不当に害され、本投資法人の投資主に損害が発

生する可能性があります。 

 

(ロ) 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者に関するリスク 

a. 任務懈怠等に関するリスク 

本投資法人は、投信法に基づき、資産の運用を本資産運用会社に、資産の保管を資産保管

会社に、一般事務を一般事務受託者に、それぞれ委託しています。本投資法人の円滑な業務

遂行の実現のためにはこれらの関係法人の能力、経験及び知見に依拠するところが大きいと

考えられますが、これらの関係法人が業務遂行に必要な人的・財政的基礎等を必ずしも維持

できる保証はありません。本資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は、投信法及

び金融商品取引法上委託を受けた業務の執行につき善良な管理者としての注意義務（以下

「善管注意義務」といいます。）を負い、かつ法令、規約及び投資主総会の決議を遵守し投

資法人のために忠実に職務を遂行する義務（以下「忠実義務」といいます。）を負っていま

す（投信法第118条及び第209条並びに金融商品取引法第42条）が、これらの者による業務の

懈怠その他義務違反があった場合には、本投資法人の存続及び収益等に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

b. 利益相反に関するリスク 

本資産運用会社、一般事務受託者、資産保管会社及び本資産運用会社の株主等、本投資法

人に現在関与し又は将来関与する可能性がある法人は、それぞれの立場において本投資法人

の利益を害し、自己又は第三者の利益を図ることが可能な立場にあります。これらの関係法

人がそれぞれの立場において自己又は第三者の利益を図った場合は、本投資法人の利益が害

される可能性があります。 

本資産運用会社は、本投資法人に対し善管注意義務及び忠実義務を負う（金融商品取引法

第42条）ほか、投信法及び金融商品取引法において業務遂行に関して行為準則が詳細に規定

されており、さらに運用ガイドラインに基づく自主的なルールも定めています。 
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しかし、本資産運用会社が、前記に反して、自己又は第三者の利益を図るため、本投資法

人の利益を害することとなる取引を行った場合には、投資主に損害が発生する可能性があり

ます。 

なお、本資産運用会社が、将来において本投資法人以外の投資法人等の資産運用を受託し

た場合、本投資法人及び本資産運用会社との間のみならず、本投資法人及び当該本投資法人

以外の投資法人等との間でも、利益相反の問題が生じる可能性があります。投信法は、この

ような場合に備えて、投信法上の資産運用会社が、その資産の運用を行う投資法人相互間に

おいて取引を行うことを原則として禁止する等の規定を置いています。また、本資産運用会

社においても、本投資法人以外の投資法人等の資産を運用することとなる場合には、他の投

資法人等との間の利益相反の問題に対処するために必要な自主的ルールを策定することも想

定されます。しかし、この場合に、本投資法人以外の投資法人等の利益を図るため、本投資

法人の利益が害されるリスクが現実化しないという保証はありません。 

c. 解約に関するリスク 

一定の場合には、本資産運用会社、一般事務受託者及び資産保管会社との契約が解約され

ることがあります。投信法上、資産の運用、資産の保管及び一般事務に関して第三者へ委託

することが要求されているため、各契約が解約された場合には、本投資法人は新たな受託者

に委託する必要があります。しかし、本投資法人の希望する時期及び条件で現在と同等又は

それ以上の能力と専門性を有する新たな受託者を選任できる保証はなく、速やかに選任でき

ない場合には本投資法人の存続及び収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

d. 倒産等に関するリスク 

本資産運用会社、一般事務受託者又は資産保管会社のそれぞれが、破産法（平成16年法律

第75号。その後の改正を含みます。以下「破産法」といいます。）上の破産手続、会社更生

法（平成14年法律第154号。その後の改正を含みます。以下「会社更生法」といいます。）

上の会社更生手続、民事再生法（平成11年法律第225号。その後の改正を含みます。以下

「民事再生法」といいます。）上の民事再生手続その他の倒産手続（以下「倒産手続等」と

総称します。）により業務遂行能力を喪失する可能性があるほか、本投資法人は、それらの

者に対する債権の回収に困難が生じるおそれがあり、さらに、それらの者との契約を解約さ

れることがあります。これらにより、本投資法人の日常の業務遂行に影響を及ぼすことにな

り、また、場合によっては本投資口の上場が廃止される可能性もあります。そのような場

合、投資主が損害を受ける可能性があります。 

 

(ハ) PM会社に関するリスク 

a. 能力に関するリスク 

一般に、賃借人の管理、建物の保守管理等、不動産の管理全般の成否は、PM会社の能力、

経験及び知見によるところが大きく、本投資法人が保有している不動産の管理についても、

管理を委託するPM会社の業務遂行能力に大きく依拠することとなります。管理委託先を選定

するにあたっては、当該PM会社の能力、経験、ノウハウ及び財務体質を十分考慮することが

前提となりますが、当該PM会社における人的・財産的基盤が維持される保証はありません。 

b. 利益相反に関するリスク 

本投資法人の投資対象不動産に係るPM会社が、他の顧客（本投資法人以外の投資法人を含

みます。）から当該他の顧客の不動産の管理及び運営業務を受託し、本投資法人の投資対象

不動産に係るPM業務と類似又は同種の業務を行う可能性があります。これらの場合、当該PM

会社は、本投資法人以外の顧客の利益を優先することにより、本投資法人の利益を害する可

能性があります。 

c. 解約に関するリスク 

一定の場合には、PM会社との契約が解約されることがあります。後任のPM会社が選任され

るまではPM会社不在又は機能不全のリスクが生じるため、一時的に当該投資対象不動産の管

理状況が悪化する可能性があります。また、本投資法人の希望する時期及び条件で現在と同

等又はそれ以上の能力と専門性を有する新たなPM会社を選任できる保証はなく、速やかに選

任できない場合には、本投資法人の存続及び収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

d. 倒産等に関するリスク 

PM会社が、倒産手続等により業務遂行能力を喪失する可能性があるほか、本投資法人は、

それらの関係法人に対する債権の回収に困難が生じるおそれがあり、さらに、PM会社との契
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約を解約されることがあります。これらにより、本投資法人の日常の業務遂行に影響が及ぶ

ことになり、投資主が損害を受ける可能性があります。 

 

(ニ) 本投資法人の役員及び本資産運用会社の人材に依存しているリスク 

本投資法人の運営は、本投資法人の役員及び本資産運用会社の人材に大きく依存してお

り、これらの人材が失われた場合、本投資法人の運営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ホ) 本投資法人及び本資産運用会社の歴史が浅いことによるリスク 

本投資法人は、2016年2月5日に設立され、2016年8月1日に資産の運用を開始しました。ま

た、本資産運用会社は、2015年12月17日に投資運用業の登録を完了し、本投資法人が、投資

法人の資産の運用を行う初めての登録投資法人となります。したがって、本投資法人及び本

資産運用会社には、過去の実績が少ないため、過去の実績から今後の実績を予測することは

困難です。 

 

(ヘ) 本投資法人の投資方針等の変更に関するリスク 

本投資法人の規約に記載されている資産運用の対象及び方針等の基本的な事項の変更に

は、投資主総会の承認が必要ですが、本投資法人の役員会及び本資産運用会社の取締役会が

定めたより詳細な投資方針、ポートフォリオ構築方針、運用ガイドライン等については、投

資主総会の承認を経ることなく、変更することが可能です。そのため、本投資法人の投資主

の意思が反映されないまま、これらが変更される可能性があります。 

また、本投資法人の発行する投資証券について支配権獲得その他を意図した取得が行われ

た場合、投資主総会での決議等の結果として本投資法人の運用方針、運営形態等が他の投資

主の想定しなかった方針、形態等に変更される可能性があります。 

一方で、運用環境の変化に対応して、適切に本投資法人の運用方針、運用形態等を変更で

きない可能性もあり、そのような場合には、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

(ト) 本投資法人の倒産又は登録抹消のリスク 

本投資法人は、破産法上の破産手続、民事再生法上の再生手続及び投信法上の特別清算手

続（投信法第164条）に服する可能性があります。 

本投資法人は、投信法に基づいて投資法人としての登録を受けていますが、一定の事由が

発生した場合に投信法に従ってその登録が取り消される可能性があります（投信法第216

条）。その場合には、本投資証券の上場が廃止され、本投資法人は解散し、清算手続に入り

ます。 

本投資法人が清算される場合、投資主は、全ての債権者への弁済（投資法人債の償還を含

みます。）後の残余財産の分配にあずかることによってしか投資金額を回収することができ

ません。このため、投資主は、投資金額の全部又は一部について回収を得ることができない

可能性があります。 

 

④ 不動産及び信託の受益権に関するリスク 

本投資法人の主たる運用資産は、参照有価証券報告書「第一部 ファンド情報 第1 ファンド

の状況 2 投資方針 (2) 投資対象 ① 投資対象とする資産の種類」に記載のとおり、不動産

等及び不動産対応証券です。本投資法人は、参照有価証券報告書「第一部 ファンド情報 第1 

ファンドの状況 5 運用状況 (2) 投資資産 ③ その他投資資産の主要なもの」に記載する不

動産の信託の受益権を保有しており、また、取得予定資産を保有する予定です。不動産を信託す

る信託の受益権その他不動産を裏付けとする資産の所有者は、その信託財産である不動産又は裏

付けとなる不動産を直接所有する場合と、経済的には、ほぼ同様の利益状況に置かれます。した

がって、以下に記載する不動産に関するリスクは、不動産を信託する信託の受益権その他不動産

を裏付けとする資産についても、ほぼ同様にあてはまります。 

なお、信託の受益権特有のリスクについては、後記「(ム) 不動産を信託の受益権の形態で保

有する場合の固有のリスク」をご参照ください。 
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(イ) 不動産の欠陥・瑕疵に関するリスク 

不動産には権利、地盤、地質、構造等に関して欠陥、瑕疵等（工事における杭打ちを含む

施工の不具合及び施工報告書の施工データの転用・加筆等を含みますが、これらに限りませ

ん。）が存在している可能性があり、また、かかる欠陥、瑕疵等が取得後に判明する可能性

もあります。本資産運用会社が投資対象不動産等の選定・取得の判断を行うに当たっては、

原則として投資対象不動産について定評のある専門業者から建物状況評価報告書を取得する

等の物件精査を行うとともに、当該投資対象不動産等の前所有者又は前受益者から譲渡の時

点における一定の表明及び保証を取得することとしています。また、状況に応じて、前所有

者又は前受益者に対し一定の瑕疵担保責任を負担させる場合もあります。建築基準法等の行

政法規が求める所定の手続を経由した不動産についても、一般的に、建物の施工を受託した

建築会社又はその下請け業者において、建物が適正に施工されない場合がありうるほか、建

築基準関係規定の求める安全性や構造耐力等を有するとの保証はありません。また、前所有

者又は前受益者の表明及び保証が真実でなかったことを理由とする損害賠償責任や瑕疵担保

責任を追及できたとしても、これらの責任の期間及び責任額は一定範囲に限定されるのが通

例であり、また、前所有者が解散したり無資力になっているために実効性がない場合もあり

ます。 

これらの場合には、当該欠陥、瑕疵等の程度によっては当該不動産の資産価値が低下する

ことを防ぐために買主である本投資法人が当該欠陥、瑕疵、建替え等の修補その他に係る予

定外の費用を負担せざるをえなくなることがあり、投資主に損害を与える可能性がありま

す。 

また、登記簿の記載を信じて取引した場合にも、買主は不動産に係る権利を取得できない

ことがあります。さらに、登記簿中の不動産の権利に関する事項が現況と一致していない場

合もあります。加えて、権利に関する事項のみならず、登記簿中の不動産の表示に関する事

項も現況と一致していない場合もあります。このような場合、上記と同じく、本投資法人は

売主等に対して法律上又は契約上可能な範囲で責任を追及することとなりますが、その実効

性があるとの保証はありません。 

 

(ロ) 不動産の境界に関するリスク 

本投資法人は、境界が確定していない物件であっても、紛争等の可能性や運営への影響等

を検討の上で取得することがありますが、本投資法人の想定に反し、隣地との間で紛争が生

じたり、境界確定の過程で運用資産の運営に不可欠の土地が隣地所有者の所有に属するもの

とされることなどにより、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ハ) 不動産の売却に伴う責任に関するリスク 

本投資法人が不動産を売却する場合、本投資法人は、宅地建物取引業法上、宅地建物取引

業者とみなされるため、同法に基づき、売却の相手方が宅地建物取引業者である場合を除い

て、不動産の売買契約において、瑕疵担保責任に関し、買主に不利となる特約をすることが

制限されています。したがって、本投資法人が不動産を売却する場合は、売却した不動産の

欠陥、瑕疵等の修補その他に係る予定外の費用を負担せざるを得なくなることがあり、投資

主に損害を与える可能性があります。 

加えて、不動産をめぐる権利義務関係の複雑さゆえに、不動産に関する権利が第三者の権

利や行政法規等により制限を受けたり、第三者の権利を侵害していることが後になって判明

する可能性があります。その結果、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

さらに、賃貸不動産の売却においては、新所有者が賃借人に対する敷金返還債務等を承継

するものと解されており、実務もこれにならうのが通常ですが、旧所有者が当該債務を免れ

ることについて賃借人の承諾を得ていない場合には、旧所有者は新所有者とともに当該債務

を負い続けると解される可能性があり、予想外の債務又は義務等を負う場合があり得ます。 

 

(ニ) 賃貸借契約に関するリスク 

a. 賃貸借契約の解約及び更新に関するリスク 

賃借人が賃貸借契約上解約権を留保している場合等には契約期間中であっても賃貸借契約

が終了することがあり、また、賃貸借契約の期間満了時に契約の更新がなされない場合もあ
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るため、稼働率が低下し、不動産に係る賃料収入が減少することがあります。また、解約禁

止条項、解約ペナルティ条項等を置いて期間中の解約権を制限している場合や更新料を定め

ている場合でも、裁判所によって所定の金額から減額されたり、かかる条項の効力が否定さ

れる可能性があります。 

以上のような事由により、賃料収入等が減少した場合、本投資法人の収益等に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

他方で、賃貸人が、テナントとの賃貸借契約の更新を拒絶したり、解約を申し入れるため

には、借地借家法上、正当の事由があると認められる場合であることが必要であり、賃貸人

側の意向どおりに賃貸借契約を終了させることができないことにより、本投資法人の収益等

に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、賃貸借契約を定期建物賃貸借契約とすれば、契

約の更新がないこととすることが認められていますが、定期建物賃貸借契約の効力が認めら

れるためには、借地借家法第38条所定の要件を充足する必要があるため、借地借家法第38条

所定の要件が充足されなかった場合には、当該契約は、いわゆる普通建物賃貸借契約として

取り扱われる可能性があります。その結果、建物賃貸借契約が所定の時期に終了しないこと

等により、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

b. 賃料不払に関するリスク 

賃借人の財務状況が悪化した場合又は破産法上の破産手続、民事再生法上の再生手続若し

くは会社更生法上の更生手続その他の倒産手続（以下、併せて「倒産等手続」と総称しま

す。）の対象となった場合、賃貸借契約に基づく賃料支払が滞る可能性があり、この延滞賃

料等の債務の合計額が敷金及び保証金で担保される範囲を超える状況になった場合には、投

資主に損害を与える可能性があります。 

また、いわゆる保証会社が保証人となっている場合を中心として、賃借人の保証人との間

の保証契約において、物件の売買等を理由として賃貸人が変更された場合に保証契約が承継

されない旨の特約がなされる場合があります。この場合、本投資法人が物件を取得しても、

保証会社による保証の対象外となります。 

c. 賃料改定に係るリスク 

テナントとの賃貸借契約の期間が比較的長期間である場合には、多くの場合、賃料等の賃

貸借契約の内容について、定期的に見直しを行うこととされています。 

したがって、本書の日付現在の賃料が今後も維持される保証はありません。賃料改定によ

り賃料が減額された場合、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、定期的に賃料等を増額する旨の規定が賃貸借契約にある場合でも、賃借人との交渉

いかんによっては、必ずしも、規定どおりに賃料を増額できるとは限りません。 

d. 賃借人による賃料減額請求権行使のリスク 

建物の賃借人は、定期建物賃貸借契約において借地借家法第32条に基づく賃料減額請求権

を排除する特約を設けた場合を除いて、同条に基づく賃料減額請求をすることができます。

請求が認められた場合、当該不動産から得られる賃料収入が減少し、本投資法人の収益等に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

ある建物賃貸借契約を定期建物賃貸借契約とした上で借地借家法第32条に基づく賃料減額

請求権を排除する特約を設けた場合であっても、定期建物賃貸借契約の効力が認められるた

めには、借地借家法第38条所定の要件を充足する必要があるため、借地借家法第38条所定の

要件が充足されなかった場合には、賃料減額請求権を排除することができず、物件から得ら

れる賃料収入が減少し、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

e. 変動賃料に関するリスク 

本投資法人とテナントの間で締結される賃貸借契約において、固定賃料と売上実績に連動

した変動賃料が組み合わさった賃料構成が採用されることがありますが、売上実績に連動し

た変動賃料の支払いを受ける場合には、売上げの減少が賃料総額の減少につながり、その結

果、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、変動賃料の支払いを伴う賃貸借契約において、変動賃料の計算の基礎となる売上高

等の数値について、賃貸人がその正確性について十分な検証を行えない場合があり得ます。

その結果、本来支払われるべき金額全額の変動賃料の支払いがなされず、本投資法人の収益

等に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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f. 定期建物賃貸借契約における賃料減額請求権排除特約に関するリスク 

定期建物賃貸借契約の場合には、その有効期間中は契約中に定められた賃料をテナントに

対して請求できるのが原則です。しかし、定期建物賃貸借契約においてテナントが早期解約

した場合でも、残存期間全体についてのテナントに対する賃料請求が認められない可能性が

あります。なお、定期建物賃貸借契約において借地借家法第32条に基づく賃料増減請求権を

排除する特約を設けた場合には、同条に基づく賃料増額請求もできなくなるため、かかる賃

料が契約締結時に予期し得なかった事情により一般的な相場に比べて低額となり、通常の賃

貸借契約の場合よりも低い賃料収入しか得られない可能性があります。 

g. 更新料、敷引等に関するリスク 

賃貸借契約において、賃貸借契約が更新される際の更新料、貸主が受領した敷金の一部を

借主に返還しない旨のいわゆる敷引、また契約期間中に賃借人が解約した場合の違約金に関

して敷金・保証金の没収について規定することがありますが、これらの規定は状況によって

はその全部又は一部が無効とされ、その結果、本投資法人に予定外の収入の減少や費用負担

が発生する可能性があります。 

 

(ホ) 災害等による建物の毀損、滅失及び劣化のリスク 

火災、地震、液状化、津波、暴風雨、洪水、落雷、竜巻、火山の噴火、戦争、暴動、騒

乱、テロ等（以下「災害等」といいます。）により不動産が滅失、劣化又は毀損し、その価

値が影響を受ける可能性があります。このような場合には、滅失、劣化又は毀損した個所を

修復するため一定期間建物の稼働停止を余儀なくされることにより、賃料収入が減少し、又

は当該不動産の価値が下落する結果、投資主に損害を与える可能性があります。加えて、災

害等の影響で周辺環境が悪化することにより、賃料収入が減少し、又は当該不動産の価値が

下落する結果、投資主に損害を与える可能性があります。不動産の個別事情により保険契約

が締結されない場合、保険契約で支払われる上限額を上回る損害が発生した場合、保険契約

で填補されない災害等が発生した場合又は保険契約に基づく保険会社による支払が他の何ら

かの理由により行われず、減額され若しくは遅れる場合には、本投資法人の収益等に悪影響

を及ぼす可能性があります。さらに、災害等により建物が滅失、劣化又は毀損した場合、建

築から年月が経過していることなどの理由により、建物の建替え等に必要な図面や書面等が

失われている不動産については、必要な修復を行うことができず、結果として当該不動産を

従来の用途に利用することができなくなる可能性もあります。 

 

(へ) 不動産に係る所有者責任、修繕・維持費用等に関するリスク 

運用資産である不動産を原因として、第三者の生命、身体又は財産等を侵害した場合に、

損害賠償義務が発生し、結果的に本投資法人が予期せぬ損害を被る可能性があります。不動

産の個別事情により保険契約が締結されない場合や生じた事故に対して保険金が支払われな

い場合、前記「(ホ) 災害等による建物の毀損、滅失及び劣化のリスク」と同様、本投資法

人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、不動産につき滅失、毀損又は劣化等が生じ、修繕が必要となる場合には、かかる修

繕に関連して多額の費用を要する可能性があります。また、かかる修繕が困難又は不可能な

場合には、不動産から得られる賃料収入が減少し、不動産の価格が下落する可能性がありま

す。 

さらに、経済状況によっては、インフレーション、水道光熱費等の費用の高騰、不動産管

理や建物管理に係る費用、備品調達等の管理コスト及び各種保険料等のコストの上昇、租税

公課の増大その他の理由により、投資対象不動産の運用に関する費用が増加する可能性があ

ります。 

 

(ト) 不動産に係る行政法規・条例等に関するリスク 

建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例、都市計画法の改正、新たな立法、収用、

再開発、区画整理等の行政行為の規定の施行又は適用の際、原則としてこれらの規定に適合

しない現に存する建物（現に建築中のものを含みます。）又はその敷地については、当該規

定が適用されない扱いとされています（いわゆる既存不適格）。しかし、かかる既存不適格

の建物の建替え等を行う場合には、現行の規定が適用されるため、現行の規定に合致するよ

う手直しをする必要があり、追加的な費用負担が必要となる可能性があり、また、現状と同
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規模の建物を建築できない可能性やそもそも建物を再建築できない可能性もあります。さら

に、建築から年月が経過していることなどの理由により、建物の建替え等に必要な図面や書

面等が失われている不動産については、災害等により建物が滅失、劣化又は毀損した場合、

必要な修復を行うことができず、結果として当該不動産を従来の用途に利用することができ

なくなる可能性もあります。 

また、不動産に係る様々な行政法規や各地の条例による規制が運用資産である不動産に適

用される可能性があります。例えば、都市計画法、地方公共団体の条例による風致地区内に

おける建築等の規制、河川法（昭和39年法律第167号。その後の改正を含みます。）による

河川保全区域における工作物の新築等の制限、文化財保護法（昭和25年法律第214号。その

後の改正を含みます。）に基づく試掘調査義務、一定割合において住宅を付置する義務や、

駐車場設置義務、福祉配慮設備設置義務、緑化推進義務及び雨水流出抑制施設設置義務等が

挙げられます。このような義務が課せられている場合、当該不動産の処分及び建替え等に際

して、事実上の困難が生じたり、これらの義務を遵守するための追加的な費用負担が生じた

りする可能性があります。さらに、運用資産である不動産を含む地域が道路設置等の都市計

画の対象となる場合には、当該都市計画対象部分に建築制限が付されたり、建物の敷地とさ

れる面積が減少したりして収益が減少する可能性があります。また、当該不動産に関して建

替え等を行う際に、現状と同規模の建築物を建築できない可能性があります。 

 

(チ) 水質汚濁防止法上の特定施設に関するリスク 

本投資法人が不動産等を取得する場合において、当該不動産等に、水質汚濁防止法に規定

される特定施設が設置されている場合があります。 

水質汚濁防止法によれば、特定施設の設置者は、排水基準に適合しない排出水を排出する

おそれがある場合には、都道府県知事により汚水等の処理の方法等の改善や特定施設の使用

若しくは排出水の排出の一時停止を命ぜられることがあり、また、特定施設の破損その他の

事故が発生し、有害物質等を含む水等が排出され又は地下に浸透したことにより人の健康又

は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるときには、有害物質等を含む水の排出又は浸透

の防止のための応急の措置を講ずべき義務を負い、これを講じない場合には、都道府県知事

により応急の措置を命ぜられることがあります。さらに、有害物質に該当する物質を含む水

の地下への浸透があったことにより、現に人の健康に係る被害が生じ、又は生ずるおそれが

あるときは、都道府県知事によりその被害を防止するため必要な限度において、地下水の水

質の浄化のための措置を命ぜられることがあります。これらの場合、本投資法人に多額の費

用の負担が生じる可能性があります。加えて、かかる有害物質が含まれた排水の排出又は地

下への浸透により、人の生命又は身体を害したときは、当該排出又は地下への浸透をした者

は、無過失責任を負うものとされていることから、特定施設において事故等が生じた場合に

は、本投資法人が第三者に対して多額の損害を賠償する義務が発生する可能性もあります。 

これらの結果、本投資法人の損益に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(リ) 法令の制定・変更に関するリスク 

土壌汚染対策法（平成14年法律第53号。その後の改正を含みます。以下「土壌汚染対策

法」といいます。）のほか、将来的に環境保護を目的とする法令等が制定・施行され、過失

の有無にかかわらず不動産につき大気、土壌、地下水等の汚染に係る調査義務、除去義務、

損害賠償義務等が課される可能性があります。 

また、消防法（昭和23年法律第186号。その後の改正を含みます。）その他不動産の管理

に影響する関係法令の改正により、不動産の管理費用等が増加する可能性があるほか、エネ

ルギー及び温室効果ガスの削減並びに耐震診断及び耐震改修の促進を目的とした法令、条例

等の制定、適用、改正等によっても、追加的な費用負担等が発生する可能性があります。加

えて、建築基準法、都市計画法の改正、新たな立法、収用、再開発、区画整理等の行政行為

等により不動産に関する権利が制限される可能性があります。このような法令若しくは行政

行為又はその変更等が本投資法人の損益に悪影響を及ぼす可能性があります。 

なお、本書の提出日現在、2017年6月2日付で公布された民法の一部を改正する法律（平成

29年法律第44号。なお、その施行日は、2020年4月1日とされています。）及びその関係法令

により、売買契約その他の本投資法人等が締結する契約に適用される法令の改正が予定され

ています。かかる改正により、本投資法人に新たな義務や費用の負担が生じ、又は本投資法
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人の権利が制限され、結果として、本投資法人の損益に悪影響をもたらす可能性がありま

す。 

 

(ヌ) 売主の倒産等の影響を受けるリスク 

本投資法人が、債務超過の状況にある等財務状態が実質的危機時期にあると認められる又

はその疑義がある者を売主として不動産を取得した場合には、当該不動産の売買が売主の債

権者により取り消される（詐害行為取消）可能性があります。また、本投資法人が不動産を

取得した後、売主について倒産等手続が開始された場合には、不動産の売買が破産管財人、

監督委員又は管財人により否認される可能性が生じます。 

また、本投資法人が、ある売主から不動産を取得した別の者（本(ヌ)において、以下「買

主」といいます。）からさらに不動産を取得した場合において、本投資法人が、当該不動産

の取得時において、売主と買主間の当該不動産の売買が詐害行為として取消され又は否認さ

れる根拠となりうる事実関係を知っている場合には、本投資法人に対しても、売主・買主間

の売買が否認され、その効果を主張される可能性があります。 

本投資法人は、管財人等により売買が否認又は取消されるリスク等について諸般の事情を

慎重に検討し、実務的に可能な限り管財人等により売買が否認又は取消されるリスク等を回

避するよう努めますが、このリスクを完全に排除することは困難です。 

さらに、取引の態様如何によっては売主と本投資法人との間の不動産の売買が、担保取引

であると判断され、当該不動産は破産者である売主の破産財団の一部を構成し、又は更生会

社若しくは再生債務者である売主の財産に属するとみなされる可能性（いわゆる真正譲渡で

ないとみなされるリスク）もあります。 

 

(ル) マスターリース会社に関するリスク 

本投資法人は、マスターレッシー（転貸人）が本投資法人又は信託受託者とマスターリー

ス契約を締結した上で、各転借人に対して転貸するマスターリースの形態をとる物件を取得

することがあります。 

マスターリースの形態をとる物件においてマスターレッシーの財務状況が悪化した場合、

転借人がマスターレッシーに賃料を支払ったとしても、マスターレッシーの債権者がマスタ

ーレッシーの転借人に対する賃料債権を差し押さえる等により、マスターレッシーから本投

資法人又は信託受託者への賃料の支払が滞る可能性があります。 

本投資法人、マスターレッシー及び信託受託者との間で締結されたマスターリース契約

が、マスターレッシーの倒産又は契約期間満了等により終了した場合には、本投資法人が信

託受託者との間で新たなマスターリース契約（以下「新マスターリース契約」といいま

す。）を締結し、本投資法人がそれまでのマスターレッシー（以下「旧マスターレッシー」

といいます。）及びエンドテナントとの間の転貸借契約及び旧マスターレッシーのエンドテ

ナントに対する権利及び義務等を承継することが規定されている場合があります。この場合

において、本投資法人は、賃貸人である信託受託者に対して、新マスターリース契約に基づ

いて請求し得る敷金返還請求権等に比して過重な敷金返還債務等をエンドテナントに対して

負担しなければならなくなる可能性があります。 

また、本投資法人がエンドテナントに対して、賃貸人たる地位を承継した旨を通知する前

に、エンドテナントが旧マスターリース会社に賃料等を支払った場合、本投資法人は賃貸人

たる信託受託者に対して賃料を支払う必要があるにもかかわらず、エンドテナントに対して

賃料を請求できなくなります。 

これらの場合、旧マスターレッシーに対して求償権又は不当利得返還請求権を行使するこ

とは可能ですが、旧マスターレッシーが破綻状態に陥っており、十分に損害を回復できない

場合には、本投資法人は損失を被ることになります。 

 

(ヲ) 転貸に関するリスク 

賃借人（転借人を含みます。）に、不動産の一部又は全部を転貸する権限を与えた場合、

本投資法人は、不動産に入居するテナントを自己の意思により選択できなくなったり、退去

させられなくなったりする可能性があるほか、賃借人の賃料が、転借人の賃借人に対する賃

料に連動する場合、転借人の信用状態等が、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 
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また、賃貸借契約が合意解約された場合、又は債務不履行を理由に解除された場合であっ

ても、賃貸借契約上、賃貸借契約終了の場合に転貸人の転借人に対する敷金等の返還義務が

賃貸人に承継される旨規定されている場合等には、かかる敷金等の返還義務が、賃貸人に承

継される可能性があります。このような場合、敷金等の返還原資は賃貸人の負担となり、本

投資法人の損益に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ワ) テナント等による不動産の利用状況に関するリスク 

テナントによる不動産の利用・管理状況は、当該不動産の資産価値や、本投資法人の収益

等に悪影響を及ぼす可能性があります。また、転借人や賃借権の譲受人の属性によっては、

運用資産である不動産のテナント属性が悪化し、これに起因して建物全体の賃料水準が低下

する可能性があります。 

例えば、建物そのものが法令や条例等の基準を満たす場合であっても、テナントによる建

物への変更工事、内装の変更その他利用状況等により、建築基準法、消防法その他の法令や

条例等に違反する状態となり、本投資法人が、その改善のための費用を負担する必要が生

じ、又は法令上不利益を被る可能性があります。また、賃貸借契約における規定の如何にか

かわらず、テナントによる転貸や賃貸借の譲渡が本投資法人の承諾なしに行われる可能性が

あります。その他、転借人や賃借権の譲受人の属性によっては、テナントによる不動産の利

用状況が悪化し、これに起因して建物全体の賃料水準が低下する可能性があります。賃貸人

は賃借人と普通建物賃貸借契約を締結した場合又は定期建物賃貸借契約を締結したものの借

地借家法第38条所定の要件が充足されないことにより定期建物賃貸借契約としての効力が否

定された場合、正当の事由があると認められなければ、賃貸借期間が経過した場合であって

も賃借人との賃貸借契約を終了することができず、テナントによる不動産の利用状況の悪化

を阻止できない可能性があります。 

 

(カ) 周辺環境の悪化等に関するリスク 

本投資法人の運用資産である不動産の周辺環境が本投資法人の支配できない事由により悪

化する可能性があり、その結果、本投資法人の運用資産である不動産の収益の低下や価値の

下落が生じ、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。そのような事由とし

て、例えば、周辺建物の建替え等により、騒音、振動等を発したり、静謐な環境を妨げる施

設が誕生することによる環境の悪化、周辺建物のテナント属性の悪化に伴う地域の治安の悪

化等があげられます。 

 

(ヨ) 共有物件に関するリスク 

運用資産である不動産が第三者との間で共有されている場合には、その保存・利用・処分

等について単独で所有する場合には存在しない種々のリスクがあります。 

まず、共有物の管理は、共有者間で別段の定めをした場合を除き、共有者の持分の価格に

従い、その過半数で行うものとされているため（民法第252条本文）、持分の過半数を有し

ていない場合には、当該不動産の管理及び運営について本投資法人の意向を反映させること

ができない可能性があります。また、共有者はその持分の割合に応じて共有物の全体を利用

することができるため（民法第249条）、他の共有者によるこれらの権利行使によって、本

投資法人の当該不動産の保有又は利用が妨げられるおそれがあります。 

さらに、共有の場合、他の共有者からの共有物全体に対する分割請求権行使を受ける可能

性（民法第256条第1項本文）、及び裁判所により共有物全体の競売を命じられる可能性（民

法第258条第2項）があり、ある共有者の意図に反して他の共有者からの分割請求権行使によ

って共有物全体が処分されるリスクがあります。 

この分割請求権を行使しないという共有者間の特約は有効ですが、この特約は5年を超え

ては効力を有しません（民法第256条第1項ただし書）。また、登記済みの不分割特約がある

場合でも、特約をした者について倒産手続の対象となった場合には、管財人等はその換価処

分権を確保するために分割請求ができるとされています。ただし、共有者は、倒産手続の対

象となった他の共有者の有する共有持分を相当の対価で取得することができます（破産法第

52条、民事再生法第48条、会社更生法第60条）。 

他の共有者の共有持分に抵当権が設定された場合には、共有物が分割されると、共有され

ていた物件全体について当該共有者（抵当権設定者）の持分割合に応じて、当該抵当権の効
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力が及ぶことになると考えられています。したがって、運用資産である共有持分には抵当権

が設定されていなくても、他の共有者の共有持分に抵当権が設定された場合には、共有物が

分割されると、分割後の運用資産についても、他の共有者の持分割合に応じて、当該抵当権

の効力が及ぶこととなるリスクがあります。 

共有持分の処分は単独所有物と同様に自由に行えると解されていますが、共有不動産につ

いては、共有者間で共有持分の優先的購入権の合意をすることにより、共有者がその共有持

分を第三者に売却する場合に他の共有者が優先的に購入できる機会を与えるようにする義務

を負う場合があります。 

不動産の共有者が賃貸人となる場合には、賃料債権は不可分債権となり敷金返還債務は不

可分債務になると一般的には解されており、共有者は他の賃貸人である共有者の信用リスク

の影響を受ける可能性があります。 

共有不動産については、単独所有の場合と比べて上記のような制限やリスクがあるため、

取得及び売却により多くの時間と費用を要したり、価格の減価要因が増す可能性がありま

す。 

 

(タ) 区分所有建物に関するリスク 

「区分所有建物」とは建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号。その後の改

正を含みます。以下「区分所有法」といいます。）の適用を受ける建物で、単独所有の対象

となる専有部分と共有となる共用部分及び建物の敷地部分から構成されます。区分所有建物

の場合には、区分所有法上、法定の管理方法及び管理規約（管理規約の定めがある場合）に

よって管理方法が定められます。建替え決議等をする場合には集会において区分所有者及び

議決権（管理規約に別段の定めのない限り、その有する専有部分の床面積の割合）の各5分

の4以上の多数の建替え決議が必要とされる等（区分所有法第62条）、区分所有法の適用を

受けない単独所有物件と異なり管理方法に制限があります。 

区分所有建物の専有部分の処分は自由に行うことができますが、区分所有者間で優先的購

入権の合意をすることがあることは、共有物件の場合と同様です。 

区分所有建物と敷地の関係については以下のようなリスクがあります。 

区分所有建物の専有部分を所有するために区分所有者が敷地に関して有する権利を敷地利

用権といいます。区分所有建物では、専有部分と敷地利用権の一体性を保持するために、法

律で、専有部分とそれに係る敷地利用権を分離して処分することが原則として禁止されてい

ます（区分所有法第22条）。ただし、敷地権の登記がなされていない場合には、分離処分の

禁止を善意の第三者に対抗することができず、かかる第三者との関係では分離処分が有効と

なります（区分所有法第23条）。また、区分所有建物の敷地が数筆に分かれ、区分所有者

が、それぞれ、その敷地のうちの一筆又は数筆の土地について、単独で、所有権、賃借権等

を敷地利用権（いわゆる分有形式の敷地利用権）として有している場合には、分離して処分

することが可能とされています。このように専有部分とそれに係る敷地利用権が分離して処

分された場合、敷地利用権を有しない区分所有者が出現する可能性があります。 

また、敷地利用権が使用借権及びそれに類似した権利である場合には、当該敷地が売却、

競売等により第三者に移転された場合に、区分所有者が当該第三者に対して従前の敷地利用

権を対抗できなくなる可能性があります。 

このような区分所有建物と敷地の関係を反映して、区分所有建物の場合には、取得及び売

却により多くの時間と費用を要したり、価格の減価要因が増す可能性があります。 

 

(レ) 借地物件に関するリスク 

借地権（転借地権を含みます。以下本「(レ) 借地物件に関するリスク」において同じで

す。）とその借地上に存在する建物については、自らが所有権を有する土地上に存在する建

物と比べて特有のリスクがあります。借地権は、所有権と異なり永久に存続するものではな

く、期限の到来により当然に消滅し（定期借地権の場合）又は期限到来時に借地権設定者が

更新を拒絶しかつ更新を拒絶する正当事由がある場合に消滅します（普通借地権の場合）。

また、借地権が地代の不払その他により解除その他の理由により消滅してしまう可能性もあ

ります。借地権が消滅すれば、時価での建物買取りを請求できる場合（借地借家法第13条、

旧借地法第4条第2項）を除き、借地上に存在する建物を取り壊した上で、土地を返還しなけ

ればなりません。普通借地権の場合、借地権の期限到来時の更新拒絶につき上記正当事由が
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認められるか否かを本投資法人の物件取得時に正確に予測することは不可能であり、仮に建

物の買取請求権を有する場合でも、買取価格が本投資法人が希望する価格以上である保証は

ありません。加えて、本投資法人又は信託受託者が有する権利が転借地権である場合、借地

権（転借地権を除きます。）が解除その他の理由により消滅してしまうと、原則として、本

投資法人又は信託受託者が有する転借地権も消滅します。 

また、本投資法人又は信託受託者が借地権を有している土地の所有権が、他に転売された

り、借地権設定時に既に存在する土地上の抵当権等が実行されたりすることにより第三者に

移転する可能性があります。この場合、借地権について適用のある法令に従い第三者対抗要

件（借地権の登記又は借地権を有している土地上に借地権者が登記されている建物を所有し

ていることが該当します。）が具備されていないときは、本投資法人又は信託受託者は、借

地権を当該土地の新所有者に対して対抗できず、当該土地の明渡義務を負う可能性がありま

す。 

さらに、借地権が賃借権である場合、借地権を譲渡するには、原則として、借地権設定者

の承諾が必要となります。借地上の建物の所有権を譲渡する場合には、当該借地に係る借地

権も一緒に譲渡することになるので、原則として、借地権設定者の承諾が必要となります。

かかる借地権設定者の承諾に関しては、借地権設定者への承諾料の支払が予め約束されてい

たり、約束されていなくても慣行を理由として借地権設定者が承諾料を承諾の条件として請

求してきたりする場合があります（なお、法律上借地権設定者に当然に承諾料請求権が認め

られているものではありません。）。 

加えて、借地権設定者の資力の悪化や倒産等により、借地権設定者に差し入れた敷金及び

保証金等の全額又は一部が返還されない可能性があります。借地権設定者に対する敷金及び

保証金等の返還請求権について担保設定や保証はなされないのが通例です。 

借地権と借地上に建てられている建物については、敷地と建物を一括して所有している場

合と比べて、上記のような制限やリスクがあるため、取得及び売却により多くの時間と費用

を要したり、価格の減価要因が増す可能性があります。 

 

(ソ) 借家物件に関するリスク 

本投資法人は、建物（共有持分、区分所有権等を含みます。）を第三者から賃借の上又は

信託受託者に賃借させた上、当該賃借部分を直接若しくは信託受託者を通じて保有する建物

と一体的に又は当該賃借部分を単独で、テナントへ転貸することがあります。 

この場合、建物の賃貸人の資力の悪化や倒産等により、建物の賃貸人に差し入れた敷金及

び保証金等の全額又は一部が返還されない可能性があることは、前記「(レ) 借地物件に関

するリスク」の場合と同じです。 

加えて、民法上、本投資法人が第三者との間で直接又は信託受託者を通じて締結した賃貸

借契約が何らかの理由により終了した場合、原則として、本投資法人又は当該受託者とテナ

ントの間の転貸借契約も終了するとされているため、テナントから、転貸借契約の終了に基

づく損害賠償請求等がなされるおそれがあります。 

 

(ツ) 底地物件に関するリスク 

本投資法人は、第三者が、土地所有者から借地権の設定を受け、その上に建物を所有して

いる土地、いわゆる底地を取得することがあります。底地物件の場合は特有のリスクがあり

ます。借地権は、定期借地権の場合は借地契約に定める期限の到来により当然に消滅し、普

通借地権の場合には期限到来時に本投資法人が更新を拒絶しかつ本投資法人に更新を拒絶す

る正当事由がある場合に消滅します。借地権が消滅する場合、本投資法人は借地権者より時

価での建物買取を請求される場合があります（借地借家法第13条及び旧借地法第4条第2

項）。普通借地権の場合、借地権の期限到来時に更新拒絶につき前記正当事由が認められる

か否かを本投資法人の物件取得時に正確に予測することは不可能であり、借地権者より時価

での建物買取を請求される場合においても、買取価格が本投資法人が希望する価格以下であ

る保証はありません。 

また、借地権者の財務状況が悪化した場合又は倒産等手続の対象となった場合、借地契約

に基づく土地の賃料の支払が滞る可能性があり、この延滞賃料の合計額が敷金及び保証金等

で担保される範囲を超える場合は投資主に損害を与える可能性があります。 
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加えて、借地契約では、多くの場合、賃料等の借地契約の内容について、定期的に見直し

を行う旨を規定する条項が含まれています。当該条項に基づく賃料の改定により賃料が減額

された場合、投資主に損害を与える可能性があります。また、借地権者は借地借家法第11条

に基づく土地の借賃の減額請求をすることができ、これにより、当該底地から得られる賃料

収入が減少し、投資主に損害を与える可能性があります。 

さらに、借地権が賃借権である場合、借地権者による借地権の譲渡には、原則として、本

投資法人の承諾が必要となりますが、裁判所が承諾に代わる許可をした場合（借地借家法第

19条）や、借地契約上事前に一定範囲での借地権の譲渡を承諾している場合には、本投資法

人の承諾なく借地権が本投資法人との関係でも有効に譲渡される結果、財務状態に問題があ

る等の本投資法人が望まない者が借地権者となる可能性があり、その結果、投資主に損害を

与える可能性があります。 

 

(ネ) 開発物件に関するリスク 

本投資法人は、竣工後の物件を取得するために予め開発段階で売買契約を締結することは

ありません。しかしながら、本投資法人は、後記「⑥ その他 (ニ) 特定目的会社の優先出

資証券への投資に関するリスク」に記載のとおり、資産流動化法に基づく特定目的会社がそ

の資産の2分の1を超える額を不動産等に投資することを目的とする場合、その優先出資証券

への投資を行うことがあり、かかる特定目的会社の投資先である不動産等の中に、開発段階

の物件が存在する場合があります。かかる場合、当該特定目的会社は、既に完成した物件に

つき売買契約を締結して取得する場合とは異なり、様々な事由により、開発が遅延、変更又

は中止されることにより、売買契約どおりの引渡しを受けられない可能性があります。この

結果、当該特定目的会社が得る開発物件からの収益等が本投資法人の予想を大きく下回る可

能性があるほか、予定された時期に収益等が得られなかったり、収益等が全く得られなかっ

たり、又は予定されていない費用、損害若しくは損失を当該特定目的会社が負担し若しくは

被ったりする可能性があり、その結果、本投資法人の損益に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。また、竣工後のテナントの確保が当初の期待を下回り、見込みどおりの賃料収入を得ら

れない可能性があり、その結果、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ナ) フォワード・コミットメント等に係るリスク 

本投資法人は、不動産又は不動産を信託する信託の受益権を取得するにあたり、いわゆる

フォワード・コミットメント等を行うことがあります。不動産売買契約が買主の事情により

解約された場合には、買主は債務不履行による損害賠償義務を負担することとなります。ま

た、損害額等の立証にかかわらず、不動産又は不動産を信託する信託の受益権の売買価格に

対して一定の割合の違約金が発生する旨の合意がなされることも少なくありません。フォワ

ード・コミットメント等の場合には、契約締結後、決済・物件引渡しまでに一定の期間があ

るため、その期間における市場環境の変化等により本投資法人が不動産取得資金を調達でき

ない場合等、売買契約を解約せざるを得なくなった場合には、違約金等の支払により、本投

資法人の財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ラ) 有害物質に関するリスク 

本投資法人が土地又は土地の賃借権若しくは地上権又はこれらを信託する信託の受益権を

取得する場合において、当該土地について産業廃棄物等の有害物質が埋蔵されている可能性

や、自然由来と推定される原因によって有害物質が存在している可能性があり、かかる有害

物質が埋蔵されている場合には当該土地の価格が下落する可能性があります。また、かかる

有害物質を除去するために土壌の入替えや洗浄が必要となる場合には、これに係る予想外の

費用や時間が必要となる可能性があります。また、かかる有害物質によって第三者が損害を

受けた場合には、直接又は信託受託者を通じて間接的に、本投資法人がかかる損害を賠償す

る義務を負う可能性があります。なお、土壌汚染対策法によれば、土地の所有者、管理者又

は占有者は、鉛、砒素、トリクロロエチレンその他の特定有害物質による土地の土壌の汚染

の状況について、都道府県知事により調査・報告を命ぜられることがあり、また、土壌の特

定有害物質による汚染により、人の健康に係る被害が生じ、又は生ずるおそれがあるとき

は、都道府県知事によりその被害を防止するため必要な汚染の除去等の措置を命ぜられるこ

とがあります。 
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この場合、本投資法人に多額の負担が生じる可能性があり、また、本投資法人は、支出を

余儀なくされた費用について、その原因となった者やその他の者から常に償還を受けられる

とは限りません。 

また、本投資法人が建物又は建物を信託する信託の受益権を取得する場合において、当該

建物の建材等にアスベストその他の有害物質を含む建材が使用されているか若しくは使用さ

れている可能性がある場合やPCBが保管されている場合等には、当該建物の価格が下落する

可能性があります。また、かかる有害物質を除去するために建材の全面的若しくは部分的交

換が必要となる場合又は有害物質の処分若しくは保管が必要となる場合には、これに係る予

想外の費用や時間が必要となる可能性があります。また、かかる有害物質によって第三者が

損害を受けた場合には、直接又は信託受託者を通じて間接的に、本投資法人にかかる損害を

賠償する義務が発生する可能性があります。 

将来的に環境保護を目的とする法令等が制定・施行され、過失の有無にかかわらず不動産

につき大気、土壌、地下水等の汚染に係る調査義務、除去義務、損害賠償義務等が課された

り、また有害物質に関連する会計基準の変更がされたりすること等により本投資法人の損益

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(ム) 不動産を信託の受益権の形態で保有する場合の固有のリスク 

本投資法人は、不動産を信託の受益権の形式で取得することがあります。 

信託受託者が信託財産としての不動産、不動産の賃借権、地上権又は地役権を所有し管理

するのは受益者のためであり、その経済的利益と損失は、最終的には全て受益者に帰属する

ことになります。したがって、本投資法人は、信託の受益権の保有に伴い、信託受託者を介

して、運用資産が不動産である場合と実質的にほぼ同じリスクを負担することになります。 

信託契約上信託の受益権を譲渡しようとする場合には、信託受託者の承諾を要求されるの

が通常です。さらに、不動産、不動産の賃借権、地上権又は地役権を信託する信託の受益権

については受益証券発行信託の受益証券でない限り私法上の有価証券としての性格を有して

いませんので、債権譲渡と同様の譲渡方法によって譲渡することになり、有価証券のような

流動性がありません。 

信託法（大正11年法律第62号。その後の改正を含みますが、信託法の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律（平成18年法律第109号）による改正前のもの。）及び信託法（平成

18年法律第108号。その後の改正を含みます。）上、信託受託者が倒産等手続の対象となっ

た場合に、信託の受益権の目的となっている不動産が信託財産であることを破産管財人等の

第三者に対抗するためには、信託された不動産に信託設定登記をする必要があり、仮にかか

る登記が具備されていない場合には、本投資法人は、当該不動産が信託の受益権の目的とな

っていることを第三者に対抗できない可能性があります。 

また、信託財産の受託者が、信託目的に反して信託財産である不動産を処分した場合、又

は信託財産である不動産を引当てとして、何らかの債務を負うことにより、不動産を信託す

る信託の受益権を保有する本投資法人が不測の損害を被る可能性があります。 

さらに、信託契約上、信託開始時において既に存在していた信託不動産の欠陥、瑕疵等に

つき、当初委託者が信託財産の受託者に対し一定の瑕疵担保責任を負担する場合に、信託財

産の受託者が、かかる瑕疵担保責任を適切に追及しない、又はできない結果、本投資法人が

不測の損害を被り、投資主に損害を与える可能性があります。 

 

(ウ) 信託受益権の準共有等に関するリスク 

運用資産である不動産信託受益権が第三者との間で準共有されている場合には、その保

存・利用・処分等について単独で所有する場合には存在しない種々のリスクがあります。 

まず、準共有されている権利の管理は、準共有者間で別段の定めをした場合を除き、準共

有者の持分の価格に従い、その過半数で行うものとされているため（民法第252条本文）、

本投資法人が準共有持分の過半数を有していない場合には、当該不動産の管理及び運営につ

いての信託受益者の指図に本投資法人の意向を反映させることができない可能性がありま

す。 

また、準共有持分の処分は単独所有物と同様に自由に行えると解されていますが、準共有

されている信託受益権については、準共有者間で準共有持分の優先的購入権の合意をするこ
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とにより、準共有者がその準共有持分を第三者に売却する場合に他の準共有者が優先的に購

入できる機会を与えるようにする義務を負う場合があります。 

不動産信託受益権の準共有者が不動産信託受託者に対して有する信託交付金の請求権は不

可分債権となり不動産信託受託者に対して負担する信託費用等の支払義務は不可分債務にな

ると一般的には解されており、準共有者は他の準共有者の信用リスクの影響を受ける可能性

があります。 

更に、前記のとおり、準共有持分の処分は単独所有物と同様に自由に行えると解されてい

るため、準共有者は、他の準共有者が予期せず変動し、その結果、不利益を受ける可能性も

あります。 

準共有されている信託受益権については、単独所有の場合と比べて上記のような制限やリ

スクがあるため、取得及び売却により多くの時間と費用を要したり、価格の減価要因が増す

可能性があります。 

 

⑤ 税制に関するリスク 

(イ) 導管性要件に係るリスク 

税法上、投資法人に係る課税の特例規定により、一定の要件（導管性要件）を満たした投

資法人に対しては、投資法人と投資主との間の二重課税を排除するため、利益の配当等を投

資法人の損金に算入することが認められています。 

 

投資法人の主な導管性要件 

支払配当要件 

配当等の額が配当可能利益の額の90％超であること 

（利益超過分配を行った場合には、金銭の分配の額が配当可能額の90％

超であること） 

国内50％超募集要

件 

投資法人規約において、投資口の発行価額の総額のうちに国内において

募集される投資口の発行価額の占める割合が50％を超える旨の記載又は

記録があること 

借入先要件 

機関投資家（租税特別措置法第67条の15第1項第1号ロ(2)に規定するも

のをいいます。次の所有先要件において同じです。）以外の者から借入

れを行っていないこと 

所有先要件 
事業年度の終了の時において、発行済投資口が50人以上の者によって所

有されていること又は機関投資家のみによって所有されていること 

非同族会社要件 

事業年度の終了の時において、投資主の1人及びその特殊関係者により

発行済投資口総数あるいは議決権総数の50％超を保有されている同族会

社に該当していないこと 

会社支配禁止要件 
他の法人の株式又は出資の50％以上を有していないこと（匿名組合出資

を含み、一定の海外子会社を除きます。） 

 

本投資法人は、導管性要件を満たすよう努めていますが、今後、下記に記載した要因又は

その他の要因により導管性要件を満たすことができない可能性があります。本投資法人が導

管性要件を満たすことができなかった場合、利益の配当等を損金算入することができなくな

り、本投資法人の税負担が増大する結果、投資主への分配額等に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

a. 会計処理と税務処理との不一致によるリスク 

会計処理と税務処理との不一致が生じた場合、会計上発生した費用・損失について、税務

上その全部又は一部を損金に算入することができない等の理由により、法人税等の税負担が

発生し、配当の原資となる会計上の利益は減少します。支払配当要件における配当可能利益

の額（又は配当可能額）は会計上の税引前利益に基づき算定されることから、多額の法人税

額が発生した場合には、配当可能利益の額の90％超の配当（又は配当可能額の90％超の金銭

分配）ができず、支払配当要件を満たすことが困難となる可能性があります。 

b. 資金不足により計上された利益の配当等の金額が制限されるリスク 
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借入先要件に基づく借入先等の制限や資産の処分の遅延等により機動的な資金調達ができ

ない場合には、配当の原資となる資金の不足により支払配当要件を満たせない可能性があり

ます。 

c. 借入先要件に関するリスク 

本投資法人が何らかの理由により機関投資家以外からの借入れを行わざるを得ない場合又

は本投資法人の既存借入金に関する貸付債権が機関投資家以外に譲渡された場合、あるいは

この要件の下における借入金の定義が税法上において明確ではないためテナント等からの預

り金等が借入金に該当すると解釈された場合においては、借入先要件を満たせなくなる可能

性があります。 

d. 投資主の異動について本投資法人のコントロールが及ばないリスク 

本投資口が市場で流通することにより、本投資法人のコントロールの及ばないところで、

所有先要件あるいは非同族会社要件が満たされなくなる可能性があります。 

 

(ロ) 税務調査等による更正処分のため、導管性要件が事後的に満たされなくなるリスク 

本投資法人に対して税務調査が行われ、導管性要件に関する取扱いに関して、税務当局と

の見解の相違により更正処分を受け、過年度における導管性要件が事後的に満たされなくな

る可能性があります。このような場合には、本投資法人が過年度において行った利益の配当

等の損金算入が否認される結果、本投資法人の税負担が増大し、投資主への分配額等に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

 

(ハ) 不動産の取得に伴う軽減税制が適用されないリスク 

本投資法人は、規約において、特定不動産の価額の合計額の本投資法人の有する特定資産

の価額の合計額に占める割合を100分の75以上となるよう資産運用を行うもの（規約第13条

第3項）としています。本投資法人は、上記内容の投資方針を規約に定めること、及びその

他の税法上の要件を充足することを前提として、直接に不動産を取得する場合の不動産流通

税（登録免許税及び不動産取得税）の軽減措置の適用を受けることができると考えていま

す。しかし、本投資法人がかかる軽減措置の要件を満たすことができない場合、又は軽減措

置の要件が変更された場合には、軽減措置の適用を受けることができない可能性がありま

す。 

 

(ニ) 一般的な税制の変更に係るリスク 

不動産、不動産信託受益権その他本投資法人の運用資産に関する税制若しくは本投資法人

に関する税制又はかかる税制に関する解釈・運用・取扱いが変更された場合、公租公課の負

担が増大し、その結果、本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。また、投

資口に係る利益の配当、資本の払戻し、譲渡等に関する税制又はかかる税制に関する解釈・

運用・取扱いが変更された場合、本投資口の保有若しくは売却による投資主の手取金の額が

減少し、又は税務申告等の税務上の手続面での負担が投資主に生じる可能性があります。 

 

⑥ その他 

(イ) 不動産の鑑定評価士その他専門家の意見への依拠に関するリスク 

本投資法人又は本資産運用会社は、不動産等を取得するに際して又は取得後、当該不動産

等の鑑定評価を不動産鑑定士等に依頼し、鑑定評価書を取得することがありますが、不動産

等の鑑定評価額は、個々の不動産鑑定士等の分析に基づく、分析の時点における評価に関す

る意見を示したものにとどまり、客観的に適正な不動産価格と一致するとは限りません。同

じ物件について鑑定、調査を行った場合でも、不動産鑑定士等、評価方法又は調査の方法若

しくは時期によって鑑定評価額の内容が異なる可能性があります。また、かかる鑑定等の結

果は、現在及び将来において当該鑑定評価額による売買の可能性を保証又は約束するもので

はありません。 

また、本投資法人又は本資産運用会社は、不動産等を取得するに際して又は取得後、当該

不動産等の建物状況調査評価書及び地震リスク診断報告書並びに構造計算書の妥当性に関す

る第三者の報告書を取得することがありますが、建物状況調査評価書及び地震リスク診断報

告書並びに構造計算書の妥当性に関する第三者の報告書は、建物の評価に関する専門家が、

設計図書等の確認、現況の目視調査又は施設管理者への聞取り等を行うことにより、現在又
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は将来発生することが予想される建物の不具合、必要と考えられる修繕又は更新工事の抽出

及びそれらに要する概算費用並びに再調達価格の算出、並びに建物の耐震性能及び地震によ

る損失リスク等を検討した結果を記載したものであり、不動産に欠陥、瑕疵等が存在しない

ことを保証又は約束するものではありません。 

さらに、不動産に関して算出されるPML値も個々の専門家の分析に基づく予想値にすぎま

せん。PML値は、損害の予想復旧費用の再調達価格に対する比率で示されますが、将来、地

震が発生した場合、予想以上の多額の復旧費用が必要となる可能性があります。 

加えて、本投資法人又は本資産運用会社は、不動産等を取得するに際して又は取得後、当

該不動産等のマーケットレポートを取得することがあります。とりわけ、利害関係人等に不

動産等を賃貸する場合はマーケットレポートを必ず取得することとしています。マーケット

レポートにより提示される第三者によるマーケット分析、統計情報及び想定賃料水準等は、

個々の調査会社の分析に基づく、分析の時点における評価に関する意見を示したものにとど

まり、客観的に適正なエリア特性、需要と供給、マーケットにおける位置付け、市場の動向

等と一致するとは限りません。同じ物件について調査分析を行った場合でも、調査会社及び

調査の時期又は方法によってマーケット分析、統計情報及び想定賃料水準等の内容が異なる

可能性があります。また、想定賃料水準は、現在及び将来において当該賃料水準による賃貸

借の可能性を保証又は約束するものではありません。 

 

(ロ) 減損会計の適用に関するリスク 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日））が、2005年4月1日以後開始する

事業年度より強制適用されたことに伴い、本投資法人においても減損会計が適用されていま

す。「減損会計」とは、主として土地・建物等の事業用不動産について、収益性の低下によ

り投資額を回収する見込みが立たなくなった場合に、一定の条件のもとで回収可能性を反映

させるように帳簿価額を減額する会計処理のことをいいます。減損会計の適用に伴い、地価

の動向及び運用資産の収益状況等によっては、会計上減損損失が発生し、本投資法人の損益

に悪影響を及ぼす可能性があり、また、税務上は当該資産の売却まで損金を認識することが

できない（税務上の評価損の損金算入要件を満たした場合や減損損失の額のうち税務上の減

価償却費相当額を除きます。）ため、税務と会計の齟齬が発生することとなり、税務上のコ

ストが増加する可能性があります。 

景気情勢や不動産価格の変動等によって本投資法人の保有している資産の価格が大幅に下

落した場合などに、会計上減損損失が発生する可能性があります。 

 

(ハ) 匿名組合出資持分への投資に関するリスク 

本投資法人はその規約に基づき、不動産に関する匿名組合出資持分への投資を行うことが

あります。本投資法人が出資するかかる匿名組合では、本投資法人の出資金を営業者が不動

産等に投資しますが、当該不動産等に係る収益が悪化した場合や当該不動産等の価値が下落

した場合等には、本投資法人が匿名組合員として得られる分配金や元本の償還金額等が減少

し、その結果、本投資法人が営業者に出資した金額を回収できない等の損害を被る可能性が

あります。また、匿名組合出資持分については契約上譲渡が禁止若しくは制限されているこ

とがあり、又は、確立された流通市場が存在しないため、その流動性が低く、本投資法人が

譲渡を意図しても、適切な時期及び価格で譲渡することが困難となる可能性があります。 

 

(ニ) 特定目的会社の優先出資証券への投資に関するリスク 

本投資法人は規約に基づき、資産流動化法に基づく特定目的会社がその資産の2分の1を超

える額を不動産等に投資することを目的とする場合、その優先出資証券への投資を行うこと

があります。かかる優先出資証券への投資を行う場合にも、本投資法人は、税法上の導管性

要件（前記「⑤ 税制に関するリスク (イ) 導管性要件に係るリスク」をご参照くださ

い。）に抵触することなく保有する意向です。また、規約に基づき中長期の安定運用を目標

としているため、取得した優先出資証券につき短期間でその売却を行うことは意図しており

ません。ただし、売却する方が本投資法人にとってより経済的な合理性があると判断される

場合、その売却を行うことがあります。 
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しかし、優先出資証券については確立された流通市場が存在しないため、その流動性が低

く、したがって、売却を意図してもその売却が困難な場合があり、又は、予定より低い価額

での売買を余儀なくされる可能性があります。また、特定目的会社の投資する不動産に関す

る収益が悪化した場合や当該不動産の価値が下落した場合又は特定目的会社の開発する不動

産が予想した価格で売却できない場合、さらには導管体である特定目的会社において意図さ

れない課税が生じた場合等には、当該特定目的会社の発行する優先出資証券に投資した本投

資法人が当該優先出資証券より得られる運用益や分配される残余財産の減少等により損害を

被るおそれがあります。また、優先出資証券の発行をした特定目的会社が自ら土地又は土地

の賃借権を取得してその上に建物を建築する場合もあり、そのような場合には、前記「④不

動産及び信託の受益権に関するリスク (ネ) 開発物件に関するリスク」に記載のリスクが

あります。 

 

(ホ) 取得予定資産を取得することができないリスク 

本投資法人は、前記「3. 取得予定資産の個別不動産の概要」に記載の取得予定日に取得

予定資産を取得する予定です。しかし、経済環境等が著しく変わった場合又は相手方の事情

等により売買契約において定められた停止条件又は前提条件が成就しない場合等において

は、取得予定資産を取得することができない可能性があります。また、本募集と並行して行

われる借入れが実行できない場合においても、同様の可能性があります。 

この場合、本投資法人は、代替資産の取得のために努力する予定ですが、短期間に投資に

適した物件を取得することができる保証はありません。したがって、短期間に物件を取得す

ることができず、かつかかる資金を有利に運用することができない場合には、投資主に損害

を与える可能性があります。 

 

(ヘ) 本投資法人の資産規模が小規模であることに関するリスク 

本投資法人の資産規模は比較的小さいため、各種費用が資産規模との関係で相対的に高く

なり、結果として本投資法人の収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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(2) 投資リスクに対する管理体制 

本投資法人及び本資産運用会社は、以上のようなリスクが投資リスクであることを認識してお

り、その上でこのようなリスクに最大限対応できるようリスク管理体制を整備しています。 

しかしながら、当該リスク管理体制については、十分に効果があることが保証されているもの

ではなく、リスク管理体制が適切に機能しない場合、投資主に損害が及ぶおそれがあります。 

 

① 本投資法人の体制 

本投資法人においては、その役員会規程において、役員会を3か月に1回以上開催することと定

めています。本投資法人の役員会においては、執行役員及び監督役員が出席し、本資産運用会社

が同席の上、執行役員の職務執行状況並びに本資産運用会社、一般事務受託者及び資産保管会社

の業務執行状況等について執行役員の報告が行われることとされており、役員会を通じた管理を

行う内部管理体制を確立しています。なお、執行役員の職務執行状況並びに資産運用会社、一般

事務受託者及び資産保管会社の業務執行状況の報告は3か月に1回以上行うこととされています。

また、本書の日付現在、本投資法人の監督役員には、弁護士1名、公認会計士1名の計2名が選任

されており、各監督役員は、これまでの実務経験と見識に基づき、執行役員の職務執行につき

様々な見地から監督を行っています。 

 

② 本資産運用会社の体制 

本資産運用会社は、本投資法人の資産運用に関する諸リスクに対し、以下のとおりリスク管理

体制を整備しています。 

(イ) 運用ガイドライン及びリスク管理規程の策定・遵守 

本資産運用会社は、本投資法人の規約の投資方針等の基本方針を実現するため、本投資法

人の規約等に沿って運用ガイドラインを策定し、投資方針、利害関係人等との取引ルール、

投資物件の取得及び売却並びに投資物件の運営管理に係る基本方針等を定めています。本資

産運用会社は、運用ガイドラインを遵守することにより、投資運用に係るリスクの管理に努

めます。 

また、本資産運用会社は、リスク管理規程において、リスク管理の基本方針、リスク管理

の統括者及び重大な問題の発見時の対応方法等を規定し、本資産運用会社が管理すべき主要

なリスクとして、運用リスク、財務リスク、システムリスク、レピュテーション・リスク、

コンプライアンスに関するリスク及び反社会的勢力に関するリスク等を定義し、取締役会や

本資産運用会社のリスクに関する統括者であるコンプライアンス・オフィサー及び各部署の

リスク管理に関する責任者である各部署の部長の役割を定めています。なお、リスクの状況

については、コンプライアンス・オフィサーが、少なくとも半期ごとに1度又は必要な場合

は随時、モニタリングの上、評価及び分析し、その結果につきコンプライアンス委員会及び

取締役会に報告することとされており、リスク管理体制の適切性又は有効性については、コ

ンプライアンス・オフィサーが統括する内部監査及び外部機関による監査等により検証を行

うものとしています（かかる内部監査による検証の詳細については、後記「(ロ) 内部監査

による検証」をご参照ください。）。 

 

(ロ) 内部監査による検証 

コンプライアンス・オフィサーは、内部監査を担当し、全部署に対して定期の内部監査を

実施するほか、コンプライアンス・オフィサーの判断により、臨時の内部監査を実施するこ

とができるものとし、また、代表取締役社長が指示した場合には、特別監査を実施するもの

とします。内部監査は、各組織の業務及び運営が、金融商品取引法、投信法及び宅地建物取

引業法等の法令、投信協会が定める諸規則及び本資産運用会社の社内規程等に従って、適切

かつ効率的に行われているか否かの監査、不正又は重大な過失の発見及び未然防止のための

監査、個人情報管理及び法人関係情報の管理を含む、各種の情報管理が適切に行われている

か否かの監査、事務リスク管理態勢の監査、システムリスクに関する監査並びにその他必要

な事項の内部監査等を含むものとされています。コンプライアンス・オフィサーは、内部監

査を終了したときはすみやかに内部監査報告書を作成し、これを代表取締役社長及び取締役

会に報告し、また、必要に応じて改善指示書を作成し、これを代表取締役社長及び取締役会

に報告するとともに、代表取締役社長の承認を得た上で、被監査部長に内部監査報告書及び

改善指示書を交付します。被監査部の責任者は、内部監査責任者から改善又は処置すべき事
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項について「内部監査報告書」及び「改善指示書」を受けた場合には、すみやかにその処理

を行うとともに、その結果を「改善報告書」に記載しコンプライアンス・オフィサーを経由

して代表取締役社長に報告しなければなりません。被監査部の責任者より「改善報告書」が

提出された場合、コンプライアンス・オフィサーは意見のあるものについては、直ちに審議

し再度意見を述べるものとし、実施事項については、処置の確認を行います。 

 

(ハ) 利害関係人等取引規程 

参照有価証券報告書「第二部 投資法人の詳細情報 第3 管理及び運営 2 利害関係人と

の取引制限 (2) 利害関係人等取引規程」をご参照ください。 

 

(ニ) 内部者取引等防止規程 

本資産運用会社では、内部者取引等防止規程を制定し、本資産運用会社の役職員等による

インサイダー取引の防止に努めています。なお、同規程において、本資産運用会社の役職員

は、本投資証券等の売買等を行ってはならないものとされています（ただし、本資産運用会

社の役職員が本資産運用会社に入社する時点で本投資証券等を保有している場合又は入社後

に相続等により本投資証券等を保有するにいたった場合は、法人関係情報管理責任者（本資

産運用会社の財務管理部長がこれにあたります。）の許可を得た上で、かかる本投資証券等

を売却することができるものとされています。）。 

 

(ホ) フォワード・コミットメント等 

フォワード・コミットメント等に係る物件は、決済までの間、本投資法人の貸借対照表に

は計上されずオフバランスとなりますが、当該期間中の当該物件の価格変動リスクは本投資

法人に帰属することになります。このため、フォワード・コミットメント等を締結する際に

は、違約金の上限、物件の取得額の上限、契約締結から決済・物件引渡しまでの期間の上限

及び決済資金の調達方法等についてのルールを定めたフォワード・コミットメント等に係る

規程を遵守し、当該リスクを管理しています。 

 

- 117 -



5 課税上の取扱い 

日本の居住者又は日本法人である投資主及び投資法人に関する課税上の一般的な取扱いについて

は、参照有価証券報告書「第一部 ファンド情報 第1 ファンドの状況 4 手数料等及び税金 

(5) 課税上の取扱い」をご参照ください。なお、税法等の改正、税務当局等による解釈・運用の変

更により、当該内容は変更されることがあります。また、個々の投資主の固有の事情によっては、

異なる取扱いが行われることがあります。 
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6 投資主総会の開催、規約の変更及び役員の選任 

本投資法人は、2019年9月27日に第3回投資主総会（以下「本投資主総会」といいます。）を開催

し、規約を一部変更するとともに、執行役員及び監督役員並びに補欠執行役員及び補欠監督役員の

選任を行いました。 

 

(1) 規約変更 

規約変更の内容は、以下のとおりです（下線は変更部分を示します。）。 

 

変更前 変更後 

 

第34条（投資主総会の招集） 

1. （省略） 

2. （省略） 

3. 投資主総会は、平成29年9月1日及び同日以

後遅滞なく招集し、以後、隔年ごとの9月1

日及び同日以後遅滞なく招集する。また、

本投資法人は必要があるときは随時投資主

総会を招集することができる。 

4. （省略） 

 

 

第34条（投資主総会の招集） 

1. （現行通り） 

2. （現行通り） 

3. 投資主総会は、2017年9月1日及び同日以後

遅滞なく招集し、以後、隔年ごとの9月1日

及び同日以後遅滞なく招集する。また、本

投資法人は必要があるときは随時投資主総

会を招集することができる。 

4. （現行通り） 

 

 

(2) 執行役員及び監督役員の選任 

執行役員北方隆士、監督役員藤間義雄及び田中美穂が本投資主総会の終結のときをもって任期

満了となったため、本投資主総会において、改めて執行役員として北方隆士を、監督役員として

藤間義雄及び田中美穂を、それぞれ選任しました。 

 

(3) 補欠執行役員及び補欠監督役員の選任 

本投資主総会において、執行役員及び監督役員が欠けた場合又は法令に定める員数を欠くこと

になる場合に備えて、補欠執行役員として北川博彰を、補欠監督役員として松本拓生を、それぞ

れ選任しました。 
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第３【参照書類を縦覧に供している場所】

 

マリモ地方創生リート投資法人 本店 

（東京都港区虎ノ門一丁目1番21号） 

 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町2番1号） 
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第三部【特別情報】
第１【内国投資証券事務の概要】

1  名義書換の手続、取扱場所、取次所、代理人及び手数料 

本投資口は振替投資口であるため、投資主は、本投資法人又は投資主名簿等管理人である三井

住友信託銀行株式会社に対して、投資口の名義書換を直接請求することはできません。また、本

投資口については、投資証券を発行することができず、権利の帰属は振替口座簿の記載又は記録

により定まります（振替法第226条第1項、第227条第1項）。本投資口に係る投資主名簿の記載又

は記録は、総投資主通知（振替機関が本投資法人に対して行う、投資主の氏名又は名称、保有投

資口数等の通知をいいます。）により行われます（振替法第228条、第152条第1項）。投資主

は、振替機関又は口座管理機関に対して振替（譲受人がその口座における保有欄に譲渡に係る数

の増加の記載又は記録を受け、譲渡人がその口座における保有欄に当該数の減少の記載又は記録

を受けることをいいます。以下同じです。）の申請を行い、本投資口の振替が行われることによ

り、本投資口の譲渡を行うことになります（振替法第228条、第140条）。なお、本投資口の譲渡

は、原則として、本投資口を取得した者の氏名又は名称及び住所を投資主名簿に記載し、又は記

録しなければ、本投資法人に対抗することができません（投信法第79条第1項）。 

投資主名簿に係る取扱場所、取次所、代理人の名称及び住所並びに手数料は、以下のとおりで

す。 

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 該当事項はありません。 

代理人の名称及び住所 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 

三井住友信託銀行株式会社 

手数料 該当事項はありません。 

 

2  投資主名簿の閉鎖の時期 

該当事項はありません。 

 

3  投資主に対する特典 

該当事項はありません。 

 

4  内国投資証券の譲渡制限の内容 

該当事項はありません。 

 

5  その他内国投資証券事務に関し投資者に示すことが必要な事項 

該当事項はありません。 
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第２【その他】

1． 本書に基づく本投資口の募集及び売出しに関し、金融商品取引法及び関係政省府令に基づき、目

論見書（新投資口発行及び投資口売出届出目論見書）を作成します。その際には、当該新投資口

発行及び投資口売出届出目論見書に表紙を設け、「新投資口発行及び投資口売出届出目論見書」

と記載します。 

 

2． 新投資口発行及び投資口売出届出目論見書の表紙に本投資法人の名称等を記載します。 

 

3． 新投資口発行及び投資口売出届出目論見書の表紙裏に、以下のとおり、金融商品の販売等に関す

る法律（平成12年法律第101号、その後の改正を含みます。）に係る重要事項の記載を行いま

す。 

 

「不動産投資証券は、主に不動産への投資の成果を投資家に還元することを目指した商品です。

運用の目的となる不動産の価格や収益力の変動等により取引価格が下落し、損失を被ることがあ

ります。また、倒産等、発行者の財務状態の悪化により損失を被ることがあります。本投資口

は、不動産等を投資対象とするため、個別の不動産において地震や火災による被災等の様々な理

由により、収入が減少したり費用が増加した場合、利益の分配額が減少したり、市場価格が低下

する場合があります。」 

 

4． 新投資口発行及び投資口売出届出目論見書の表紙裏の次に以下のとおり記載を行います。 

 

「募集又は売出しの公表後における空売り」について 

(1) 金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）（以下「金商法施

行令」といいます。）第26条の6の規定により、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令（平

成19年内閣府令第59号。その後の改正を含みます。）（以下「取引等規制府令」といいます。）

第15条の5に定める期間（有価証券の募集又は売出しについて、有価証券届出書が公衆の縦覧に

供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したことによる当該有価証券届出書の訂正

届出書が公衆の縦覧に供された時までの間）において、当該有価証券と同一の銘柄につき取引所

金融商品市場又は金商法施行令第26条の2の2第7項に規定する私設取引システムにおける空売り

(注1)又はその委託若しくは委託の取次ぎの申込みを行った投資家は、当該募集又は売出しに応

じて取得した有価証券により当該空売りに係る有価証券の借入れ(注2)の決済を行うことはでき

ません。 

(2) 金融商品取引業者等は、(1)に規定する投資家がその行った空売り(注1)に係る有価証券の借入れ

(注2)の決済を行うために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該募集又は売出しの取扱い

により有価証券を取得させることができません。 

(注1) 取引等規制府令第15条の7各号に掲げる、次の取引を除きます。 
 ・先物取引 
 ・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除きます。）等の空売り 
 ・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り 

(注2) 取引等規制府令第15条の6に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似する取引による買付け）を含みます。 

 

5． 新投資口発行及び投資口売出届出目論見書の表紙裏に、以下のとおり記載します。 

 

「今後、発行価格等（発行価格、発行価額、各引受人の引受投資口数、売出価格及び引受人の手

取金をいいます。以下同じです。）が決定された場合には、発行価格等及び発行価格等の決定に

伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、一般募集における手取金、一般募集と同日付を

もって決議された第三者割当による新投資口発行の手取金上限、オーバーアロットメントによる

売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいいます。以下同

じです。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて、発行価格等決定日の翌日付の日本

経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日

までの期間中のインターネット上の本投資法人ウェブサイト（［URL］https://www.marimo-

reit.co.jp/ja/news/index.html）（以下「新聞等」といいます。）において公表します。な

お、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、

目論見書の訂正事項分が交付されます。また、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価
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格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が行われる場合には、

目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。」 
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